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 本学は、2020 年度から 2029 年度までの 10 年間における第 2 期中期目標・中期計画

「九州ルーテル学院大学ビジョン 2020～Luther Vision2020～地域に夢がある、世界に学

びがある、夢と学びをつなぐ大学を目指して～」（以下「ビジョン 2020」という。）を策定

し、2020 年度からその「アクションプラン」を実行するとともに、自律的 PDCA の好循

環化を目指して、各ビジョン（Ｉ：人間形成、Ⅱ：教育、Ⅲ：学生の受入れ、Ⅳ：学生支

援、Ⅴ：研究、Ⅵ：国際感覚、Ⅶ：地域貢献、Ⅷ：経営基盤）の到達目標と具体的方策及

びその達成状況をロードマップ（2020～2029 年度の工程表）に沿って自己点検・評価す

ることとしている。 

 2022 年度に受審した 7 年に一度の大学基準協会による大学評価（認証評価）において指

摘された改善課題の一つである「安定した財政基盤の確立」に向けて、今年度は学院全体

から委員を選出して構成した学院財務委員会を定期的に開催し打開策の検討を進めてき

た。その検討過程のなかで、減価償却累計額を減額する手段として積極的な資産の除却お

よび創立１００周年に向けた寄付金獲得活動に積極的に取り組んだ。しかしながら、現時

点において当該課題を改善し得る具体的かつ実効性の高い策を見出すには至っていない。

財政基盤の強化は引き続き喫緊の課題であり、今後も継続的かつ全学的な取組を進めてい

く必要がある。 

また、第 2 期中期目標・中期計画も 5 年を経過し、これまでの計画の進捗状況を全学的

に点検・評価する中間評価を実施し、5 年間の振り返りと現状に合った計画の見直しを行

った。中間評価では計画策定時と比べ、本学の置かれた状況の変化によって達成が難しい

計画も散見され、いくつかの計画について変更・修正が行われた。なお、中間評価の実施

が 2025 年度に及んだため、その評価結果を踏まえた本年度計画の実施は、2025 年度途中

からの開始となったことを付記する。 

以下に、各項目における 2025 年度の自己点検・評価結果の概要を記述する。 

 

 まず、「ビジョンⅠ：人間形成」では、チャペル礼拝やチャペル委員の活動が活性化し

ただけでなく、全学生を対象とした「キリスト教講演会」を初めて開催し、多くの学生・

教職員にキリスト教学校ならではの学びの機会を提供することができた。また、ボランテ

ィアセンターによる学生への丁寧な呼びかけのもと、地域住民や地域関係機関と連携した

活動が継続的に実施され、KLC こどもサポーター制度の運用も概ね順調に推移した。担当

教職員の業務負担の課題が中間評価においても指摘されたが、2026 年度よりボランティア 

や地域連携活動等をワンストップで取りまとめるアウトリーチセンターが設置されること

が決定しており、センターを中心とした今後の検討に期待したい。 

 



「ビジョンⅡ：教育」では、検討されてきた共通教育科目の再編について、「共通教育

科目の抜本的見直しの方針」が学長より発出され、議論を大きく進めることができた。全

教職員を対象にしたＦＤ・ＳＤ研修会を開催し、本学の共通教育科目のカリキュラムに関

する共通理解を図ったことは、今後の検討の基盤になったと考えられる。他大学の情報収

集も行っており、2028 年度の再編計画に沿って地域連携教育やデータサイエンス科目の整

理、内容の具体的検討をお願いしたい。 

2024 年度開始の副専攻プログラムは主専攻以外の分野を系統的に学べるように編成され

ているが、現状において受入れ定員を下回っており、その魅力が学生に伝わっていない状

況がある。また他大学との単位互換制度についても履修のしにくさからか受講人数が伸び

悩んでおり、アドバイザーによる履修指導のあり方やオンライン等も含めた受講環境の検

討が求められる。 

学修成果の可視化については、2021 年度から運用してきた学修評価票の実施が定着し、

さらにディプロマ・サプリメントとして発行することで大学での学びが学外にも見えるよ

うになった。また、今年度からは全学生の学修評価票を PDF 化し、学年・学科・専攻単

位で教職員が閲覧できるよう運用を改善した。これにより、教員が学生の DP 到達度を随

時確認できる体制を整えることができた。一方で、未記入の学生が依然として一定数存在

しており、その背景として、学修評価票の意義や活用方法が学生および教職員に十分理解

されていないことが一因であると考えられる。現在、システムの改修に向けた検討を開始

していることから、今後は学修評価票の目的の明確化、効果的な活用方法、ならびにシス

テム化のあり方について、より具体的な検討を進める必要がある。 

教員の資質・能力向上及び教員組織の改善・向上を目指したファカルティ・ディベロッ

プメント（FD）活動の充実については、今年度も 10 回の研修会を実施することができ

た。特に、ICT・DX を活用したアクティブ・ラーニング型授業の実践を推進するため、

AI 活用ミニ研修会を定期的に実施するなど、必要性に応じた研修を計画的に実施すること

ができた。AI 活用については、学生の活用状況も課題となっていることから詳細な方針策

定の検討も必要である。 

各学科・専攻における具体的な取組内容については、別添の二次評価結果をご参照いた

だきたい。共通教育科目編成の方針が明確化し、2028 年度に予定されている共通教育科目

の再編を踏まえると、専門科目のカリキュラムについても見直しが不可避となる。また、

「ビジョンⅡ：教育」では、「感恩奉仕の精神を受け継ぎ、グローカリズムをもって行動

できる人材の育成」を目標として掲げている。この方針を踏まえ、各専門教育において

も、地域に根差した学修内容の一層の充実が図られることを期待したい。 

「ビジョンⅢ：学生の受入れ」では、18 歳人口減少を受けて非常に厳しい状況のなか、

様々な取組を実施することができた。特に、高校生が本学を知る貴重な機会であるオープ

ンキャンパス内容を教員主体から学生主体へと変更し、高校生に従来以上に本学の魅力を

伝えられる機会となるよう工夫を行うことができた。また、高大連携の強化については、



Campus Visit & Try（ＣＶＴ）の継続実施だけでなく、ルーテル学院中学・高校の PTA と

連携したアカデミックツアーを開催することができ、本学における学びの内容や学生の様

子を直接高校生の保護者に感じてもらえる機会となったと考えられる。今後も SNS の活用

や新たな広報媒体の導入等、より高校生に伝わりやすい募集のあり方を検討していく必要

がある。 

「ビジョンⅣ：学生支援」は、本学が特に重点的に力を入れて取り組んでいる計画の一

つである。今年度も年度計画に積極的に取り組み、成果を上げることができた。特に、9

月に開催された PEP-Net Japan シンポジウムでは、サポーターSHIP-S の活動を発表し、

「ベストプラクティス賞」を受賞した。また、学部だけでなく研究科においても合理的配

慮が必要な学生に対して丁寧に検討し対応することができた。さらに今年度からはキャン

パス・ソーシャルワーカーを配置し、学修面だけなく学生生活全般における支援の充実を

図ることもできた。 

進路・就職の面では、就職・進学決定率が今年度も順調に推移しているところである。

学生のニーズに合わせた企業訪問や就職先の開拓、学生がアクセスしやすいよう学生一人

ひとりに寄り添い、Web や電話、メールを活用したきめ細やかな就職支援の実施、学内で

の「企業とつながる名刺交換会」の開催、個別面談等、本学の特色である少人数教育のメ

リットを生かした取組が好調の要因であろう。さらに、教員・公立保育職希望者に対する

採用試験対策、精神保健福祉士希望者に対する国家試験対策等が担当教員を中心として継

続的に行われていることも合格率につながっているといえる。研究科においても 2024 年

度全修了生が公認心理師国家試験に合格し、公認心理師として就職したことは確実かつ適

切な専門職養成を実施していることを示すものである。 

「ビジョンⅤ：研究」では、全教員が研究に取り組む期間として「研究推進週間」の設

定や科学研究費補助金獲得推進を目的とした「科研費アドバイザー制度」（申請書添削サ

ービス）の導入、セミナーの開催等、研究に対する意識の醸成に取り組むことができた。

その結果、例年と比較し科研費申請に至った教員数が増加したことにもつながり、様々な

取組は極めて有意義であったといえる。また、研究ブランディング推進事業における３つ

のプロジェクト（A：子育て支援事業、B：障がいのある児童・生徒への科学教育事業、

C：学校で苦戦する子どもたち、その保護者、教師に対して適切な対応を行うための教育

支援事業）は、中間評価において見直しがあり、「A：子育て支援事業」のみが継続的に実

施されることになったが、合志市との連携によって円滑に実施することができた。 

 

 「ビジョンⅥ：国際感覚」では、これまで進捗が困難であった外国人留学生受入れ体制

の構築に向け、国立台北教育大学との協議が開始されたことが大きな成果として挙げられ

る。これは、留学生受入れの制度化に向けた重要な一歩である。なお、次年度以降はグロ

ーバル部門がアウトリーチセンターへ統合される予定であることから、今後はアウトリー



チセンターにおいて、留学生受入れの方針および具体的な体制整備について検討を進める

必要がある。その他、「グローバル・スタディーズ」の授業において、JICA 熊本や環境省

（阿蘇くじゅう国立公園管理事務所）等、地域の官民と連携した幅広い授業を展開するこ

とができた。異文化圏体験においては新たな留学先の開拓を行い、学生のニーズに沿った

幅広いプログラムを提供することもできている。また本年度は学長裁量費に申請したこと

により、より多くの学生が留学に参加できる体制を整えることができた。 

 「ビジョンⅦ：地域貢献」では、卒業生や専門職、地域住民と幅広い対象者を念頭に、

年 5 回のルーテルリカレント講座の開催や「職員・ＰＴＡ研修サポート by ルーテル」事

業による県内学校等への本学教員の派遣、包括連携協定を締結している自治体との連携事

業の実施等、様々に取り組むことができた。前述した通り 2026 年度よりアウトリーチセ

ンターが発足することから、より学生・教員の産学官連携や地域と連携した活動を後押し

していくセンターのあり方を検討いただきたい。 

 「ビジョンⅧ：経営基盤」では、初めての教職同窓会や継続したホームカミングデイ、

複数期にわたる合同同窓会の開催等、次年度に控えた学院創立 100 周年に向けて機運の醸

成の取組が数多く実施された。自己点検・評価活動においては、中間評価を実施し 5 年間

の振り返りと計画の見直しを行い、今後 5 年間の計画達成に向けた取組に着手することが

できた。また教職課程における自己点検・評価活動では 2026 年度の外部評価受審を予定

しており、教員養成教育の質保証の観点から、担当教員の業績把握の点検・評価を確実に

実施した。教員採用試験が早期化したことにも柔軟に対応し、対策講座の内容強化や学生

意識向上にも取り組んでおり、各自治体の教育委員会からの高い評価が得られていること

は大いに評価できる。 

一方で、大学評価（認証評価）の改善課題である財政基盤の脆弱性については、残念な

がら今年度も顕著な進展が見られなかったと判断せざるを得ない。学院財務委員会での検

討は行われているものの、具体的な解決策までは見いだされていない。さらに、恒常的な

寄付金獲得、適正な人員配置、業務運営の見直し、人件費を含めた経費抑制等、継続課題

に着手できていない現状がある。経営基盤をより一層安定化するための方策の検討が必要

であり、学院財務委員会での議論をさらに深化させていくことは喫緊の課題であろう。ま

た、地震等を想定した同一キャンパス内での避難訓練の実施や防火・防災・防犯マニュア

ルの整備等、危機管理体制のあり方の検討も不可欠である。リスクマネジメント委員会で

の着実な議論をお願いしたい。 

 

 以上が、「ルーテルビジョン 2020」に基づく 2025 年度の活動に対する総評である。具

体的な点検・評価活動については、次ページ以降の「第 2 期中期目標・中期計画（ルーテ

ルビジョン 2020）の二次評価及び、改善措置・指示事項」をご覧いただきたい。 



 

【2022年度大学評価結果における改善課題】 

１）人文学研究科における教育課程の編成及び実施に関する基本的な考え方の明示（対応済） 

２）財務に関して教育研究活動を安定して遂行するために必要な財政基盤の確立 

・2025 年度は財務委員会を定期的に開催し検討を行ったが具体的な策は見出すことができ

なかった。2026 年度 7 月末には大学基準協会に検討過程及び改善結果（改善状況）につい

て報告する必要があるため、更なる議論が必要である。 

 

【2025年度自己点検・総合評価委員会による二次評価結果】 

（Ⅰ：計画の達成が困難である、Ⅱ：計画達成の努力を要する、Ⅳ：当初計画より進捗

している と評価された項目を主に記載） 

〇ビジョンⅠ（人間形成）（7 計画） 

「感恩奉仕の精神に基づいて社会や人を先導する人間の育成」 

・「キリスト教講演会」を開催し、多くの学生・教職員の学生にキリスト教学校ならではの

学びの機会を提供できた。 

・地域のボランティアや KLC 子どもサポーター制度の運用が概ね円滑に推移している。

2026 年度からのアウトリーチセンター設置を受けて、活動の展開が期待される。 

 

〇ビジョンⅡ（教育） 

「感恩奉仕の精神を受け継ぎ、グローカリズムをもって行動できる人材の育成」（23 計画） 

Ⅱ-２教育改革の具体策と実現・実行  ④授業を通した資質・能力の育成と授業の工夫 

（評点Ⅱ） 

・「ICT・DX・AI を活用した授業の実践を促す教員向け研修の実施」が新たに加わり、今

年度は AI 活用ミニ研修を定期的に開催できた。AI 活用方針策定については学生の活用状

況も踏まえて検討する必要がある。 

Ⅱ-３特色のある適切な教育課程と学修成果の適当な把握・活用 ①共通教育科目の見直し

（評点Ⅱ） 

・共通教育科目方針を踏まえ、カリキュラムについて教職員間で議論し共通理解を図るこ

とができた。2028 年度再編に向けて具体的検討が必要である。 

Ⅱ-３特色のある適切な教育課程と学修成果の適当な把握・活用 ②他大学と連携した共通

教育科目の充実（評点Ⅱ） 

・熊本大学との単位互換制度を継続できているが履修人数が少ないため、オンラインや他

大学との連携も含めた検討が必要ではないかと考える。 

 

〇ビジョンⅢ（学生の受入れ）「感恩奉仕の理念に共鳴し、“think globally,act locally”を志す

学生を応援」（6 計画） 

・18 歳人口の減少が進む中、オープンキャンパスへの学生の主体的な参画や高校ＰＴＡと



 

連携したアカデミックツアーの実施等に取り組むことができている。高校生・保護者に伝

わりやすい媒体の導入を進めており、今後の状況を注視する必要がある。 

 

〇ビジョンⅣ（学生支援）「退学率 0％、学修・生活満足度 100％、就職・進学率 100％、

学生の迷いとやる気に寄り添う支援」（６計画） 

Ⅳ-１ キャリア教育・就職支援  ①キャリア教育の充実（評点Ⅱ） 

・「ペプ・ラリー」では、卒業生の教員枠を熊本市と熊本県で 2 名に増やし、学生にとっ 

て相違点を明確に把握できる機会となった。教職以外の資格（精神保健福祉士や公認心理 

師）取得希望学生に対するキャリア支援の概要が管理台帳からは不明瞭である。 

Ⅳｰ１ キャリア教育・就職支援  ②学生 1人ひとりのニーズに応じたきめ細やかなキ

ャリア支援・就職支援（評点Ⅳ） 

・採用試験報告書を Web 上で閲覧可能な形に整備し、学内でも「企業とつながる名刺交換

会」を初めて実施することができた。また日本航空(株)客室乗務員のインターンシップの学

校推薦枠を初めて獲得し 4 名を推薦する等、参加学生からは学びが大きかったとの声があ

り、業界理解の深化につながった。 

Ⅳｰ３ 学修支援・生活支援  ①退学率ゼロプロジェクトの推進（評点Ⅱ） 

・キャンパスソーシャルワーカーを導入し、学生への支援の幅を拡げることができたが、業

務量の増加等の課題にも今後の対応が必要である。 

Ⅳｰ３ 学修支援・生活支援  ②ラーニングコモンズの充実（評点Ⅱ） 

・利用について学生へのアンケートを実施したものの、回答率が 5.1％と低い。検討材料が

少ないため、今後再度実施をするのか対応策を検討願いたい。 

 

〇ビジョンⅤ（研究）「各研究組織の研究力を強化し、多様な視点から地域社会にアプロ

ーチする特色ある研究を推進」（7 計画） 

Ⅴ-１ 学科等の垣根を超えた研究の推進による新たな拠点の形成 ①研究事業の推進、新

たな研究拠点の構築・展開（評点Ⅱ） 

・数名の教員によるフィンランドを拠点した研究が進められており、研究成果 

を今後公開講座において地域に還元する機会も設定する必要がある。 

Ⅴ-２ 学内外での共同研究の推進 ②大学院生及び学部生の研究力を引き出す支援の強

化（評定Ⅱ） 

・学内紀要論文（心理・教育・福祉研究）が廃止となるため、学内紀要 VISIO も含め、 

大学院生の論文投稿先についての検討が必要である。 

 

〇ビジョンⅥ（国際感覚）「本学の特色を生かして異文化を理解し、グローバルな視野で

“くまもと”に貢献できる人材の育成」（5 計画） 

Ⅵ-１ グローバルセンターの活性化 ①グローバルセンターの活性化（評定Ⅱ） 

・グローバル・スタディーズの授業での学びを他の授業や大学全体にどのように拡げてい 

くのか検討が必要である。 



 

Ⅵ-３ 外国人留学生の受入れ ②英語表記の充実（評定Ⅱ） 

・ＨＰの英語表記が十分か、また他言語標記の必要性について検討をお願いしたい。 

 

〇ビジョンⅦ（地域貢献）「“利他共生の精神”の地域への発信」（5 計画） 

・地域連携・ボランティア・グローバルを包括するアウトリーチセンターを設置すること 

になり、今後の展開が望まれる。 

Ⅶ-２ 学生及び教職員による交流や支援の活性化 ②学生団体等への支援強化による諸

活動の活性化（評定Ⅱ） 

・学生の自主的な活動を促すためにも活動内容の把握を積極的に行っていないが、活動内容

の円滑な運営のための最低限の把握の必要性について検討をお願いしたい。 

 

〇ビジョンⅧ（経営基盤・大学運営）（２７計画） 

Ⅷ-１-１ 経営ガバナンスの強化策 ①教員・教員組織の編成（評定Ⅱ） 

・2028 年度改組計画に沿った共通教育の再編・見直し、教員配置の検討が必要である。 

Ⅷ-１-１ 経営ガバナンスの強化策 ②教員人事方針に基づく適切な人事管理（評定Ⅱ） 

・データサイエンス関連科目の教員配置、配置計画策定に至っていない。 

Ⅷ-１-２ 経営ガバナンスの強化策 ①経営ガバナンス体制の確立と安定した経営基盤の 

構築（評定Ⅱ） 

・財務の透明性と全学的な経営意識の向上について情報共有を進めているものの、会議に 

参加していない教職員への共有は各組織に任されているため、法人事務局から一斉に通知 

するなどの共有方法の検討が必要である。 

Ⅷ-１-２ 経営ガバナンスの強化策 ②職員の資質・専門性の高度化と質の高い教職協働 

体制の構築による学修支援力の強化（評定Ⅰ） 

・組織における事務職員の役割等を理解させるための研修会の実施、人事評価制度の導入

に向けて、評価者のスキルアップ研修会等の実施が必要である。（2023 年度継続課題） 

Ⅷ-１-２ 経営ガバナンスの強化策 ③組織のあるべき姿を見据えた採用・人材育成・職

員の配置（評定Ⅰ） 

・人事評価制度の構築、導入、規程案の策定、導入に向けて検討の加速化が必要である。 

Ⅷ-１-４ 経営ガバナンスの強化策 ①自己点検・評価活動の実質化（評定Ⅱ） 

Ⅷ-１-４ 経営ガバナンスの強化策 ②大学評価への対応（評定Ⅱ） 

・認証評価での指摘事項のうち未対応の１件（財政基盤に関する課題）について、改善に

向けた具体的な計画策定を喫緊の課題として取り組む必要がある。（2023 年度継続課題） 

Ⅷ-２-１ 教育研究の実施体制 ②専門分野の融合（評定Ⅱ） 

・地域社会のニーズ等に応える今後の取組は 2026 年度設置のアウトリーチセンターに期待 

したい。 

Ⅷ-２-２ 付置施設等の整備・充実 ①「知の拠点」としての図書館の充実（評定Ⅱ） 

・図書館利用者増加策を含む、図書館の充実についての検討が必要である。 



 

Ⅷ-２-２ 付置施設等の整備・充実 ➃くろかみ保育園（黒髪乳児保育園）における保育の

充実（評定Ⅳ） 

・年長児までの受入れ体制を拡大したことにより地域との連携、保育内容の充実、大学との

連携も図られている。 

 

〇ビジョンⅧ（経営基盤・財務） 

Ⅷ-３-１ 財政基盤の安定化 ①学院の中期財政計画の適切な運用（評定Ⅱ） 

Ⅷ-３-１ 財政基盤の安定化 ②中長期視点からの特定資産の着実な積立（評定Ⅱ） 

・財務委員会での議論を深め、改善に向けた取組をさらに進める必要がある。 

Ⅷ-３-１ 財政基盤の安定化 ③外部資金獲得のための取組強化（評定Ⅱ） 

・私立大学等改革総合支援事業の採択取り消しも踏まえ、丁寧な対応が必要である。 

またその他の外部資金獲得検討も期待したい。 

Ⅷ-３-２ 財政基盤の安定化 ①寄付金その他の自己収入の増加策の検討（評定Ⅱ） 

・100 周年を祝う機運醸成と方策の具体化が必要である。（2024 年度継続課題） 

Ⅷ-３-２ 財政基盤の安定化 ②後援会の組織化・活性化（評定Ⅰ） 

・まずは後援会の必要性について、議論・検討が必要である。 

Ⅷ-３-３ 業務運営の改善・効率化による経費の抑制 ①業務運営の改善と経費節減 

（評定Ⅰ） 

・業務運営の改善・効率化による経費の抑制を図るための施策検討が必要である（2023 年

度継続課題）。 

Ⅷ-５ 男女共同参画の推進 ①男女が共に活躍する職場環境の整備（評定Ⅱ） 

・特定の職員に業務が偏っている傾向があることは健全な職場環境とは言えない状況であ

るため、適正及び評価に基づいた再配置が必要である。 

Ⅷ-６-１ 危機管理体制の整備と万全なリスク管理・労務管理の実施 ①リスク管理・労務

管理体制の万全な整備・周知（評定Ⅰ） 

・学院全体の危機管理を総括するリスクマネジメント委員会が今年度は開催が必要であ

る。また、BCP の策定についてのその後の進捗状況の確認が必要である。さらに、災害対

策のための備蓄品の状況確認も記載いただきたい。（2023 年度継続課題） 

Ⅷ-６-２ 安全管理 ①安全管理体制の整備（評定Ⅱ） 

・地震等を想定した同一キャンパス内の全ての機関（インター小、こども園、中高、大

学）が合同で行う避難訓練の実施、防火・防災・防犯マニュアルの整備について検討が必

要である。（2023 年度継続課題） 

Ⅷ-６-２ 安全管理 ①安全管理体制の整備（評定Ⅱ） 

・学内規程の規程について担当者、期限を決めての作業が必要である。 

 

                                    以上 

 



一次評価 評点 二次評価 評点

1 Ⅰ－１－１① 建学の精神の浸透

「九州ルーテル学院講座」（仮称）を開設し、建学の精神に対する深い理

解と実践に導く自校教育の取組を拡充する。

宗教センター ①前期のフレッシュマンゼミの中で新入生に

対する「九州ルーテル学院講座」を実施す

る。

②同講座の実施後、受講者に対してアンケー

トやフィードバックの調査を実施する。

③アンケートやフィードバックの結果をもと

に、次年度の同講座について改善計画を行

う。

①2025年度も引き続き、フレッシュマンゼミの中で「建学精神と

歴史」の講座（学院長、学長、チャプレンの講話）を開講した。今

年度は対面で実施した。

②講座を受けた学生たちは本学と本学の教育理念について、キ

リスト教の価値観について理解し、本学で学ぶ意欲を高めること

ができたようである。特に、今年度は対面で実施したことで、より

理解や意欲を深めることができたと考えられる。

③学生のフィードバックを精査し、講座の内容等を充実させる。

特に、引き続き対面での開講を可能とするため、関連部署、担当

者と協力する。また、2026年度に学院創立100周年を迎えるこ

とを踏まえた内容も検討する

Ⅲ 【評価できる点】

①フレッシュマンゼミの講座を対面で実施し、学院の

１００周年の歴史を直接学生に伝えることができたこ

と。

【改善を要する点】

①学生レポートやアンケート内容の検討状況を記載す

ること。

【課　題】

①対面で実施できるように関係部署との協力を継続す

ること。

②１００周年に向けた内容を検討すること。

【総合評価】

　学院創立１００周年に向けて、これまでオンライン

で実施していた講話を対面で実施し、学生たちに直接

学院の歴史や教育理念を伝えることができたのは評価

できる。学生からの意見も踏まえて次年度の内容も検

討いただきたい。

Ⅲ

2 Ⅰ－１－１② キリスト教に関する教育研究活動や地域貢献の活性化

・宗教センターを中心に、礼拝を活性化し、キリスト教精神の理解

につながる体験的な学びを拡充する。

・宗教センターが他部署と連携して、キリスト教行事（クリスマス

やイースター等）とオープンキャンパス、プレ・カレッジ、学園

祭、市民講座等の学事を融合させて、キリスト教精神に基づく学独

自の学びの風土を学生だけでなく地域にも展開する。

宗教センター ①前年度の分析と課題をもとに学生・教職員

の礼拝出席促進

②前年度の分析と課題をもとにチャペル委員

会の活動の促進

③宗教センターの活動と連携のさらなる促進

①2025年度は12月末の時点で、136回のチャペル礼拝が行わ

れた。学生の平均出席は83名で、昨年度（50名）と比べ大

幅に増加した。

②例年と同様に、学生の礼拝出席は年度始まりの4月がもっ

とも多く、それ以降少し減少する傾向にある。また、「キ

リスト教Ⅰ・Ⅱ」での働きかけにより、1年生の参加が活発

になっている。2年次以降の学生の出席については、チャペ

ル委員以外の学生の出席を、新年度オリエンテーション等

を通じて、礼拝の意義を繰り返し周知する。

③2025年度のチャペル委員は106名（1年57名、2年20名、3

年　14名、4年15名）の体制となった。各アドバイザー教員

の協力のほか、新入生オリエンテーションにおける周知が

功を奏したと思われる。1年生が21名増加したことから、各

係、部門の活動も活発になっている。

Ⅲ 【評価できる点】

①チャペル礼拝出席者が昨年度より増加したこと。

②アドバイザーとの連携やオリエンテーションでの周

知からチャペル委員数が増加したこと。

③キリスト教特別講演会を開催でき、多くの学生、教

職員が参加したこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①2年生以上の礼拝出席の増加

②キリスト教講演会の課題を踏まえた次年度計画の検

討・実施。

Ⅲ

【総合評価】

　アドバイザーへの協力依頼や新入生オリエンテー

ションでの周知・広報が功を奏し、チャペル委員が増

加したことは評価できる。今後も継続した取組を期待

したい。また、初めて開催した「キリスト教講演会」

はFD・SD委員会と連携したことから、学生だけでな

く、教職員の参加も多かったことは評価できる。次年

度は学院創立１００周年でもあることから、今年度の

課題を踏まえての実施をお願いしたい。また、県内唯

一のキリスト教大学として、地域にも広く公開するこ

とも検討いただきたい。

3 Ⅰ－１－２① 本学の特色を発揮したボランティア活動の活性化

・「感恩奉仕」の精神をもって社会に貢献する人材を育成する。

・ボランティアセンターを中心に、学生や教職員によるボランティ

ア活動を活性化し、キリスト教主義の大学としてのミッションを実

践する。

ボランティアセ

ンター

１）・黒髪地区を中心とした、地域支え合い

活動を黒髪地区自治会、地域包括支援セン

ターと協議し実施

２）ボランティアセンターを窓口として関係

機関との調整や、情報収集をつうじて、ボラ

ンティアニーズの変化に対応できるようにす

る。

1)地域交流スペースでの「るうてるかよう会」は継続して

いる。毎回10人～12人の黒髪地区の高齢者が参加。今年度

も9月16日にインター小の生徒たちと「るうてるかよう会」

の高齢者の交流の場として敬老会を実施した。

熊本YMCAのプラットフォーム＆子どもキャンプ、熊本市地

域包括支援センター（ささえりあ子飼）を通じて「子ども

食堂」、「碩台っ子コミセンンタイム」、「地蔵祭り」

等、碩台黒髪地区のボランティア情報を随時いただき随時

発信している。その他、ボランティア学修論の時間を利用

して、NPO法人坪井川遊水地の会、里親支援団体優里の会、

熊本市中央区役所中央区まちづくりセンターよりボラン

ティアについての情報提供をしていただいた。

Ⅲ 【評価できる点】

①地域関係団体と協働した取組が継続して実施できて

いること。

②黒髪地域だけでなく、新たに出水南小校区と連携し

た取組が開始されたこと。

【改善を要する点】

特になし。

【課　題】

①   担当教職員の負担軽減策を検討すること。

Ⅲ

《全計画》

九州ルーテル学院大学第2期中期目標・中期計画（ルーテルビジョン2020）2025年度期末評価一覧

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

九州ルーテル学院の建学の精神・理念

九州ルーテル学院の建学の精神・理念の具現化

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

　後期のボランティア活動で特筆すべき点として、DWAS-

JAPAN能登半島コミュニティサポートワークキャンプ2024、

熊本県大規模災害訓練　with　学園大・九看大の防災活動

があげられる。またクリスマスシーズンの路上生活者及び

元路上生活者へのおにぎりボランティア、熊本城マラソン

ボランティアは10年以上継続している。その他の活動につ

いては（根拠資料１）を参照していただきたい。

　これらの活動をボランティア体験学修に替わって2024年

度から開講された「熊本地域活動サービスラーニング（以

下SL）」、今年度から開講された「熊本地域活動サービス

ラーニングサポート（以下SLS）」を活かして多くの学生が

参加しやすい体制を整えることができた。 SLSは、昨年度

SLを履修した学生及び、ボランティア活動に積極的に参加

してきた2年の学生が、1年のサービスラーニング履修学生

をサポートしながら共に地域活動に参加することを目的と

している。SLの1年生とSLSの2年生がバディを組んで取り組

む仕組みを取り入れたことでコミュニケーションをとりな

がら積極的に活動に取り組む姿がうかがえた。（根拠資料

２）

4 Ⅰ－１－２② ボランティア活動の組織化

・建学の精神の具現化としてのボランティア活動を活性化するた

め、一元的に活動の支援を行う組織体制を整備する。

ボランティアセ

ンター

1）2021年度1）2）継続

2）2020年度より行ってきた学生ボランティ

ア活動の集約．今後の可能性について検討

1）学外の機関・団体との連携・学生に対する情報発信の充

実

1)地域交流スペースでの「るうてるかよう会」は継続して

いる。毎回10人～12人の黒髪地区の高齢者が参加。今年度

も9月16日にインター小の生徒たちと「るうてるかよう会」

の高齢者の交流の場として敬老会を実施した。

Ⅲ Ⅲ

熊本YMCAのプラットフォーム＆子どもキャンプ、熊本市

地域包括支援センター（ささえりあ子飼）を通じて「子ど

も食堂」、「碩台っ子コミセンンタイム」、「地蔵祭り」

等、碩台黒髪地区のボランティア情報を随時いただき随時

発信している。その他、ボランティア学修論の時間を利用

して、NPO法人坪井川遊水地の会、里親支援団体優里の会、

熊本市中央区役所中央区まちづくりセンターよりボラン

ティアについての情報提供をしていただいた。

ボランティアのコーディネートは、①ボランティア依頼先

からの相談・情報受付、②ボランティア情報の発信

（LINE、インスタ、Gフォーム作成等）、③ボランティア先

への参加学生の氏名等の報告、④ボランティア先からの注

意事項等について学生への連絡等、⑤ボランティア活動先

への訪問、同行、引率、⑤ボランティア活動報告（学内

メール＆HP）、⑥その他、ボランティアの関する学生から

の相談等の対応の流れを、年間を通じて行うことができ

た。またボランティア情報発信にSNSの活用も継続してい

る。LINEグループ（2月6日現在登録221名）、ボランティア

センターInstagram（2月6日現在フォロアー245人 今年度

投稿26件）。

LINEグループから今年度計90件以上（リマインドを除く）

のボランティア情報を提供し、多くの学生が活動に参加し

ている。

【総合評価】

　継続して地域の各種団体と連携した取組が実施でき

ていることは評価できる。具体的方策の２）にある

「地域連携推進委員会、グローバルセンターとの連携

強化」、また中間評価でも課題として挙げられていた

担当者の負担解消については、次年度より新たにアウ

トリーチセンターが設立されたことから、取組が推進

されることを期待したい。

2）「ワクチン接種予約ボランティア」や「令和2年豪雨の

災害支援ボランティア」、「防災運動会」など学生たちが

地域の中で活躍できる機会を確保することができた。

今後は「るうてるかよう会」の介護予防の効果を確認する

体力測定を地域包括支援センター、近隣の医療機関のリハ

ビリスッタフと連携し、地域交流スペースで実施予定（10

月15日）。

また、昨年度はクリスマス礼拝に「るうてるかよう会」

で声かけし黒髪地区から4名参加。今年度も参加を呼びかけ

ていきたい。

NPO法人坪井川遊水地の会と連携し、学生企画の環境学

習、防災活動等の企画するため定期的に打合せを実施して

いる。

黒髪地区12町内の防災倉庫を12町内の中心である学内設

置に向けて、12町内の自治会長、防災担当者と打合せを

行った。正門の工事のため当初の予定より遅れる見通しで

あるが、災害時の協定を含めて調整していく。

【総合評価】

黒髪地域と連携した取組が継続的に実施されており、

また新たに出水南小学校区自治会協議会との連携も開

始されたことは評価できる。また、それらがホーム

ページや教職員へのメール等を通して、学内外に広く

周知されている。中間評価で課題として出された担当

教職員の負担について、新たに立ち上げられるアウト

リーチセンターのなかで検討いただきたい。

【評価できる点】

①地域の各種団体と連携した取組を継続的に実施して

いること。

【改善を要する点】

①ボランティア情報をLINEグループにて周知している

が、自身のラインアドレスをグループ内全員が知るこ

とに対する抵抗感を持つ学生がいることが予想される

ことから、LINEオープンチャットを用いたグループへ

の変更を検討することができないか。（子どもサポー

ターでは移行を予定している）

【課　題】

①中間評価でも提起された担当教職員の負担について

検討すること。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

2022年度および2023年度に実施した防災運動会につい

て、2023年度と同様に、今年度も黒髪校区体育祭において

防災種目を提案・運営する形で実施した。学生たちは校区

の会議段階から参加し、黒髪小学校の児童の協力を得て競

技のデモ映像を作成するなど、準備を進めた。体育祭は10

月5日に開催された。

さらに、熊本市中央区まちづくりセンターの「熊本市中

央区地域と企業等を結ぶ応援事業」のワークショップでの

意見交換を契機に、6月に碩台校区青少年健全育成協議会及

びトヨダ体育教室との連携による「わくわくこどもプロ

ジェクト」に学生6名が企画段階から参加したほか、10月に

は、出水南校区自治会協議会との連携による秋まつりボラ

ンティアに学生2名が参加するなど、学生と地域との新しい

結びつきを充実させることができた。

　

5 Ⅰ－２－１①　 将来の職業やスキルを意識した高い実務能力を備えた人材の育成

・学校教諭・保育士,公認心理師,精神保健福祉士,スクールソーシャ

ルワーカー,英語・ＩＴ・ビジネス関連の免許・資格取得を積極的に

支援する。

人文学科

心理臨床学科

①免許・資格取得希望者の支援のさらなる充

実とニーズ調査の実施

①

・公認心理師資格、精神保健福祉士資格、スクールソー

シャルワーカーにおいては、1年の年度末において資格取得

希望調査を行ない、希望動向について学科会議にて随時検

討し、支援のさらなる充実に向けて取り組んでいる。（根

拠資料 I21①調査取りまとめ資料）。

Ⅱ Ⅱ

②推奨資格の内容の見直し,情報提供体制及

び相談体制の点検
・「心理演習II」において、心理面接場面のOSCE（オス

キー）・ルーブリック評価を導入し、心理師としての実践

力の継続強化は引き続き実施している。公認心理師資格に

おいては、「心理演習II」において心理面接場面のOSCE

（オスキー）・ルーブリック評価を導入し、心理師として

の実践スキルおよび教育効果の客観的評価を行っている。

2025年度受講者（n=20）の教育成果として、「職員とのコ

ミュニケーションスキル」得点の改善がみられた。「心理

演習II」授業前2025年3月は受講学生のコミュニケーション

スキル得点が平均26.8点であったが、授業後2025年7月は平

均30.7点と統計学的に有意に改善していた。今後適宜現状

ニーズに沿った聞き取り調査も行う予定である。

・資格、キャリア支援の充実を目指し、ボランティア活動

として中心に使用していた西研究室横のスペースを心理臨

床学科の実習・キャリア支援を目的として学科会議にて検

討を開始した（資料：Ⅰ21②）

②

・2年生では資格希望内容が流動的であったため、各アドバ

イザーに資格変更希望について取りまとめを実施し、学科

会議にて報告した（根拠資料I21①2年生アドバイザー資格

変更取りまとめ資料）。

根拠資料：Ⅰ21① 1年生希望調査取りまとめ資料

　　　　　Ⅰ21② 西研究室横スペース活用案

6 Ⅰ－２－１②　 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を世界の人々と共有する人材の育

成

・地球の環境や平和、人権に関する課題に関心を持ち、自分のこと

として考え、行動できる人材を育成する。

人文学科

心理臨床学科

・共通教育科目・専門教育科目におけるSDGs

の取り扱い状況の検証に基づいた、科目間連

携の継続実施

・グローカル課題の抽出及びボランティア活

動、実習、インターンシップへの参加促進

・SDGs及びESDの知識と専門性を身に付ける

ための共通の初年次教育制度の成果検証及び

課題改善

・サービス・ラーニング科目の成果検証及び

課題改善

（心理臨床学科）

・特別支援教育の継続的な体験機会の確保については、K L

C子どもサポーターの活動を引き続き行っている。

・熊本県の「地域の学習教室」事業を活用し、放課後本学

の教室を活用しひとり親家庭等の学習支援を続けている。

現在2名の小中学生に対し5名の学生が支援を行っている

（資料：Ⅰ21①）。

・引き続き、合志市地域の家族見守りサポーター養成講座

講師として、学科教員２名（古賀香代子教授・岩永靖教

授）が担当した（資料：Ⅰ21②）。

Ⅲ 【評価できる点】

①熊本県の「地域の学習教室」事業が継続実施できて

いること。

②KLC子どもサポーター制度や授業において、地域活動

ボランティアが実施できていること。

③アウトリーチセンターの設置が決定したこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①アウトリーチセンターの展開

Ⅲ

人文学部の育成する具体的な人間像

【評価できる点】

①心理臨床学科では、資格取得支援・キャリア支援の

スペースを新たに設置する検討が始まったこと。

②心理面接場面でのオスキールーブリック評価を複数

の科目で実施し、学生の成長を量的に把握しているこ

と。

【改善を要する点】

①２０２４年度指摘内容に同じ。

【課　題】

①　具体的方策にある、英語・ITビジネス等の資格取

得への支援、プラスワンの資格取得への支援につい

て、学科・専攻ごとでの検討を進めること。

【総合評価】

　心理臨床学科において資格取得希望調査を行い、学

生のニーズを随時把握しながら支援を行っていること

は評価できる。また支援体制強化を図るため、新たに

学生の勉強の場、キャリア支援の場を設置することが

決定したことも大いに評価したい。場の設置は相談体

制整備にも資するものと考える。着実な検討をお願い

したい。人文学科では、取得があらかじめ決められて

いる専攻もあるため、推奨されるプラスワンの資格の

有無について検討いただきたい。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

・ボランティアとしての地域活動は、学科再編、KLCサポー

ター制度により、全学的活動となっている。また、1年次選

択科目「熊本地域活動サービスラーニング」「熊本地域活

動サービスラーニング・サポート」での活動として集約し

たため、学科での対応の範囲は限られる。KLCサポーター制

度は参加者が増えている。また、ボランテイアや地域連携

を目指すアウトリーチセンターも設置され、学科としての

ボランティア活動をどう位置づけるのか、また活用方法を

見直すため、ボランティア活動として中心に使用していた

西研究室横のスペースを心理臨床学科の実習・キャリア支

援を目的として学科会議にて検討を開始した（資料：Ⅰ21

③）。

【総合評価】

　KLC子どもサポーター制度の運用が順調に進捗し、多

くの学生が地域ボランティア活動に参加していること

は評価できる。また、新たにアウトリーチセンターを

設置することが決定したことで、今後地域と連携した

活動の展開も期待したい。

根拠資料：

Ⅰ21①熊本県の「地域の学習教室」事業

Ⅰ21②合志市地域の家族見守りサポーター養成講座案内

Ⅰ21③2025年度第9回学科会議議事録、第10回学科会議議事

録

7 Ⅰ－２－２① 高度・広範な専門的・汎用的能力と実践的研究能力を備えた人材の

育成

・高度・広範な専門的能力と高度の汎用的能力、職業社会で活用可

能な実践的研究能力を備えた人材を育成する。

人文学研究科 １）アセスメントポリシーに沿った評価を実施中である。

新たな3つのポリシーに沿った教育実践を進めている。本学

の理念と教育目標について、学長による建学の精神および

大学の理念についての講義をオンラインにて全員が受講し

た。公認心理師としての実践力獲得を目指し、各教科で学

生への意識付けを行いながら指導を行った。

Ⅲ 【評価できる点】

①合理的配慮が必要な学生に対する支援を丁寧に議論

し実施できたこと。

②自校教育を全員に実施できたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①修了生アンケートを継続実施し、課題の抽出と改善

を図ること。

Ⅲ

２）教員全員が細やかな配慮を持って学生へ接する他、公

認心理師ワーキングで情報共有を行い、学生の心身の健康

の維持に努めた。

３）学生支援課障害サポート委員会との連携を強化し取り

組んだ。入学前より当該学生からのヒアリングや事前情報

収集、FDなどを実施し、合理的配慮による教育実践を行っ

てきた。1年目のカリキュラムは概ね実習・演習の規程時間

を確保できている。今後もディプロマ・ポリシーの達成目

標「障がい児・者への支援について心理学の視点を生かし

てアプローチすることができる。」に沿った学びの場とし

て、教職員・学生が共に協力していくことが求められる。

【総合評価】

　自校教育を全員に実施し、本学で学ぶ意義を伝える

ことができたことは評価できる。また、合理的配慮が

必要な学生への対応方法について丁寧に議論を重ね、

実施できたことも１人ひとりを大切にする本学ならで

はの取組として大いに評価したい。修了生アンケート

は該当人数が少ないため回答者数も数名となってお

り、継続実施しながら今後の課題や改善方法を検討し

ていただきたい。

（根拠資料）

Ⅰ22①－１2025年度大学院研究科学生便覧

Ⅰ22①－２修了生アンケート集計結果2025

Ⅰ22①－３　2025年度第1回大学院研究科委員会議事録

Ⅰ22①―４　2025年度第６回大学院研究科委員会議事録

Ⅰ22①―５　2025年度第７回大学院研究科委員会議事録

Ⅰ22①―６　2025年度第８回大学院研究科委員会議事録

Ⅰ22①―７　2025年度第10回大学院研究科委員会議事録

Ⅰ22①―８　2025年度第13回大学院研究科委員会議事録

Ⅰ22①―９　2025年度第14回大学院研究科委員会議事録

8 Ⅱ－１①　 教学マネジメントシステムの確立

・学長のリーダーシップの下に、教学マネジメント（大学が教育目

的を達成するために行う管理運営であり、大学の内部質保証の確立

に密接に関わる重要な営み）システムを確立する。

学長室会 1）教育課程及びその内容、方法の適切性に

係る定期的な点検・評価の実施とその結果を

踏まえた改善・向上に向けた取組

本計画の今後の進捗管理は、教育課程及びその内容、方法

の適切性に関する課題が中心となることから、2025年度よ

りとりまとめ部門を学長室会から、当該課題について所掌

している教務委員会に変更した。

Ⅲ 【評価できる点】

①カリキュラムマップ、ナンバリングの点検を実施で

きたこと。

②各種アンケートに基づき、各学科・専攻で課題と改

善策を検討できたこと。

Ⅲ

人文学研究科の育成する具体的な人間像

教育に関する目標

１）公認心理師大学院修了者および就職先ア

ンケート、アセスメントポリシーに沿った評

価による大学院の問題点抽出と改善の継続

２）学生の心身の健康に配慮した支援体制を

徹底する。

３）聴覚障害学生の入学に伴い、合理的配慮

を行いながらの講義、演習、実習を行う。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

① カリキュラム・マップ、ナンバリングの点検

2026年度の授業科目編成の検討にあたり、教務委員会と学

長室会においてカリキュラム・マップおよびナンバリング

の点検を行い、DPとの対応関係および学修段階の構成はい

ずれも適切であり、教育課程全体の体系性が維持されてい

ることを確認した。

② 大学レベルのアセスメントに基づく教育成果の点検・評

価

2024年度学生動向調査アンケート（学年別）、2025年度実

施　卒業生アンケート（2024年度3月卒業生）、2025年度実

施　雇用先アンケート（2024年度3月卒業生）の結果に基づ

き、学長室会及び各学科・専攻において、教育課程の編成

の点検・評価を行った。その結果、教育課程はおおむね適

切に編成・運用されており、各専攻・学科の教育目的や

ディプロマ・ポリシーに即して機能していると評価でき

た。

学生の授業外学修時間や協働的学びの不足、基礎的スキル

（語彙力・数理的思考・コミュニケーション力等）の向上

といった個別の課題については、学科・専攻レベルでの具

体的改善（事前・事後学修の充実、グループワークやディ

スカッションの活性化、学修成果の可視化とフィードバッ

クの強化等）を図っていく。

③ ＤＰ到達度と学修行動の関連の分析

2020 年度後期～2024 年度前期のＤＰ到達度と、2023 年度

の学修行動調査のデータを用いて、各学科専攻・入学年度

ごとに、DP到達度と授業態度、学修行動、学生生活におけ

る各活動時間との間の相関関係を検討した。分析結果に基

づく教育改善のための検討については、教学IRレポート第5

号で報告されている。学長室会では、DP到達度は学年に比

例した積み上げ式計算にするとよいことが指摘され、それ

らは今後改善していくことが確認された。

④ 2025年度末までにもう一度教育成果の点検・評価を実施

する予定である。

根拠資料

・定例教授会提案資料(2025.11.19）：２０２６年度授業科

目及び担当者について

・教学IRレポート第5号

9 Ⅱ－１②　 アセスメントの着実な実施と教学ＩＲ情報等の活用

・アセスメント・プランに即した各種アセスメントの実施とアセス

メント・データの分析・検証を行う。

・教学ＩＲ情報等を活用して、教育支援システムと生活支援システ

ムの改善に取り組む。

学務・入試セン

ター

①学生懇談会における成績不振者の周知及び

アドバイザーへの指導の依頼

②成績不振者へのアセスメントの実施

③アセスメント・プランに基づいて学修成果

を測定・可視化するとともに、それをもとに

教育成果を検証する

④新しいGPA制度の継続実施

⑤学修成果・教育成果をもとにシラバスやカ

リキュラムを点検する

⑥授業改善に係る評価の点検と改善方法につ

いて検討を行う

①例年の計画に基づき、前期は4月24日に、後期は10月9日

に学生支援懇談会がそれぞれ開催された。学生の出席状況

や修得単位数、GPAといった学業成績に関する指標のみなら

ず、心身の健康状態、日常生活の状況、合理的配慮事項に

ついても確認が行われた。懇談会の場で、より丁寧で相互

的な情報共有を行う必要性が指摘され、次年度に向けて学

生支援懇談会の実施方法を検討していくこととなった。

また、教育の質保証に関する規程に基づき、修得単位数

およびGPAが一定の基準に達していない成績不振者に対して

は、懇談会の実施に先立ち、対象学生の情報を担当アドバ

イザーへ速やかに共有し、面談の実施とアセスメントシー

トの提出を求めている。

Ⅲ 【評価できる点】

①各種アンケート結果に基づき、学長室会、各学科・

専攻において教育課程の点検・評価を実施したこと。

②ティーチング・ポートフォリオにおいて授業評価ア

ンケートを踏まえた改善について、各教員が改善につ

いて具体的に記載したこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①アセスメント・プランの項目を整理・検討するこ

と。

②学生支援懇談会の実施方法の検討をすること。

Ⅲ

・学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証とし

て機能するよう、卒業認定・学位授与の方針（ＤＰ）を具体的かつ

明確に設定する。

・授業科目・教育課程の編成に当たって、授業科目の過不足、各授

業科目の相互関係、履修順序等について検証を行う。

・学位プログラム共通の考え方、尺度（アセスメントプラン）に基

づき、大学教育の成果について点検・評価を行い、②から④の取組

を大学全体、学位プログラム、授業科目の各レベルで実施しつつ、

全体として整合性を確保できているかを検証する。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①教育成果の点検・評価の継続実施

【総合評価】

　授業科目編成にあたり、、カリキュラム・マップと

ナンバリングの点検が実施されたこと、また、アセス

メントに基づいて、学長室会、各学科・専攻において

教育課程の点検・評価が行われたことは評価できる。

その結果明らかになった課題については、各学科・専

攻での具体的な検討が必要であり、働きかけをお願い

したい。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

②アセスメントシートは、修学上の課題分析と今後の改善

指導における重要な基礎資料として、学生支援課および教

務課において情報を共有し、継続的な指導に繋げている。

特に、2年終了時に進級判定（2月20日予定）を控える2年次

生、および卒業必修科目である「特別研究」の着手基準が

設けられている3年次生、卒業を控える4年次生について

は、重点的な支援対象としている。基準未達の学生や、未

達が危惧される学生に対しては、アドバイザーと学生支援

課職員らが連携して面談を実施し、成績不振の背景にある

個別の理由を精査するなど、細微にわたる対応を講じてい

る。

【総合評価】

　学生懇談会において、学生の状況について全教員と

共有できたことは評価できるが、より丁寧で相互的な

情報共有の必要性が指摘されており、今後の工夫が求

められる。また、本計画の目標はアセスメント・プラ

ンの実施と教学IR情報等の活用であるが、アセスメン

ト・プランの項目が多く、それぞれの具体的な活用ま

で至っていないように思われる。既に実施されていな

いアセスメントもあるため、アセスメント内容を見直

し・整理をお願いしたい。

③学修成果の具体的な評価にあたっては、ディプロマ・ポ

リシーに対する到達度（DP到達度）を数値化し、学修評価

票として、学期開始時に学生本人にフィードバックしてい

る。学長室会では、DP到達度は学年に比例した積み上げ式

計算にするとよいことが指摘され、それらは今後改善して

いくこととなった。

2025年度は、2024年度中に実施したＤＰ到達度と学修行

動の関連についてのデータ分析結果に基づき、学長室会、

各学科専攻で分析結果に基づく教育改善のための検討を

行った。分析結果と各学科専攻での検討結果については、

教学IRレポート第5号として、学内外に公開されている。

④学修成果の客観的指標である「累積GPA」については、学

期末ごとに学科・専攻別および学年別の分布を集計し、

「学生支援懇談会」での共有を通じて多角的に分析される

とともに、大学公式ウェブサイトでも公表している。こう

したプロセスにより、各学科・専攻、学年の学修状況の把

握を行うとともに、「評価の適切性」を検証し、制度の改

善に向けた検討を行っている。

2025年度は、教員間での解釈の相違を解消すべく前年度

に策定した「成績評価ガイドラインについての申し合わ

せ」を適用し、評価の平準化を図った。2025年度前期の全

科目（受講者10名以上）を対象に、受講者に占めるGP3.0以

上の割合を調査した結果、全体の68％の科目がガイドライ

ンの指標である「30％」±15％の範囲内に収束していた。こ

の結果から、全学的にガイドラインに準拠して客観的かつ

厳格な成績評価が実施されていることが確認された。GP3.0

以上の割合がこの分布から大きく外れた科目担当者には、

次年度に向けて到達目標・評価方法・評価ポイントの妥当

性の再検討を依頼している。

⑤2024年度学生動向調査アンケート（学年別）、卒業生ア

ンケート（2024年度3月卒業生）、雇用先アンケート（2024

年度3月卒業生）の結果に基づき、学長室会及び各学科・専

攻において、教育課程の編成の点検・評価を行った。その

結果、教育課程はおおむね適切に編成・運用されており、

各専攻・学科の教育目的やディプロマ・ポリシーに即して

機能していると評価できた。

2026年度は学科再編後の最終年度となること、2028年

度に共通教育カリキュラムのリニューアルを計画している

ことから、次年度以降、カリキュラムの改変も含めた検討

を行う予定である。

⑥本年度もStudent Voice委員会からの意見に対し教務委員

会で検討の上、学生へ改善点について周知を行うほか、授

業改善が必要な点については、教授会、兼任講師懇談会

（2026.3.19）で情報共有を行う予定である。また、例年実

施している学期末の授業評価アンケートを受けた向上計画

の提出に加え、2025年度前期中にティーチング・ポート

フォリオの更新作業を行い「教育改善のための努力」とし

て、授業評価アンケートの結果を踏まえた改善について、

各教員が具体的な記載を行った。

根拠資料

・教学IRレポート第5号

・成績評価ガイドラインについての申し合わせ

・2025年度前期GP評価科目の成績分布について
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

10 Ⅱ－１③　 取組の着実な実施と社会に対する成果等の公表

・教育の質保証に必要な取組を着実に実施し、社会に対しわかりや

すく説明する。

学務・入試セン

ター
2020年度の計画に対して、PDCAサイクルによ

り点検を行い、その結果に関する教育情報の

公開を行う

学HPの情報公開に公表している。

■https://www.klc.ac.jp/about-

us/disclosure/college-school/

Ⅱ 【評価できる点】

①継続してアセスメントプランに基づき、結果を公表

できたこと。

Ⅲ

今年度、アセスメント・プランに基づいて実施されたアセ

スメントの集計結果や分析結果を整理検討し、そのデータ

を基に検討結果をIRレポートにまとめた。

・雇用先・卒業生アンケートの回収率を向上する方策を学

生支援課と連携して検討する必要があるが、実施できてい

ない。2026年度以降学生支援課と連携して検討していきた

い。

・アンケートの回答率向上に向けて、アンケート項目の精

査を行っていきたい。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①社会に対してより分かりやすい情報提供の継続検討

【総合評価】

　情報提供が必要な情報を大学ホームページに公表し

ている。また、教学IRレポートとしてもまとめてい

る。情報提供の仕方は社会に対して伝わりやすいよう

になっているか継続して検討が必要である。

11 Ⅱ－２①　 ３つの方針（卒業認定・学位授与（ＤＰ）、教育課程編成・実施

（ＣＰ）及び入学者受入れ（ＡＰ）の各方針）を通じた学修目標の

具体化

・学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証とし

て機能するよう、３つの方針を絶えず検証する。

学務・入試セン

ター

① シラバスチェック継続による教育課程点

検

② DP到達度の算出方法の改善

③入試データと教学IRデータの可視化・分析

　中間評価において、「（C）計画を達成するための具体的

方策・到達目標等」から「修学ポートフォリオ及びディプ

ロマ・サプリメントシステムを構築する」「DP到達度評価

やレポート等の修学記録を学生が振り返って自己評価でき

るポートフォリオを運用し、またそのポートフォリオの

データをもとに就職活動や卒業証明の補助資料（サプリメ

ント）を学生に提供する」との記載を削除した。これは、

本計画の目的が「学生の学修目標及び卒業生に最低限備

わっている能力の保証として機能するよう、３つの方針を

絶えず検証する」ことにあり、学生個人の学修成果の可視

化や個別支援を主目的とする取組ではないことを明確にす

るためである。

　なお、学生個人の学修成果の可視化や個別支援に関する

取組については、Ⅱ-2⑥教育・学習成果の可視化において

検討していく。

Ⅲ Ⅲ

①本年度も、学科長、専攻長、コース長、教務委員長が主

体となって、全開講科目を対象にシラバスチェックを実施

し、シラバスが 所定の様式・項目を満たしているか、到達

目標・評価方法・授業内容の記載状況、記載のばらつきや

不足項目の傾向を点検した。

②DP到達度の算出方法について、学長室会において「DP到

達度は在学期間を通じた学修成果の積み上げとして把握し

ていくことが望ましい」との方針が示された。DP到達度の

算出に当たっては、カリキュラム・マップにおける各科目

の位置付けやDPとの対応関係の妥当性を改めて検討する必

要があることから、2026年度の学科改編完成年度を見据え

つつ、カリキュラム・マップの点検・見直しと併せて、DP

到達度算出方法の具体化に向けた検討を進める。

③IR情報委員会・入試委員会で実施した分析によると、

2024年度新規実施の総合型選抜入学者の1年次のGPA平均が

やや低かったことが判明している。2025年度の成績評価が

完了した時点において、IR情報委員会に入試区分別のGPA平

均の年次変化の分析を依頼する。

12 Ⅱ－２②　 ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の充実

・ＦＤを組織的かつ多面的に実施し、教員の資質・能力向上及び教

員組織の改善・向上につなげる（人文学研究科を含む）。

人文学科

心理臨床学科

① 授業参観を前期（6/2～6/30）・後期（12/2〜12/6）で

実施した。今年度より、期間を延長し、前期後期とも1ヶ月

間で実施。前期は専任教員19人が授業を提供し、のべ45人

の教職員が参観。後期は専任教員19名が授業を提供し、の

べ38名の教職員が参観。共に学びあう機会となった。

（参考資料：授業参観報告書）

Ⅲ 【評価できる点】

①ティーチング・ポートフォリオの更新ができたこ

と。

②学生FDの開催が検討されたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①授業改善につながるFD研修会の実施

Ⅲ

② Webによる授業評価アンケートを実施し、Web上で改善計

画を入力した。授業評価におけるコメントについても、各

教員にフィードバックし、次年度以降の授業改善の参考に

するよう促している。シラバスに授業評価のページへのリ

ンクを貼り、前年度の改善計画の確認を行いやすくしてい

る。

また、自由記述欄の学生意見で特に留意すべきものをピッ

クアップし、学長室会、教授会、兼任講師懇談会において

情報共有し、改善度向上を促した。

（参考資料：授業評価アンケート結果）

【総合評価】

　ティーチング・ポートフォリオを教員全員が更新で

きたことは評価できる。ポートフォリオの項目や内容

を継続検討していただき、その意義や役割を教員で共

通理解することが必要であると思われるため、引き続

き検討をお願いしたい。また、学生が主体的に大学の

教育に関わる貴重な機会となる学生FDが開催される予

定であることも評価したい。そこでの議論内容を次年

度にもつなげていただきたい。

教育改革の具体策と実現・実行

①授業参観ウィークの継続と検証

②Web管理された授業評価アンケートをもと

に改善計画実施及び改善度の把握と検証

③学内ニーズを反映したFD研修の実施と検証

学生FD研修の実施と検証

④ティーチング・ポートフォリオの活用改善

に向けた取組

⑤大学院のFD活動の実施と検証

授業評価アンケートをもとに授業改善に向け

た方策の実施と検証

【評価できる点】

①DP到達度算出方法についての検討がはじまったこ

と。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①教学IRデータの活用を検討すること。

【総合評価】

　学長室会において、「DP到達度は在学期間を通じた

学修成果の積み上げとして把握していくことが望まし

い」という方針が出されたことから、DP到達度の算出

方法について検討の具体化が始まったことは評価でき

る。４年間を通してどのような学修成果があったのか

を可視化しやすい方法をご検討いただきたい。また、

今後は得られた教学ＩＲデータをどのように活用して

いくのか、学科・専攻での議論も必要かと思われる。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

③ FD・SD実施に関する基本方針を策定した策定した

2025年度FD・SD研修会を実施（予定も含む）

１．「2025入学者選抜の振り返りについて」(入試委員会と

共催)4/17

２．「科研費セミナー」（研究推進委員会と共催）6/19

33名

３．「キリスト教特別講演会」」（宗教委員会と共催）8/5

40名

４．「障がいのある学生の修学支援に関する研修会」

（障がい学生サポート委員会と共催）9/4　55名（オンデマ

ンド含む）

５．「共通教育研修会」

（教務委員会と共催）9/20　　41名（オンデマンド含む）

６.「大学間連携DX推進のための研修会・IR促進のための研

修会（熊本保健科学大学と合同開催）」

　　（IR情報委員会と共催）9/18　8名

７．「ハラスメント研修」（ハラスメント委員会と共催）

10/30　全員出席（オンデマンド含む）

８．「キリスト教講座」（宗教委員会と共催）2/19予定

９．「共通教育研修」（教務委員会と共催）2/20予定

１０．「データサイエンス教育研修会（熊本保健科学大学

との共同開催）」（ICT教育部会と共催）3月予定

　　今年度途中より、参加者の把握を開始。

（参考資料：各研修会参加者名簿）

　　学生FDについてはテーマを定めて実施予定

④ティーチング・ポートフォリオは、今年度更新を実施。

今後書式の内容や記載方法等について見直しを行い、年度

ごとに更新が必要な内容を明示し、次年度初めに更新を依

頼する予定である。

⑤大学院FD活動については、2/17に外部講師による「合理

的配慮が必要な学生の公認心理師実習運営（学内・学

外）」の研修を実施予定である。

13 Ⅱ－２③　 授業科目・教育課程の再編成

・明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支え

る構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を編成する。

・授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件

について、定期的に検証を行う。

・単位の実質化の観点から、取得可能な免許・資格の見直し、授業

科目の精選・統合、開講時期の調整等を通じてカリキュラムの改善

を図る。

・共通教育科目を見直し、地元熊本の地域社会とのつながりを重視

した体験型科目（仮称：くまもと学）等の新設や学位プログラムを

構築する。

学務・入試セン

ター

① 新たな教育組織・教育課程・教育体制の

円滑な運用と体系的アセスメントによる学修

成果・教育成果測定

② 副専攻プログラム及び数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム（リテラシーレベ

ル）」の検証と運用改善

③ 旧教育体制の4年次生への教育の十全な保

証

①学科再編から3年目となる本年度も、アドバイザー及び学

生支援課等と連携し、学生の希望や履修状況に応じた履修

指導を行った。あわせて、学修評価票やGPA等を用いた体系

的なアセスメントを実施し、学生の学修成果及び教育成果

の測定を行った。

　一方で、学修評価票に示されるDP到達度の意味につい

て、学生の理解が十分でないことが明らかとなった。この

ため、DP到達度の定義や算出方法を具体例とともに示した

説明資料を作成し、Active Academyに掲載した。次年度も

引き続きDP到達度に関する説明を行い、学生の理解促進を

図る。

Ⅲ 【評価できる点】

①次年度副専攻プログラムの説明をオンデマンドと

し、適宜学生が閲覧できるようにしたこと。

②不開講科目を検討の結果、開講し、教育の保証を

図ったこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①副専攻プログラのオンデマンド説明の効果検証

②共通教育科目、専門科目の見直し

Ⅲ

② 副専攻プログラムは2年次に申請する制度であるが、現

状では多くの副専攻において受入定員を下回る履修状況と

なっている。副専攻の説明は新入生オリエンテーションで

実施しているものの、この時点では学生が自身の履修計画

を十分に具体化できておらず、関心が高まりにくい状況に

あると考えられる。このため、次年度は各副専攻の説明を

オンデマンド形式で提供し、学生が必要な時期にいつでも

内容を確認できる環境を整備することで、副専攻履修者数

の増加を図る。

【総合評価】

　副専攻プログラムが継続実施され、定員を下回る結

果ではあるが履修者がいる状況であることは評価でき

る。次年度は学生にとって負担がなく、随時内容を確

認できるようMoodleを活用したことも評価したい。次

年度の状況を把握し、効果をみながら継続検討をして

いただきたい。また、４年生（旧カリキュラム）への

教育保証として、不開講であった科目を開講できたこ

とも評価する。共通教育科目、専門科目の見直し時期

となっていることから学科・専攻と協働して取組を進

める必要がある。

　「数理・データサイエンス・AI教育プログラム（リテラ

シーレベル）」については、本プログラム開始2 年目に当

たる2024 年度末に自己点検を行い、その結果を2025年5月

に「九州ルーテル学院大学データサイエンス·AI ユーザー

プログラム自己点検・評価報告書」として大学H Pに公開し

た。2023年度に引き続き履修者数がない専攻も見られた

が、全体的な履修者数としては増加し、順調に実施するこ

とができた。また修了生を輩出していないため、本プログ

ラムの教育効果についても明らかになっていないことは継

続課題である。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

③ 旧教育体制に属する4年次生から資格取得を目的とした

科目開講の要望があり、不開講となっていた科目について

一定の基準に基づき審議した結果、2科目を開講するなど、

学生の不利益に配慮した柔軟な対応を行った。

根拠資料

・DP達成度に関して_定義と計算例20250918

・九州ルーテル学院大学データサイエンス·AI ユーザー

プログラム自己点検・評価報告書（2024年度）

14 Ⅱ－２④　 学務・入試セン

ター

Ⅱ Ⅱ

15 Ⅱ－２⑤　 学務・入試セン

ター

①入学前教育の実施

（Moodleの活用）

②卒業生対象のリカレント教育の継続

①入学前教育の実施

本年度の入学前教育（プレ・カレッジ）については、昨年

度同様、全体会では代表学生による先輩メッセージを紹介

し、分科会では在学生がプレゼンテーションや交流企画、

教員紹介を行うなど、各学科・専攻の特色を生かした内容

で実施した。参加した学生スタッフも積極的に運営に関わ

り、終始、温かく和やかな雰囲気の中で進められた。なお

学長裁量経費を活用して、学生スタッフの充実も図った。

実施後のアンケートでは、入学する学科・専攻の内容及び

入学前学習のあり方についてよく理解できたという意見

や、大学での生活がイメージできたという意見が数多く見

受けられ、入学内定者の不安解消にもつながっている。

Ⅲ
【評価できる点】

①学長裁量費を活用し、プレ・カレに参加する在学生

の人数の充実を図ったこと。

②ルーテルリカレント講座を対象を拡大して開催でき

たこと。

【改善を要する点】

①一般入試入学者への入学前教育について管理台帳で

は不明瞭であること。

【課　題】

①プレ・カレの内容について継続した検討をするこ

と。

本年度も例年通り、入学後の学修に繋がるよう、本学が導

入している学習支援システムMoodleを各学科・専攻ともに

活用し、そこに入学前教育としての課題を設定した。入学

までの間（３月まで）Moodleを通じ、各学科・専攻の教員

が指導を行っている。また、Moodleのサポートについて

は、教務課と連携して実施している。

②卒業生対象のリカレント教育の継続

　卒業生に対するリカレント教育については、今年度も

ルーテルリカレント講座として年間５回の公開講座を開催

した。各専攻から講演者を選定し、平日夜に対面とオンラ

インを併用した講座を行った。これとは別に保育・幼児教

育専攻は、前年度（２０２４年度）卒業生を対象としたリ

カレント講座が実施された。

授業を通した資質・能力の育成と授業方法の工夫（情報環境の整備

を含む。）

・密度の濃いアクティブラーニングを推進するため、課題解決型学

修、ディスカッション、プレゼンテーション等を取り込んだ授業を

拡充する。

・学生の問題解決能力を向上させるために、その能力を支える数量

的スキル、情報リテラシー、論理的思考力を培う授業を展開する。

・学内Wi-Fi等情報環境を整備し、KLC Moodleを活用し東京のルーテ

ル学院大学の講義のオンデマンドでの受講、オープンソースの活

用、ＩＣＴを活用した授業、Webポータルシステムの活用等の授業方

法を開発する。

【総合評価】

　卒業生に対するリカレント教育は各学科・専攻でも

開催されていることもあり、ルーテルリカレント講座

を卒業生だけでなく、地域住民にも拡大して実施でき

たことは、差別化を図る意味でも評価できる。入学前

教育としてのプレ・カレでは、在学生が多く参加でき

るよう学長裁量費を活用することもできた。入学前の

不安感を解消する重要な機会であるため、不安の解消

がなされなかった合格者の要因を検討し、今後の課題

としていただきたい

Ⅲ入学前・卒業後のサポート体制の充実

・プレカレッジ、入学前の課題等を通じて、入学予定者に対する学

修支援を充実させる。また、入学予定者に対して入学後の学修等に

ついて周知する。

・卒業生に対する生涯学習・リカレント教育を展開する。

【評価できる点】

①AI活用ミニ研修会を定期的に開催できたこと。

②AI活用に関する方針策定について議論が開始された

こと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①AI活用に関する方針について詳細な検討

【総合評価】

　本計画の具体的方策として、「ICT・DX・AIを活用し

た授業の実践を促す教員向け研修の実施」が新たに加

わり、それに基づき今年度はAI活用ミニ研修が定期的

に開催された。AIを既に活用している教員からの活用

法を短時間で紹介する内容が主であり、活用したこと

のない教員にとっても理解しやすい内容であったと評

価する。AIの使用方針については、学生のAI活用状況

に基いて検討していく必要がある。

①ICT・DX・AIを活用した授業の実践を促す

教員向け研修の開催

②教育・学習過程におけるAI（人工知能）技

術の使用に関する方針」の点検 

①2025年度後期より、教授会終了後にAI活用ミニ研修会を

実施し、参加できなかった場合もMoodleで視聴できるよう

にした。

②AI活用に係る方針策定については、IR・情報委員会を主

軸に検討を行い2026年度から実施できるよう会議体に諮り

準備中である。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

16 Ⅱ－２⑥　 教育・学習成果の可視化

・修学ポートフォリオ等を通じて、学生が自らの学習成果を自覚

し、エビデンスとともに説明できるようにするとともに、ＤＰの見

直しを含む教育改善につなげるため、複数の情報を集約して学習成

果・教育成果を把握・可視化する

学務・入試セン

ター

① 学修ポートフォリオを通じた学修成果の

可視化の充実

② 教学I Rデータによる学生の学修成果の把

握

③ ディプロマ・サプリメントの改善に向け

た検討

①

・ 2023年度よりActive Academyを活用した学修ポートフォ

リオの運用を開始し、本年度で3年目を迎えた。学期開始時

の学修目標記入と教員との面談を通じた振り返りの仕組み

は、各学年において一定程度定着しており、学生の学修過

程や成果が継続的に可視化されている。一方で、一部の学

生に未記載が見られることから、記入率の向上が今後の課

題である。

Ⅱ 【評価できる点】

①学修評価票をPDF化し、随時確認できるようになった

こと。

②ディプロマ・サプリメントについて検討が進み始め

たこと。

【改善を要する点】

①２０２４年度継続課題

【課　題】

①学修評価票を教員・学生が十分活用できていないこ

と。

②ディプロマ・サプリメントのシステム化についての

更なる検討。

Ⅲ

・紙媒体で運用してきた「学修評価票」については、2025

年度から全学生分をPDF化し、学年・学科・専攻ごとに教職

員が閲覧できるようにした。これにより、教員が学生のDP

達成状況を随時確認できる環境が整備された。

・学修成果の可視化の仕組みは整備されてきたものの、DP

到達度や学修評価票の意味や位置付けについては、学生お

よび教職員の理解が十分とは言えず、活用が限定的である

状況が見られた。このため、本年度はDP到達度の定義や算

出方法を具体例とともに示した説明資料を作成し、Active

Academyに掲載した。今後も引き続き、学修評価票の見方・

活用方法に関する説明を行い、理解促進を図る。

②

・2020年度後期から2024年度前期までのDP到達度データお

よび2023年度に実施した学修行動調査のデータを用い、各

学科・専攻および入学年度別に、DP到達度と授業態度、学

修行動、学生生活における活動時間との関係について分析

を行った。これにより、教学IRデータに基づき、学生の学

修成果の状況を多面的に把握した。分析結果および教育改

善に向けた検討内容については、教学IRレポート第5号にま

とめて報告した。

・2023年度入学者を対象に、各学科・専攻における専門科

目および共通科目のDP到達度を算出した結果、いずれの学

科・専攻においても、2023年度末（1年次末）および2024年

度末（2年次末）の両時点で、全てのDP到達度が3.0を上

回っていること（Range：0～4）を確認した。これにより、

当該学年において教育課程が概ね適切に運用されているこ

とを把握した。

・DP到達度と学修行動調査との相関分析から、欠席や遅刻

の多い学生ほどDP到達度が低い傾向にあること、また、担

当教員に対して親近感や親しみを感じている学生は、専門

知識の活用能力、教養、問題解決力等に関するDP到達度が

高い傾向にあることが明らかとなった。これらの結果によ

り、学生の学修成果と学修行動・学修環境との関連を把握

することができた。

③

 ・ディプロマ・サプリメントについては、将来的に学修

ポートフォリオと統合し、共愛学園前橋国際大学の「共愛

キャリアゲート（KCG）」のように、学修成果をWeb上で提

示できるシステムによる運用を目指している。本年度は、

教学マネジメントの観点から、学内総合管理システム

（CMS）に求められる機能を明確にするため、教職員を対象

としたアンケート調査を実施した。その結果を踏まえ、ICT

教育部会およびIR情報委員会において、システム化に向け

た本格的な検討に着手した。

根拠資料

・DP達成度に関して_定義と計算例20250918

・教学I Rレポート第5号

・学内管理システムに関するアンケート（教職員）結果報

告

・教学マネジメント＆学内管理システム（第4回学長室会

資料1）

【総合評価】

　学修評価票の運用が定着化し、学期開始後との面談

のなかでの振り返りや目標設定に活用できていること

は評価できる。また学修評価票をPDF化し、教員が随時

学生のDP到達度を確認できるようになったことは、学

修成果の可視化を充実させることになっている。学生

の中には目標や振り返りが未記入のものもおり、その

意味や意義、活用方法が徹底されていないことも背景

にあるのではないかと思われる。システムの検討も進

められていることから学生だけでなく、外部からも教

育・学習成果の可視化し、就職活動時等に活用できる

ような仕組みづくりを期待したい。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

17 Ⅱ－２⑦　 成績評価の信頼性の確保

・学習成果・教育成果に関する情報を自発的・積極的に公表するた

め、成績評価の信頼性を確保する 。

学務・入試セン

ター

① 「成績評価ガイドラインについての申し

合わせ」に沿った成績評価状況の把握

② 「成績評価ガイドラインについての申し

合わせ」の周知

③ 成績評価ガイドラインの見直し

①

・2025年度から、2024年度に作成した「成績評価ガイドラ

インに関する申し合わせ」に基づき、成績評価を実施して

いる。

・本申し合わせでは、GP3.0（80点）以上の学生が厳密に3

割となるよう成績評定を行うのではなく、「概ね30％程

度」となるよう、各科目において到達目標、成績評価方

法、評価のポイントを設定することとしている。また、成

績分布に著しい偏りが生じた場合には、次年度に向けて科

目担当者が到達目標や評価方法等の妥当性を検証すること

としている。あわせて、「秀（90点以上）」については、

授業内容を超えて主体的に学修したことが認められる卓越

した水準と定義している。

Ⅲ 【評価できる点】

①成績評価ガイドラインの実施状況把握を行ったこ

と。

②成績評価ガイドラインに沿っていない科目担当に

フィードバックを行ったこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①成績評価ガイドラインの継続的な見直し

Ⅲ

・2025年度前期の受講者10名以上の全GP科目を対象に、受

講者に占めるGP3.0以上の割合を調査した結果、全体の68％

の科目が、ガイドラインの指標である「30％±15％」の範

囲内に収まっていることが確認された。このことから、全

学的にガイドラインに沿った客観的かつ適切な成績評価が

概ね実施されていると判断した。一方、当該範囲から大き

く外れた科目については、次年度に向けて到達目標や評価

方法等の再検討を依頼している。

・2025年度後期の成績評価についても同様の調査を実施す

るとともに、GP3.0以上の割合が大きく偏る科目について

は、単年度の結果にとどまらず、数年単位で推移を確認し

ながら成績評価の適切性を検討していく予定である。

【総合評価】

　成績評価ガイドラインの実施状況を調査し、全体の

状況把握が行えたことは評価できる。また、ガイドラ

インに沿っていない科目担当にフィードバックを行

い、次年度に向けた取組を促したことも意識向上に資

するものであり、評価できる。ガイドラインの見直し

については他大学の情報収集等も行いながら、継続検

討をしていただきたい。

②

・2025年度のStudent Voice委員会によるアンケートにおい

て、「成績評価に関する制度について、教員によって説明

が異なっている」との意見が寄せられ、「成績評価ガイド

ラインに関する申し合わせ」の内容が一部の教員に十分に

理解されていない可能性が示唆された。

・このため、2026年3月の教授会および兼任講師懇談会

（2026年3月19日）において、申し合わせの内容について改

めて周知を行う予定である。

③

・2025年度は、「成績評価ガイドラインに関する申し合わ

せ」に基づく成績評価を初めて実施する年度であったた

め、当該年度においては成績評価ガイドライン自体の見直

しは行わなかった。

・現在の成績評価は、絶対評価と相対評価の要素を併せ持

つ方法となっている。この評価方法は他大学においても一

般的に用いられている一方で、到達目標や評価方法を順次

見直していく運用は、学生の学修到達度を経年的に比較す

るという観点では課題がある。今後は、成績評価において

何を最も重視するのかについて学内で議論を行い、共通理

解を形成した上で、成績評価ガイドライン自体の見直しを

進めていく必要がある。

根拠資料

・成績評価ガイドラインについての申し合わせ

・2025年度前期GP評価科目の成績分布について
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

18 Ⅱ－３－１①　 共通教育科目の見直し・検証

・教務委員会に共通教育WGや実施部会を設置し、自然科学系科目、

人権教育・主権者教育等の科目の開設等の共通教育の不断の見直

し、検証を行う。

学務・入試セン

ター

・本学の学生であれば必ず学ぶべき必修コア

共通教育科目の検討

・地域に貢献できる人材の育成を目指した地

域での体験学修型科目の新規開講

・異文化圏体験学修の実施体制の検討

・2024年度に学長から示された「今後の共通教育科目の抜

本的な見直しの方針」を踏まえ、共通教育カリキュラムの

検討を行った。2025年9月18日に「本学の共通教育を理解す

る（新たな共通教育に向けて）」と題するF D・S D研修会

を実施し、教職員に対し新DP・C P及び新設科目についての

意見聴取を行った。今後共通教育カリキュラム2028年度再

編に向けて準備を進めていく。

・地域での体験学習型科目の新規開講を共通教育カリキュ

ラムの検討の中で行い、2028年度再編の際に開講できるよ

う進めている。2025年7月に日本文理大学、2026年1月に神

Ⅱ 【評価できる点】

①FD・SD研修会のなかで共通教育に関する検討ができ

たこと。

②他大学の取組について情報収集ができたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①共通教育カリキュラム再編の具体的内容を検討する

こと。

Ⅱ

・異文化体験については組織改編に伴い、まずは2026年度

実施分をどのように行うのか、グローバルセンターと検討

した。今後はプログラムの再編を含め検討を行っていく。

・熊本大学との単位互換制度について、2024年度受講者に

ヒアリングを行い、教務委員会において報告された。

【総合評価】

　共通教育検討WGにおいて、共通教育科目の方針を検

討し、FD・SD研修会において教職員で議論、検討がで

きたことは本学の共通教育の方向性を全体で理解する

機会となった。また、地域での体験学修型科目の内容

や方法について、担当者が他大学の状況を情報収集す

ることができたことも評価できる。今後はそれらを基

により具体的な内容を検討する時期となるが、教員全

体が共通理解をもつような機会を継続してもっていた

だきたい。

根拠資料

・共通教育改革2025（研修会資料）

・2025年度「共通教育研修会」報告書

19 Ⅱ－３－１②　 他大学等と連携した共通教育科目の充実（単位互換制度の創設を含

む。）

・熊本大学教育統括管理運営機構附属数理科学総合教育センター等

と連携して、統計学等の数理・データサイエンスに関する科目を拡

充する。また、統計学等の数理・データサイエンスに関する科目の

オンライン授業の開設について検討を行う。

・ルーテル学院大学等との連携の下で、単位互換制度の創設につい

て検討する。

学務・入試セン

ター

単位互換制度を活用した共通教育科目の充実

案の検討

・熊大との単位互換検証インタビューを本学から熊大へ履

修にいった学生6名に実施した。授業内容については、どの

学生も満足していた。本学での履修科目と熊大の科目が隣

接していると移動時間を考慮すると周りの学生に薦めにく

いこともあった。

・本年度、本学から熊本大学に対し8科目の科目提供を行っ

たが1名の受講希望であった。また、熊本大学からは７科目

の提供を受け1名の学生が受講している。

・ルーテル学院大学への科目の提供は2021年度から行って

いるが、提供していた「環境学」（旧カリキュラム）が今

年度で終了すること、ルーテル学院大学が2025年度から学

生募集を停止したことを受け、今年度で終結した。

Ⅱ 【評価できる点】

①単位互換制度利用学生に対する検証インタビューを

実施したこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①学生にとって受講しやすい設定内容の検討

【総合評価】

　熊本大学との単位互換制度が継続し、少人数ながら

履修する学生がいることは評価できる。近隣大学では

あるものの移動時間があることから時間割の設定で受

講しにくいことがインタビューからもわかっており、

受講しやすい方法を継続検討していただきたい。

Ⅱ

20 Ⅱ － ３ － ２

（１）①

英語のルーテルブランドの確立

・少人数教育による細やかな指導と教学ＩＲを生かした教育改善に

基づき、実践的４技能（読む・聞く・　書く・話す）の英語力を強

化する。

人文学科CE専攻 １） 様々なデータ（前期・後期末に実施す

るプレースメントテスト、授業での成績、

TOEIC L&Rスコアなど）を用いて、学生のプ

レースメントを検討する。新入生向けのプ

レースメントテストを再評価し、4つの言語

スキルに適したツールを検討する。また、学

生に能動的な学習機会をより多く提供するた

めに、体験学習の手法を授業カリキュラムに

取り入れる方法をさらに検討する。

1) 今年は新入生を対象に、前期・後期のオリエンテーショ

ン期間中に2回、プレースメントテストを実施しました。後

期のテスト結果では、クラスレベルのプレースメントは前

期のプレースメントと一致していることが示されました。

両学期のオリエンテーション期間中に学生に効率的に実施

できる、適切な標準化された英語スキルテストを現在も模

索中です。

TOEIC IP Bridgeは2回実施し、学生の学習成果の進捗状況

を追跡しました。

Ⅲ 【評価できる点】

①独自のプレイスメントテストを継続的に実施できて

いること

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①サマーキャンプ実施にあたっての課題の検討。

2）イングリッシュランチやイングリッシュ

サマーキャンプなど、学生が自然で実践的な

英語コミュニケーションに参加できる機会を

創出する。

　イングリッシュランチは週2回実施され、1回あたり平均4

名の学生が参加しました。また、イングリッシュサマー

キャンプには35名の学生が参加しました。英語による講

義、アクティビティ、ゲームに加え、リラックスした環境

で学生が英語を使う機会を豊富に提供しました。

【総合評価】

　学生の学習成果を測るため、プレイスメントテス

ト、TOEIC　IP　Bridgeを実施し、学習状況の把握をし

ていることは評価できる。また、イングリッシュラン

チ、イングリッシュサマーキャンプを実施するなど、

課外活動のなかで、学生の英語力を高める機会を提供

したことも大いに評価したい。今年度のサマーキャン

プ実施にあたっての課題を検討し、次年度実施にも取

り組んでいただきたい。

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用（共通教育）

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用　専門教育（人文学科）

Ⅲ
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

21 Ⅱ － ３ － ２

（１）②

異文化理解とグローバルな視野及び人間力を有する人材の育成

・実践的英語力の強化による英語の教員免許状、文系の学びを生か

したＩＴ、秘書学等の資格取得を支援するとともに、自ら考え、行

動する力と環境の変化に対応できるゼネラリストを育成する。

人文学科CE専攻 1) 英語科目に加え、CE専攻で重視されてい

る学術内容をさらに充実させる方法につい

て、引き続き議論します。

2) 一部のビジネス科目を英語で教える資格

も有する、専任のビジネス教員のポジション

の必要性について検討を開始します。

1) ビジネスコースに関する学生のニーズを最も効果的に満

たす方法について、現在も議論が続いています。

2) CA（客室乗務員）やグランドスタッフの求人人気と、

KLC入学希望者のグローバルビジネスへの関心の高さを考慮

し、これらの関心を促進し、満たすための方法を検討して

います。

Ⅱ

【評価できる点】

①ビジネスコース、グローバルビジネスについて継続

検討されていること。

【改善を要する点】

①検討内容が管理台帳からは不明瞭であること。

【課　題】

①２０２４年度の継続課題

【総合評価】

ビジネスコース、グローバルビジネスについて継続

した検討がされていることは評価できる。英語免許の

取得とビジネスはCE専攻の柱であるため、専攻の将来

構想も含めてご検討いただきたい。

Ⅱ

保育・幼児教育プラスワンの専門的知識を持つ保育者の育成

・多文化保育のニーズという観点から英語４技能に優れた保育士・

幼稚園教諭を育成する。

・保育の環境整備や子育て支援の重要性に対する深い理解を持った

保育士・幼稚園教諭を育成する。

人文学科こども

専攻保育コース

①こどもフェスティバル、子育て支援サーク

ルくれよんの活動を年に６回以上実施し、そ

の成果を報告する。

②多文化保育の基礎知識を保育原理等の授業

で４コマ以上講義するとともに外部講師の特

別授業を企画する。英語検定受験者へ費用の

補助を行い、受験者数を２０２３年度より多

く確保する。

③保育海外研修の第1回研修を踏まえ、第２

回を実施する。

①こどもフェスティバルでは、はじめて8月に実施した。準

備期間も十分ではなかったが、3年生が中心となり、1〜2年

生（それぞれの出し物）、4年生（当日の手伝い）が協力し

て素晴らしいオペレッタなどを実施できた。特に広報で

は、SNSを使ったり、DMへは学生が丁寧に対応したりと、学

生主体の取り組みが特徴的であった。参加者もこれまで以

上に多く200名を超える来場者であった。また、子育て支援

サークルくれよんの活動を、保育・幼児教育専攻学生が中

心になり実施した。地域のボランティア活動への参加、熊

本市パレアイベントへの参画、学園祭など6回を超える成果

があり、地域社会への貢献度が高まった。

【評価できる点】

①こどもフェスティバルを8月に実施し、広報に精力的

に取り組み学外からも多くの参加者があったこと。

②保育フィンランド研修を継続して実施できたこと。

【改善を要する点】

①保育英検受検についての検討内容が記載されていな

いこと。

【課　題】

①保育海外研修の内容について継続検討すること。

②保育原理、幼児教育方法等の授業において、多文化保育

の現状と課題について4コマ以上の講義を行った。外部講師

による学外研修の案内を行った。また、幼保英検について

は、学内で年に2度実施している検定のうち1回目に2名、個

人の受検枠で1名が受検をした。2回目の検定では3名が受検

をした。本年度も引き続き、受検料の補助（各2,000円）を

行っている。

【総合評価】

　こどもフェスティバルを8月に開催し、学生が主体と

なって広報に取り組んだ結果、例年より多くの外部参

加者があったことは評価できる。保育英検については

HPで広報している内容でもあり、例年少人数ではある

が、実施をする必要があると思われる。できるだけ多

くの受検者があるように引き続き、学生に周知・広報

をお願いしたい。

③第2回保育・幼児教育専攻フィンランド海外研修を10月2

日～10月8日に実施した。参加者は8名（うち引率1名）で、

ヘルシンキ大学の訪問（交流）、保育所視察、食育やアー

ト体験など多様なプログラムを開催した。

23 Ⅱ－３－２

（２）②

保育・幼児教育プラスワンの技術と実践力のある保育者の育成

・保育現場と協働した体験学修やボランティア活動、研修・研究の

機会を増やすことで、保育実践力のある保育士・幼稚園教諭を育成

する。

人文学科こども

専攻保育コース

継続実施・検証 ①附属保育園でのボランティア活動に定期的に学生の授業

空き時間を利用して2年生7名、3年生2名が参加している。

参加時間等は学生によって異なる。また、2年生を中心に附

属園の運動会ボランティアにも12名が参加して保育施設の

行事について学ぶ機会を提供している。

Ⅱ 【評価できる点】

①学生が附属園及び併設幼稚園でのボランティアに参

加できていること。

②保育ソーシャルワーク研究所主催の研修会に学生が

参加できたこと。

Ⅱ

②フィンランド海外研修を10月2日～10月8日に実施した。

参加者は8名（うち引率教員1名）で、ヘルシンキ大学や保

育施設を訪問し、子どもや学生だけでなく、大学教員や現

地保育者と交流する貴重な機会を得た。フィンランドの保

育・幼児教育、また、文化についても触れられるプログラ

ムとなり、研修終了後のアンケート調査では100％の学生か

ら参加してよかったと回答を得ている（根拠資料：アン

ケート調査）。

③保育ソーシャルワーク研究所主催オンライン研修開催

（毎月1回開催）は保育現場が受講できやすい日時（13時30

分から14時15分）を設定するようにしている。保育ソー

シャルワーク論を受講した学生及び永野ゼミ（卒業研究10

名、特別研究8名）が研修に参加した。2024年度の課題を踏

まえて、卒業研究、特別研究の時間に視聴するようにし

た。（根拠資料：アンケート調査）

22 Ⅱ－３－２

（２）①

Ⅲ

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①２０２４年度継続課題

【総合評価】

　附属保育園及び併設幼稚園でのボランティア、保育

ソーシャルワーク研究所主催の研修会に学生が参加で

きており、学外での学びの幅が広がっていることは評

価できる。参加学生がゼミ生に限られているため、今

後は幅広く参加できるようにご検討いただきたい。

Ⅲ
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

地域に根ざし、地域の人々と協働できる小学校教員の育成

・学生による地域貢献活動等を設定し、地域の課題を理解した上

で、その解決に貢献できる人材を育成する。

・熊本県を中心とした郷土の素材を活用し、美術館・博物館等での

フィールドワークの機会を生かした郷土教育を充実させる。

人文学科こども

専攻児童教育

コース

・前年度評価を踏まえてフィールドワークを

継続実施する。

・郷土の素材・教材を活用した活動を推進す

るとともに、それらの取組を発信する

　郷土の素材・教材の活用や公共施設と連携してフィール

ドワークを展開し、大学HP等において取組を発信すること

ができた内容は次のとおりである。

　「図画工作」では12月16日に芦北町立星野富弘美術館の

学芸員、1月26日に熊本市現代美術館の学芸員を招聘し、1

年生49名が地元の作家による美術品の鑑賞や郷土の教材を

活用した取り組みについて学んだ。

【評価できる点】

①フィールドワークの継続実施ができていること。

②熊本市中央区古町地区において産学官連携の取組が

実施できたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

特になし

Ⅲ

　「特別研究」で3年生8名が、8月20日に「ロジ・ラボ」の

取り組みに向けた活動として熊本市の古町を巡った。10月

18日には古町地区にて3,4年生16名が駐車場などを活用して

子どもの遊び場を創出するイベントを産学官連携のもと実

施した。また、「特別研究」で3年生8名が、12月8日に、熊

本市が行っている学校への登校が難しい児童生徒が周囲と

つながりながら自分のペースで学びを進める機会を保障す

るオンライン学習支援(フレンドリーオンライン）に参加し

た。

【総合評価】

　熊本市中央区古町地区での産学官連携の取組の実施

など、郷土の素材・教材を活用したフィールドワーク

が継続的に実施できていることは評価できる。また大

学HPにおいても情報発信し、本学の児童教育の周知・

広報にも役立っていることも評価できる。

25 Ⅱ－３－２

（３）②

学校現場を想定した実践的な授業の充実

・実務家教員等による授業を通して、実践的な資質・能力を備えた

人材を育成する。

・熊本県（市）教育委員会等との連携を密にし、学校現場の最新の

動向を踏まえ、その諸課題に適切に対応できる人材を育成する。

人文学科こども

専攻児童教育

コース

・ICT活用を含めた、実践的な授業内容を充

実させる。

・1年次から4年次の各段階での、学校現場に

おける学びを充実させる。

・前年度の振り返りを通して、教員採用試験

対策の充実を図る。

・教職課程を履修する学生について、昨年度に引き続き、

熊本市の小学校において授業支援システムとして用いられ

ているロイロノートのアカウントを設定し、一部講義での

活用を行った。

Ⅲ 【評価できる点】

①昨年度に引き続き1年次から４年次までの全ての教育

課程において学校現場と関わる機会を提供できたこ

と。

②熊本市校長会において本学で提供している学校現場

と関わる科目の説明をする機会を設け、情報周知、連

携を図ったこと

Ⅲ

・1年次科目の「教師力演習」において、1日の学校訪問を

設定した。これにより、1年次から4年次の全ての教育課程

において、学校現場と関わる授業を設定できた。

・教員採用試験対策については、2月から希望者に各種参考

資料等の配付と説明、面接シートの作成と個人面接練習等

に、関係職員全員で取り組んだ。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

特になし

・1年次科目の「教師力演習」において、教育委員会から講

師を招いて実施する講義を行った。また、熊本市校長会に

対し、「教師力演習」「職場体験学修」「教育実習」「児

童教育フィールドワーク」という、学校現場と関わる講義

について説明する機会を設定し（10月）、児童教育専攻の

教育活動についての理解を得るとともに、今後の円滑な運

用につなげる。

・小学校現場における公開授業等への参加を積極的に推奨

している。のべ約110名の学生が、学校参観や公開授業への

参加を行った（2026年2月9日現在）。

【総合評価】

　１年次から４年次まで学校現場と関わる機会を設定

し、学生に現場で学ぶ機会を継続的に提供できている

こと、また、熊本市校長会において職場体験学修や教

育実習、児童教育フィールドワーク等、本学で提供し

ている学校現場と関わる科目について説明する機会を

設定できたことも、今後のスムーズな連携に資するも

のとして評価できる。

26 Ⅱ－３－３

（１）①

公認心理師養成カリキュラムの充実による大学院教育への円滑な接

続

・公認心理師になるうえで必要な知識・能力・技量を養うための本

学独自の教育システムを開発する。

・実習施設を新規開拓し、公認心理師養成に十分な実習内容を学生

に提供する。

・科目の特性に合った評価方法（ルーブリック、試験）と履修制限

を導入して学習意欲を高めるとともに、適切なアセスメント・プラ

ンに基づいてアセスメントを実施して教育課程の効果を検証する。

・ Society5.0に向けて情報活用能力の向上を意図してデータサイエ

ンスや情報処理等の科目を導入する。

心理臨床学科心

理学コース

１）公認心理師カリキュラム実践

２）履修指導、アセスメントプランによる指

導の実践と評価

３）実習施設の整備、内容充実に向けた体制

の評価

４）進学・就職支援体制の整備・評価

1)公認心理師カリキュラム開始8年目となり、心理実習Ⅰ20

名・Ⅱ16名、心理実習Ⅲ20名、のべ56名が履修している。

実習先はすべて対面で行っている。司法領域は後期に出前

授業を行なった。教育領域、医療領域は予定通り現地実習

が実施できた。産業領域はカリキュラムの設定の都合上、

実施していない。

２）2年生には履修希望状況の調査を行い、現在9名が履修

希望している。今後も継続的に調査を行う予定である。ア

セスメントプランを検討するために、2年生の進路変更理由

についてアドバイザーが取りまとめを実施した（根拠資

料：Ⅱ33(1)①）。

Ⅲ 【評価できる点】

①履修希望調査のためアドバイザーにより丁寧な聞き

取り、指導が行われていること。

②就職支援のため対策講座を定期的に実施しているこ

と。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

特になし

Ⅲ

３）実習の時期については、前期の教育分野・医療分野に

おいてはある程度絞り込んだ実習時期を設定することがで

きた。後期の福祉領域においても絞り込んだ実習時期を設

定し、2回の時期に分けて実施した。2026年3月に第2回実習

指導者連絡協議会を開催する予定について検討した（根拠

資料：Ⅱ33(1)②）。

【総合評価】

　公認心理師カリキュラム開始8年目となり、順調に実

習が行われている。また、実習指導者連絡協議会も開

催され、実習先との連携も図られている。履修希望の

変更があった学生に対してアドバイザーが聞き取りを

行い、丁寧に指導が行われている。さらに進学・就職

支援体制整備として、対策講座を定期的に開催し、検

定受講を呼びかけており、学生への支援体制が実施さ

れているといえる。

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用　専門教育（臨床心理学科）

Ⅱ－３－２

（３）①

Ⅲ24
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

４）進学・就職支援体制整備として、2025年5月〜6月にか

けて心理系大学院受験予定者を対象に面接対策、専門問題

対策の講座を行った。2025年度の参加者はのべ44名だっ

た。2026年2月にも同様の対策講座と、大学院進学予定の4

年生に対して、「進学前講座」をそれぞれ全4回で実施予定

である。知識定着にもつながる心理学検定団体受験も実施

し19名の申し込みがあった。また、人間科学コース和田先

生と心理学コース疋田先生により対策講座が開催された。1

月30日から2月3日まで計６コマの対策講座を実施した。ま

た、今後は心理系大学院に合格した学生に合格体験記作成

を依頼し、体験記を受験希望の学生に配布する予定である

（根拠資料：Ⅱ33(1)③）。

27 Ⅱ－３－３

（２）①

心理臨床学科特

別支援教育コー

ス

1）対話的な授業の実施率の把握

2）継続的な体験機会の確保

3）アセスメント・プランの実施

4）研修会等への参加促進

１）前期の授業において、３人がオムニバスで授業を行う

「人間と障害」「特別支援学校教育実習Ⅰ」では毎回、グ

ループディスカッションを行った。栗原の実施率は、卒業

研究では100％、重複障害教育総論では50％だった。河田の

実施率は、卒業研究では100％、特別支援教育論では40％で

あった。増本の実施率は、卒業研究および発達障害教育総

論で100％だった。

Ⅲ 【評価できる点】

①授業内でのグループワーク実施率の把握ができてい

ること。

②アセスメントプランに基づき、学生の体験学修実施

について確認し、実施を促したこと。

【改善を要する点】

特になし

Ⅲ

２）KLC子どもサポーターを通しておよそ200名の学生が特

別支援学校や特別支援学級、幼稚園や保育園での支援ボラ

ンティア活動を行なった。併せて、ダウン症支援部(60

名)、自閉症支援部(61名)、金曜教室(98名)の3つの支援活

動においても、延べ    名の学生が療育活動に積極的に参

加している。

３）アセスメント・プランについては、学修指導と体験活

動確認の２つの柱で実施する。学修指導を必要とする学生

（2名）には個別面談を行い免許取得意志と学修計画の改善

構想について確認し指導した。体験活動確認については、

オリエンテーション時に未経験者には面談を実施し体験を

促した。

【課　題】

特になし

【総合評価】

　対話的授業の実施について授業内でのグループワー

クの実施率を確認し、状況を把握している。また、体

験機会の確保としてKLCこどもサポーターへの参加を促

し、多くの学生が参加している。アセスメントプラン

に則して、体験学修に参加していない学生に面談を通

して参加を促しており、丁寧な指導が実施されている

と思われる。

４）今年度は、県内特別支援学校が主催する研修会が実施

されなかったため、研修会に参加した者はいなかった。な

お、特別支援学校の教員を目指す学生11名（他学科3人を含

む）が採用試験を受験し、11名が合格した。今後も全学年

の学生に継続的な体験活動や研修会等への積極的な参加を

推奨して特別支援教育への動機づけを促進し、専願枠での

受験が向上するように働きかけを行っていく。

根拠資料：シラバス、KLC子どもサポーター活動記録（地域

連携推進委員会に提出済み）、2025年12月24日大学HP記事

「ダウン症支援部がクリスマス会を催しました」、教授会

就職支援委員会報告（教員採用試験合格者）

28 Ⅱ－３－３

（３）①

当事者に寄り添い、多様な領域で包括的な相談支援を担える精神保

健福祉士の育成

・精神保健福祉に係る学修の質を保証し、精神保健福祉士合格率を

高める。

・現場での福祉的支援の実際を想定した授業を展開し、座学を充実

させるとともに、精神保健福祉に関わる課外活動を拡充して学生の

支援スキルを高める。

・科目の特性に合った評価方法（ルーブリック、試験）と履修制限

を導入して学習意欲を高めるとともに、適切なアセスメント・プラ

ンに基づいてアセスメントを実施して教育課程の効果を検証する。

心理臨床学科精

神保健福祉コー

ス

１）新カリキュラム完成年度に伴い教育課程

の評価を実施する。

2）本学における精神保健福祉士養成20周年

をふりかえる

3)アセスメントプランの作成

1）教育課程の評価については、新カリキュラムにおいて導

入された「刑事司法と福祉」に関しては、引き続き熊本保

護観察所の協力により、熊本保護観察所、検察庁、刑務

所、少年鑑別所、少年院のそれぞれ専門機関から該当箇所

をオムニバス形式での講義を実施し、テキストの知識だけ

でなく現場に即した学びになっており、履修者も増加して

いる。ソーシャルワーク演習（専門）の時間数が30時間増

えたことにより、実習に向けての実践的な学びを実施して

いる。また、以下のようなコース活動を展開した。

Ⅲ 【評価できる点】

①卒業生や現場のスクールソーシャルワーカーを対象

としたリカレント講座を開始できたこと。

② 20周年記念誌を発行し、配布できたこと。

【改善を要する点】

①アセスメント・プランについての記載がないこと。

【課　題】

①アセスメント・プランの作成と実施。

Ⅲ

幼児・児童・生徒の心に寄り添い、即時的対応力、マネジメント力

を有した特別支援学校教諭の育成

・特別支援教育に係る学修の質を保証するとともに、特別支援教育

枠の教員採用試験の受験率を高める。

・座学による知識と実習や療育支援ボランティアで得た経験をさら

に活かして支援スキルを高めるために、特別支援にかかわる課外活

動を拡充して学生に提供する。

・科目の特性に合った評価方法（ルーブリック、試験）と履修制限

を導入して学習意欲を高めるとともに、適切なアセスメント・プラ

ンに基づいてアセスメントを実施して教育課程の効果を検証する。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

・スクールソーシャルワーク養成課程の卒後教育充実のた

め、養成課程卒業生や現場のスクールソーシャルワーカー

を対象にリカレント教育検討会を立ち上げることができた

（資料：II3-3①②）。

【総合評価】

　今年度から卒業生や現場のスクールソーシャルワー

カーを対象にしたリカレント教育検討会を立ち上げ、

研修会を開催できたことは評価できる。また、本学に

おいて、全国精神障害者福祉事業者協会全国研修会が

開催され、精神保健福祉コース3年生がボランティアと

同時に大会に参加することにもなっており、学びの機

会が拡がっていることも評価したい。計画内容の①教

育課程の評価と➂アセスメント・プランの作成は関連し

ており、アセスメント・プランの内容とその調査結果

を基に評価、改善が必要となると思われる。そのため

アセスメントの結果と改善課題について記載いただき

たい。

・8月6日（水）に4回目のスクールソーシャルワーカー、担

任及びその支援を受けた当事者による鼎談を実施し、現場

での福祉的実践を深める授業を展開することができた。

・今年度より「チーム学校協働演習」を心理学コースの疋

田講師とともに開講、現場のゲストスピーカーからチーム

学校の取り組みを学ぶとともに、教育・心理・福祉を学ぶ

学生が共に事例を検討することを通してそれぞれの違いか

ら学びを深める機会となった。

・2月27日（金）～2月28日（土）本学において全国精神障

害者福祉事業者協会全国研修会が開催され、精神保健福祉

コース3年生がボランティアと同時に大会に参加する予定で

ある（資料II3-3③）。

2）20周年記念誌を年度末に刊行し、95箇所に配布を行なっ

た。（資料II3-3④）。

3）引き続き2年次生、3年次生のGPA2.7未満の学生に対し、

個別面接を行った。個別面談の中で学生の課題を把握し、

その後の支援に役立てている。

根拠資料

II3-3① リカレント教育研修会チラシ

II3-3② リカレント教育検討会チラシ

II3-3③ 2025年度全国精神障害者福祉事業者協会全国研修

会開催要綱

II3-3④　20周年記念誌

Ⅱ－３－３

（４）① 心理臨床学科人

間科学コース

2023年度の学科再編後に入学した学生が人間科学コース

に配属されたことに伴い、2025年度より人間科学コースの

目標と計画を設定した。

Ⅱ Ⅱ

1）西ゼミでは、地域防災活動をテーマとして、大学周辺の

地域行事への参加や防災種目の提案・運営を通じた実践研

究に8名の学生が取り組んだ。主な活動内容は以下の通り。

①多職種連携避難訓練（DWAT訓練）への参加 和水町で実施

された大規模災害を想定した訓練に、DWAS（災害派遣福祉

チームのサポーター）として参加。福祉避難所の設営やプ

ライベートスペースの設置を担当し、多職種が連携して迅

速に避難所を開設するプロセスを体験した。

②防災マルシェ「第2回さくらマーケット」での活動 会場

の設営や売店業務のほか、高校生が企画した「防災クロス

ロード」の補助を行った。

③黒髪校区体育祭における防災種目の実践 地域防災を「生

活の延長線上」で捉える試みとして、体育祭において 「地

震ダッシュ（初動避難と車椅子体験を組み合わせたも

の）、「煙ダッシュ」（消火体験と低姿勢での移動を組み

合わせたもの）」の2つの競技を考案した。 実施にあたっ

ては、5月以降に計7回の役員会・理事会に参加して住民の

理解を得るよう努め、説明用のデモ映像を制作するなどの

工夫を重ねた。

人の多様性と可能性を深く理解し、心理学・地域実践・データの力

で社会課題に主体的に挑む、創造的で実践力あるジェネラリストの

育成

・地域を「学びの場」とし、協働を通して社会と関わる実践的学修

を推進する。

・人間の生活や感覚を基盤に、人の行動や関係性を心理学的・デー

タ的に捉え、多様な分野において人間理解を活かした社会との関わ

り方を構想できる力を育成する。

・Society5.0に向けて情報活用能力の向上を意図して、データサイ

エンスや情報処理等の教育を推進する。

1）ゼミにおける地域と連携した実践活動の

継続的実施

2）授業を通じた心理学的・データ的視点に

基づく人間理解力の育成

3）人間科学コースの学生に必要なデータサ

イエンス関連科目の整理

【評価できる点】

①大学近隣の地域と連携した活動を実施したこと。

②人間科学研究実習が始まり、グループ研究を実施で

きたこと。

③学生が研究調査結果を分析し、学会発表できたこ

と。

【改善を要する点】

①人間科学コースの学生に必要なデータサイエンス関

連科目の整理状況が管理台帳からは不明瞭なこと。

【課　題】

①データサイエンス科目の履修を推奨し、実際の履修

につなげること。

　学科再編に伴い、本年度から本コースに学生が配属

されたため計画と目標が設定されている。ゼミにおけ

る地域と連携した活動として、特に大学近隣地域にお

いて実践活動が多く行われたことは評価できる。また

人間科学研究実習において、学生が研究課題を設定

し、データの収集から考察まで取り組むことができた

ことも評価したい。管理台帳からはデータサイエンス

関連科目の整理状況は確認できないが、整理をした上

でより多くの学生が履修することを期待したい。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

④その他の地域活動への参加 荒尾市陸上大会や坪井川

ウォーキング大会といった地域の行事にも積極的に参加し

た。

⑤卒業研究発表会において、上記の活動を「地域防災活動

の現状と課題に関する考察」としてまとめ、黒髪地区の自

治会長、民生委員、防災士等を招いて報告を行った。

これらの活動を通じ、防災を特別な訓練ではなく日常行

事に組み込むことで、継続的な関心の維持や地域力の向上

につながる可能性を検討した

久﨑ゼミ・和田ゼミでは、ゼミの活動の一環として、熊

本電鉄駅周辺の魅力発掘のフィールドワークを実施した。

久﨑ゼミでは北熊本駅以北、和田ゼミでは北熊本駅以南を

担当区域としている。熊本電鉄とのコラボレーションを目

指し、次年度以降、成果を発信していく予定である。

2）

① 人間科学研究実習　2025年度から新たに始まった「人間

科学研究実習」では、人間科学コースの学生を中心に16名

が自ら研究課題を設定し、計画・調査・分析・考察を行う

グループ研究を実施し、2026年1月26日に成果報告会を実施

した。

・久﨑班では、情動ラベリングが労働意欲や燃え尽きに与

える影響について、教育・医療現場の職員を対象にアン

ケート調査を行い、情動ラベリングが活力や熱意を高め、

燃え尽きの低減に一定の効果をもつことを明らかにした。

また、その作用は職場環境によって異なる可能性が示され

た。

・和田班では、20代・中年期・高齢期の各世代へのインタ

ビュー調査を通じて、年齢によって重視される価値が異な

ることを明らかにした。分析の結果、20代では挑戦や未来

志向、中年期では現実的なバランス、高齢期では経験に基

づく内面の成熟が重要な価値として浮かび上がった。

・これらの取組を通じて、学生は人間の行動や価値を多面

的に検討し、データに基づく考察を行った。

②卒業研究

・卒業研究の一環で行われた学生の色聴共感覚に関する研

究調査の分析結果がまとめられ、11月29日の基礎心理学会

大会で学生が発表した。個人差はどの世代でも大きいが，

色聴共感覚は成人よりも小学生が安定して生じやすいこと

を発表した。

・ 2025年度、人間科学コースにおいて、学生自身がデータ

を取得し人間理解に取り組む卒業研究は14件であった。

3）人間科学コースの学生に必要なデータサイエンス関連科

目を整理し、2026年度のオリエンテーションを通じて、関

連科目の履修を推奨する予定である。

根拠資料：

・2025年度卒業研究発表会要旨「 地域防災活動の現状と課

題に関する考察 ～地域活動に参加して～」

・人間科学研究実習の成果報告書（作成中）

・基礎心理学会第44回大会発表ポスター

・人間科学コースの履修推奨科目リスト（データサイエン

ス関連科）（作成中）
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

29 Ⅱ－３－４①　 人文学研究科 公認心理師カリキュラムについてアセスメン

ト・プラン結果に基づく検証を継続し、リカ

レント教育実践や長期履修制度導入を行う。

・アセスメント・プランに基づき入学時アンケート、修了

時アンケート等を確実に実施し、データを収集している。

2024年度修了生アンケートによると、公認心理師としての

技術や知識を獲得し、多くの実習体験で実践力が身に付く

という効果があった一方、社会人基礎力のうち主体的には

たらきかける力や課題発見力に弱さがあることが判明し

た。今後、社会人基礎力の獲得を含めた指導を行う必要が

ある。

Ⅲ Ⅲ

・リカレント教育の一環として心理臨床系教員６名による

「臨床実践の基礎講座」を実新たに創設した。大学院生、

修了生、一般の心理専門職を対象とし、参加者総数は130名

（対面69名、オンライン61名）であった。

・研究相談員について、2025年度登録者数５名は臨床実践

の基礎講座への参加や指導担当教員によるSVを継続した。

次年度の新規および継続の募集を行っている。（資料Ⅱ３

４③）

・長期履修制度は2025年4月より運用を開始した。2026年度

入学予定者より申請を受理した。（資料Ⅱ３４④）

（根拠資料）

Ⅱ３４①―１　アセスメント・プラン実施一覧2025

Ⅱ３４①―２　修了生アンケート集計結果2025

Ⅱ３４①―３　臨床実践の基礎講座案内

Ⅱ３４①―４　臨床実践の基礎講座実績報告

Ⅱ３４①―５　2025年度第1回大学院研究科委員会議事録

Ⅱ３４①―６　研修相談員募集

Ⅱ３４①―７　2025年度第15回大学院研究科委員会議事録

30 Ⅲ－１①　 高大接続改革実行プランにおける大学入学共通テストへの対応

・アドミッション・ポリシーに合致する学生の受入れを見据え、大

学入学共通テスト利用選抜のあり方について検討する。

・本学における大学入学共通テストへの対応状況について、ホーム

ページ等で迅速かつ正確な周知を行う。

学務・入試セン

ター

・2025年度入学者選抜制度改革からの状況と

実施結果

2025年度、本学の入試制度改革により「大学入学共通テス

ト利用選抜」においては、多くの志願者を得るよう7教科の

中から高得点の2教科・2科目を採用するよう改正した。

昨年度は、128名の志願者を得、狙いどおりの受験生の確保

ができたが、本年度は若干減少はしたものの、一昨年と同

様の受験生を得ることができた。（表1）

Ⅱ Ⅲ

なお、心理臨床学科においては、本年度、志願者数が急激

に減少した要因について、心理臨床学科に分析依頼を行っ

た。（表2）

また、「共テ利用入試」では、従来通り調査書の評価を加

味することとしているが、課題である「表現力」をどのよ

うに評価するかについては、具体的な評価方法の確立には

至っていない。本学独自の試験を実施しないため、別の方

法において、引き続き検討していきたい。

31 Ⅲ－１②　 アドミッション・ポリシーを基準とする選抜方法・入試内容の点検

・アドミッション・ポリシーに合致した入学者を選抜するにふさわ

しい選抜方法・入試内容になっているか、絶えず点検を行う。

学務・入試セン

ター

・選抜種別ごとの選抜方法

・実施要項等の見直し

・中高大連携における新たな選抜の検討

・保育・幼児教育専攻のPR

・昨年度までの選抜方法を点検した結果、児童教育専攻に

おいては、多様な試験メニューをそろえ、多様な学生募集

を実施する意図から、「作文試験」を廃止し、コミュニ

ケーション能力を重視して測るロールプレイング試験を新

たに追加することとした。

Ⅲ Ⅲ

▪CE　　作文、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｼｮﾝ、面接（英語質問含む）

▪保育　作文、面接、プレゼンテーション

▪児童　面接、プレゼンテーション、ロールプレイング

▪心理　作文、集団面接、面接

このほか、活動実績の評価を学科・専攻共通で行うが、本

年度の実施結果を踏まえ、次年度は、評価内容・方法に改

善を図ることとする。

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用　専門教育（人文学研究科）

入学者選抜制度における中期戦略の策定

【評価できる点】

①児童教育専攻で選抜方法を検討し、新たな試験内容

を導入できたこと。

②一貫教育選抜入試を２０２７年度から実施すること

を決定したこと。

③保育・幼児教育専攻において高校への周知や、県全

体における保育者養成に関する発信を実施しようとし

ていること。

【改善を要する点】

①具体的方策２）に記載されている、アセスメント・

ポリシーの分析結果に基づいた検討内容について記載

がないこと。

【評価できる点】

①大学共通テスト利用選抜の改正が実施できたこと。

②志願者減少の要因分析に着手できたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

① 継続課題となっている「表現力」の評価について引

き続き検討を行うこと。

【総合評価】

　入試制度改革により、共通テスト利用の改正を着実

に実施することができたことは評価できる。また本計

画の内容ではないが、志願者が減少しつつある学科・

専攻の要因分析にも着手したことも評価したい。学

科・専攻によって志願者数に大きく差が出てきている

ことから状況を注視していく必要がある。

【評価できる点】

①リカレント教育として「臨床実践の基礎講座」を実

施できたこと。

②長期履修制度の運用が開始できたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①合理的配慮が必要な学生への対応を継続検討するこ

と。

②アセスメント・プランに基づいた各種アンケートを

継続的に実施すること。

③担当教員の継続的な負担軽減策を継続検討するこ

と。

【総合評価】

　アセスメントプランに基づき各種アンケート調査を

行い、データ収集をしていることは評価できる。サン

プル数が少ないため、アンケート調査を継続して実施

し、現状や課題について分析を進めていただきたい。

また、リカレント講座を実施し、学内外の受講があっ

たこと、また長期履修制度の運用開始も大いに評価し

たい。合理的配慮が必要な学生への対応等も含めて担

当教員の負担感が大きくなっていることも予想される

ため軽減策については今後も検討いただきたい。

地域貢献と多職種連携への意識の高い科学的視点をもった臨床心理

専門職の地域貢献と多職種連携への意識の高い科学的視点をもった

臨床心理専門職の育成

・２０２２年度開設予定の人文学研究科公認心理師養成課程のため

の質の高い公認心理師を養成する教育システムを開発・検証する。

・心理学における研究に関する科目を導入して科学者としての知識

やスキルを教育する（2022年度～）。

・実習科目において具体的な基準に基づいた実習生の行動や態度に

ついて評価するとともに、多職種連携に関連した教育計画を組み、

臨床実践スキルの質を担保する（2022年度～）。

・適切なアセスメント・プラン（成績、学生調査、修士論文評価、

就職先評価等）を掲げて、公認心理師養成課程における学習成果及

び教育効果を検証する（2022年度～）。
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・実施要項の点検を行い、「奨学金大学給付型選抜におけ

る英検またはGTECスコアの換算について」修正を行った。

なお、次年度に向け、採点方法や、面接の配点基準等につ

いて、検討中であり、本年度の選抜実施後に全体の見直し

を行い、改正する予定である。

・学院内における中高大連携の一環として、中学・高校か

らの新たな選抜方式について検討を進めた結果、「一貫教

育選抜入試（仮称）」を2027年度選抜より実施することが

承認された。今後は、学院高校からのさらなる出願者増加

も視野に入れ、大学の魅力を効果的に発信することで、出

願意欲の向上につなげていきたい。

・保育・幼児教育専攻のPR活動については、就職内定者が

個別にポスター作成を行い、より身近に感じることができ

るよう、各出身高校への配布を行う。

また、行政や各協会等とも連携し、熊本県全体で保育者の

養成・確保について検討し、発信を行うこととしている。

32 Ⅲ－１③　 公認心理師養成に対応した大学院生の受入れ（人文学研究科）

・公認心理師の資格取得及び就職ニーズから、入学定員を検討す

る。また、志願者等の動向に応じて長期履修制度の検討を行う。

人文学研究科 2024年度修了生5名は公認心理師国家資格試験に全員合格

し、公認心理師として就職した（県内２名、県外3名）。完

成年度より2年間で確実な専門職養成を行なった。この経験

を基礎に改善を重ね公認心理師に求められる実践力が獲得

できるよう工夫する。

Ⅱ 【評価できる点】

①公認心理師国家試験に修了生全員が合格し、就職で

きたこと。

②学生への合理的配慮の実践について丁寧な議論が重

ねられ、実施に結びついたこと。

Ⅲ

１）公認心理師カリキュラム充実に向けた取り組み

①担当教員のうち5名が実習演習担当教員養成研修、3名が

実習指導者養成研修を受講修了した。

②聴覚障害学生受入に伴う合理的配慮の実践として情報保

障や新規実習施設開拓及び実習中の合理的配慮に関する丁

寧な打合せや守秘義務への配慮、手話ができる学外SVの確

保等を行った。今後ケース担当時間確保に向け、聴覚障害

に対応する実習の方法を検討している。

③グループワークや多様な心理療法についてロールプレイ

などを用いて実践的な演習内容に重点を置き実践力向上を

目指した。

④2026年度より熊本市と学内実習施設ジャニスとの心理検

査について業務委託提携予定であり、学生の実習における

ケース時間及び実践力獲得の機会の増加が見込まれる。

２）採用ニーズについて

①調査は未実施である。大学への求人案内等の確認、県内

及び全国の求人動向、公認心理師に関する全国的な調査内

容と合わせ必要なデータを抽出し検討する必要がある。

３）入学者拡大について

①実習時間確保のため、実習施設や学内実習施設ジャニス

のケース時間の確保が必須になるが、現時点では実習施

設、ジャニスのケース数、共に5名分をようやく充足する状

況である。今年度は聴覚障害学生の合理的配慮に沿った実

習施設開拓及び実習と演習の環境整備が中心となった。

2026年度より身体障害学生の受け入れが決定しているた

め、新たな実習受け入れ先を開拓調整の必要があり、引き

続き合理的配慮への対応を優先させる。

（根拠資料）

Ⅲ１③―１　2025年度第1回大学院研究科委員会議事録

Ⅲ１③―２　第８回公認心理師国家資格試験結果

Ⅲ１③―３　2025年度第２回こころとそだちの臨床研究所

運営委員会議事録

【課　題】

①面接の配点基準や採点方法の見直し

【総合評価】

　児童教育専攻において、アドミッション・ポリシー

に基づき選抜方法を検討し、改正できたことは評価で

きる。また。一貫教育選抜入試（仮）が２０２７年度

から実施することが決定したことは高大接続の観点か

らも評価できる・着実な実施を期待したい。アセスメ

ント・ポリシーの分析結果との関連性が管理台帳から

は見えないため、表記をお願いしたい。保育・幼児教

育専攻の取り組みについても次年度以降に記載をお願

いしたい。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①公認心理師採用ニーズ調査の検討・実施。

【総合評価】

　修了生5名全員が国家試験に合格し、就職できたこと

はこれまでの養成の結果として評価できる。また合理

的配慮が必要な学生への対応について丁寧に議論がさ

れ、受入体制整備につながっていることは1人ひとりを

大事にする少人数教育を標榜する本学としても大いに

評価したい。今後は、課題となっている公認心理師採

用ニーズ調査を具体的な検討、実施を期待したい。

公認心理師の資格取得及び就職ニーズから、

入学定員を検討する。

１）公認心理師カリキュラム充実のため具体

案の検討

２）公認心理師採用ニーズ調査の検討

３）受験者増加傾向に対し定員拡大や、高い

専門性の確保のために教員等の充足の検討
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33 Ⅲ－２①　 戦略的な学生募集の展開

・１８歳人口の減少傾向を分析し、かつ、費用対効果の観点から、

熊本県内の重点強化地域を設定するなど、戦略的な学生募集を展開

する。

学務・入試セン

ター

・指定校・公募・一般選抜における戦略的募

集方策の実践

・本年度は、学長裁量経費を獲得し、オープンキャンパス

において、学生が主体となって企画・運営を行い、参加者

に対して実体験に基づいた本学の魅力を伝える等の取組を

行った。

Ⅱ Ⅲ

本学の魅力を効果的に発信し、オープンキャンパスへの参

加者数を増加させることで志願意欲を高め、最終的な出願

につなげることを目標に実施した。年内選抜の結果は、以

下のとおり。

　・2024年度（志願者138名）の内、OC参加者は延べ121

名：88％

　・2025年度（志願者142名）の内、OC参加者は延べ133

名：94％

　・2026年度（志願者113名）の内、OC参加者は100名：

88％

・年内選抜においては、進研アド（ベネッセ）のデータを

分析したうえで、一般選抜以降の受験者数を予測し、受験

者減に備えて、合否判定を行った。

・本年度は、以下県外の高校に訪問し、PR活動を行った。

本学に在学者がある出身校には定期的に訪問するなど、進

学実績が途切れないように努めたい。

（福岡）三池、ありあけ新世、大牟田、大牟田北、明光、

誠修、福岡工業大学附属城東、

（長崎）島原、口加、長崎日本大学、鎮西学院

（宮崎）高千穂、延岡星雲、延岡学園、日向、聖心ウルス

ラ学園、宮崎北、宮崎日大、宮崎大宮、宮崎南、朋翔、宮

崎学園、都城西、都城泉ケ丘

（鹿児島）出水中央、川内、神村学園高等部、松陽、伊集

院、国分、武岡台、錦江湾、れいめい、鹿児島中央、鹿児

島、鹿児島玉龍、加治木

（大分）藤蔭

・Web企画については、総務課広報室との連携により、SNS

での発信も行っている。Instagramなど本学の特徴や雰囲気

がわかるような、また、受験生の本学への興味・関心を引

き出せるような発信が必要である。

34 Ⅲ－２②　 高大連携の強化

・ルーテル学院高校との「Campus Visit & Try」(CVT)事業の促進、

また、九州学院その他の特色ある高校との連携を強化すると共に、

入学予定者の出身校と協力した入学前教育の充実を図る。

学務・入試セン

ター

ＣＶＴ含め高校との連携強化と充実 ・ＣＶＴは、昨年度に引き続き7月に実施した。ルーテル学

院高校には全学年へ広く参加を促していただき、その結

果、延べ４９名の高校生の参加があった。各教員も高校生

がスムーズに授業に加われるよう工夫を行い、アンケート

結果において高い満足度を得られていることがわかった。

Ⅱ 【評価できる点】

①ルーテル学院高校Campus　Visit ＆Tryが継続して実

施できていること。

②ルーテル学院高校PTAと連携したアカデミックツアー

を開催できたこと。

Ⅲ

・本年度は、初の試みとしてルーテル学院高校ＰＴＡと連

携したアカデミックツアーを11月のフィリア祭（学園祭）

と合わせて実施した。ツアーには４０名を超える参加があ

り、在学生や卒業生による大学生活や進学に至った経緯、

学びに関する体験談が紹介された。参加者からは「進学の

参考になる良い話が聞けた」といった声も多く寄せられ、

高校生や保護者に大学理解を深めてもらう貴重な機会と

なった。

・例年実施している熊本西高等学校の「西高ＮＡＩＳ」

は、本年度７０名の参加予定であったが、大雨により中止

となった。今後も連携を深め、継続して実施していきた

い。

・出張講義については、５校７件の依頼があった。ＨＰや

高校訪問時にパンフレットを持参し周知しているが、今後

も広く利用高校が増えるような方法を検討したい。

入学定員確保策

【総合評価】

　学長裁量費を活用し、オープンキャンパスをこれま

での教員主体から学生主体への転換できたことは評価

できる。高校生に本学の魅力がより伝わりやすいよう

に、今後も学生の意見をとりいれながら実施していた

だきたい。また、少子化に伴い受験者数が減少してい

くなかで、受験者数の動向を丁寧に分析し、合否判定

を行い、年内入試・一般Ⅰ期で合格者数を確定できた

ことも評価できる。学科・専攻によって志願者数が大

きく異なるため、学科・専攻での検討も引き続きお願

いしたい。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①連携強化の取組を受検者数増加につなげること。

【総合評価】

　ルーテル学院高校Campus Visit & Tryを継続実施し

たり、高校PTAと連携したアカデミックツアーを開催し

たりと様々な取り組みが行われていることは評価でき

る。また、本計画ではないが、一貫教育入試選抜

（仮）も２０２７年度から実施されることになってお

り、高大接続の取り組みとしても期待したい。また、

学科・専攻とも連携した更なる接続を検討していただ

きたい。

【評価できる点】

①オープンキャンパスで学生主体の企画・実施ができ

たこと。

②年内選抜、一般Ⅰ期において受験者の動向を丁寧に

分析し合否判定ができたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①学生募集方法を継続検討すること。

②オープンキャンパスでの学生への謝金について、効

果が確認されるのであれば、部署の予算に位置付けし

継続した取り組みとして成長させていくことが求めら

れる。
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35 Ⅲ－２③　 各種媒体による発信力の充実・強化

・大学案内、ファクトブック、けやき坂通信、ホームページ・ＳＮ

Ｓ等の各種媒体を充実・強化し、本学の特色を受験生やその保護者

等にわかりやすく発信する。

学務・入試セン

ター

・各種媒体の検討、見直し

・ホームページの検討
・2025年度の契約媒体に対する資料請求・出願者数の状況

は以下のとおりとなっている。本年度は、資料請求が前年

度から41.6%増加し、フロムページにおいては76.9%も大幅

に伸びている。しかし、出願数は前年度より16％減少して

おり、請求の伸びが出願に結び付いていない状況である。

Ⅱ 【評価できる点】

①高校生がより見やすい媒体を検討し、導入を進めて

いること。

②広報委員会と連携してＨＰの検討を行っているこ

と。

Ⅲ

　媒体の活用については、現在、複数の選択肢を比較しな

がら検討を進めているところである。次年度に向けては、

高校生の利用率が高い他媒体の導入も視野に入れており、

比較検証を行うために学長裁量費の活用を予定している

（現在申請中）。当該媒体は、より信頼性の高いデータの

取得が見込める点も大きな利点である。新たな媒体の利用

が可能となった際には、既存媒体との効果検証をさらに

進め、より効果的な媒体を選択していきたい。

・ホームページについては、広報委員会とも連携し、受験

生が必要な入試情報へ迅速かつ迷わず到達できるよう、

ページ構成や導線の明確化、画面上での見え方を含めた改

善策を検討している。目的別に情報へアクセスできるナビ

ゲーションの整理に取り組み、受験生の立場に立った検索

の　しやすさと情報理解のしやすさを重視しながら、より

使いやすいサイトづくりを進めている。

36 Ⅳ－１①　 キャリア教育の充実

・学生に将来のキャリアを考える機会を提供し、希望するキャリア

を実現できるよう、キャリア教育（正課外を含む。）の充実を図

る。

学生支援セン

ター

1）キャリア形成のための教育の見直しと内

容の充実を図る

2）卒業生・雇用先アンケートの充実

1）今年度より開講した「ビジネス・コミュニケーション」

では80名の学生が履修し実践的な授業を行い、学生の主体

性が育まれた。「職場体験学修」では、企業とつながる名

刺交換会を初めて実施し参加企業12社、資料設置企業9社と

学生と大いに交流が図ることができ、就職活動の入口とい

う点で効果があったと感じる。

「ペプ・ラリー」では、卒業生の教員枠を熊本市と熊本県

で2名に増やした。異なる点を知ることができる場となっ

た。

Ⅲ 【評価できる点】

（就職）

①キャリア形成のための教育の見直しとして「ビジネ

ス・コミュニケーション」を新たに開講し、８０名の

学生に対する実践的なビジネススキル習得の機会を提

供できたこと。

②「職場体験学修」として企業とつながる名刺交換会

を初めて実施し、参加企業（１２社）および資料設置

企業（９社）と学生との交流を図る取り組みを実施し

たこと。

Ⅱ

　KLC就活講座では、講義参加者の減少に課題が残る。対策

としては、平日開催を辞め夏季集中講座（1日）を検討して

いく。

③「ペプ・ラリー」において、卒業生の教員枠を１名

から２名に増やしたことによって、熊本県及び熊本市

の比較ができるような機会が設けられたこと。

2）卒業生・雇用先アンケートを6月から7月にかけて調査を

実施した。回答率は卒業生で34.0%、雇用先で52.7％と回収

については課題を残す。任意のアンケートではあるが回答

率が低いので早い段階でのアンケート、期間を延ばす、回

収システムの見直しが必要である。

④「卒業生・雇用先アンケート」については、管理台

帳修正前の「達成目標とする到達点」として設定され

ていた卒業生アンケート回収率２５％（今年度３

４％）、雇用先アンケート回収率３５％（今年度５

２．７％）をともに達成できていたこと。

【改善を要する点】

①「KLC就活講座」参加者減少への対策（「平日開催を

辞め」、「夏季集中講座の検討」が記載されている

が、参加者の増加（48名）につながった昨年度の対応

は生かされていないこと。

②「各種検定試験」に対するサポート状況が記載され

ていないこと。

【課　題】

　一般企業就職希望者に対するキャリア支援及び教職

希望者に対する「ペプ・ラリー」におけるキャリア教

育については報告されているが、その他の進路に直結

する資格（精神保健福祉士、公認心理師など）取得希

望学生に対するキャリア教育についての取り組み及び

記載（他部署との連携も含めた）がないこと。

キャリア支援・就職支援

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

①ＨＰや高校生に伝わりやすい方法を継続検討するこ

と。

【総合評価】

　広報委員会と連携し、ＨＰの改善を図っていること

は評価できる。また、高校生に伝わりやすい媒体を検

討し、次年度の導入を決定できたことも評価したい。

次年度もどのような周知方法が効果的なのか継続して

検討していただきたい。
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【総合評価】

　「キャリア教育」として、一般企業就職希望者に対

するキャリア支援及び教職希望者に対する「ペプ・ラ

リー」での新たな取り組みに対しては評価できる。

　修正されたビジョンⅣ「学生支援」の「(©）計画を

達成するための具体的方策・到達目標」にも、一般企

業就職希望者及び教職以外の進路に直結する資格（精

神保健福祉士、公認心理師など）取得希望学生に対す

るキャリア教育についての取り組み及び記載（他部署

との連携含む）が見られないが、「(A)目標」➀「キャ

リア教育の充実」として、記載する必要性はないのか

検討していただきたい。

37 Ⅳ－１②　 学生支援セン

ター

1）全員面談後の希望進路情報の有効活用

2）採用試験報告書の有効活用

3）面接練習・履歴書・エントリーシート対

策の強化

4）様々な県内企業・団体との連携

5）インターンシップの推進

1）全学生への面談を実施し、希望職種・業界に応じた求

人・インターンシップ情報を全体および個別に提供した。

面談内容を全体周知にも反映した。

2）採用試験報告書をWeb上で閲覧可能な形に整備し、キャ

リア関連授業でも周知を行った。学生からは「見た」「参

考にした」という声が増え、卒業生の受験企業や選考内容

を事前に把握したうえで準備する姿勢が定着してきてい

る。

Ⅳ 【評価できる点】

①全学生への面談を実施するなど、学生一人ひとりに

寄り添ったきめ細やかな就職支援（電話、メール、WEB

の積極的活用）

②採用試験報告書のWEB上での閲覧が可能になり、「企

業とつながる名刺交換会」の実施、「ビジネス・コ

ミュニケーション」の開講など新たな取り組みに着手

したこと

③日本航空(株)客室乗務員のインターンシップの学校

推薦枠を初めて獲得したこと。

Ⅳ

3）電話・メールで積極的に連絡し、個別面談を継続した。

12月末時点の面談件数は913件（前年1055件）。今年度は就

活の早期化・長期化により学生の動きが分散したが、支援

体制は継続して機能し、書類・面接対策の質向上を図っ

た。

4）5月に県内企業9社を招き、学内において「企業とつなが

る名刺交換会」を初めて実施した（参加学生62名）。併せ

て、キャリアデザインⅡおよび本年度開講したビジネスコ

ミュニケーションの授業においても、県内企業・団体に協

力を依頼し、講話・演習等を通じて地域との連携を強化し

た。

5) 日本航空(株)客室乗務員のインターンシップの学校推薦

枠を初めて獲得し、4名を推薦。参加学生からは学びが大き

かったとの声があり、業界理解の深化につながった。その

他のインターンシップも希望に応じて個別に案内し、早期

の進路形成を支援した。

【改善を要する点】

①今年度の計画に対する改善を要する点は特になし。

【課　題】

特になし

【総合評価】

　学生一人ひとりに寄り添ったきめ細やかな就職支援

（充実した面談実施）や新たな取り組み【採用試験報

告書のWEB上での閲覧、「企業とつながる名刺交換会」

の実施、「ビジネス・コミュニケーション」の開講】

に着手したことは評価できる。また、今年度日本航空

（株）客室乗務員のインターンシップの学校推薦枠を

獲得することができた。県内で実施できているのは本

学のみであり、航空業界への就職を望む学生獲得にも

つながることが考えられる。継続した取り組みを期待

したい。

38 Ⅳ－２①　 学内外の個人及び組織との連携・共通理解に基づいた修学支援

・他大学や学外の諸機関と連携した支援等を通じて、障がいのある

学生に対する修学支援及びキャリア支援の体制・内容の充実を図

る。

・学生サポーターを安定的に確保するとともに、支援の質を向上さ

せる。

・障がいのある学生が充実した学生生活を送れるよう、教員、学

生、地域住民等を対象にした講演会等を実施し、共通理解の醸成を

図る。

学生支援セン

ター

①他大学との連携（SUN-Kuma会議充実、学生

交流会の充実）

②ひだまりCaféの充実

③講演会実施

④学生サポーターの資質向上

・支援技術向上のための研修実施

・PEP-Net Japan参加

⑤障がい学生のキャリア支援の体制・内容の

充実

①他大学の障がい学生支援部署との連携会議である「SUN-

Kuma会議」は、今年度も6大学で毎月開催している。各大学

のサポート体制や支援方法などについての情報共有の場と

なっている。熊本市重度訪問介護利用者の大学修学支援事

業においては、昨年に引き続き熊本市担当課員を9月のSUN-

Kuma会議に招き、学生の声を市担当者に届けるとともに、

よりよい支援を行うために意見交換を行った。学生交流会

については、開催されなかったため、次年度の実施に向け

て各大学と協議したい。

Ⅱ Ⅲ

②今年度は、諸事情により実施できなかったが、発達障害

学生の居場所作りのためにも、次年度の実施に向けて準備

を進めたい。

③今年は、九州看護福祉大学　キャンパスソーシャルワー

カーの雪田貴史　氏を講師に招き「精神疾患学生の対応と

大学の組織的対応」についての研修会を実施した。近年増

加傾向にある精神疾患のある学生についての理解を深め、

グループワークを通して思いに寄り添った支援の在り方な

どについて研修した。

障がいのある学生への支援

学生一人ひとりのニーズに応じたきめ細やかなキャリア支援・就職

支援

・学生が異文化圏体験学修、グローバル志向企業へのインターン

シップ等を通じて身に付けた資質・能力を活用できるようなキャリ

ア支援を拡充する。

・熊本県内の企業等への就職を活性化し、“くまもと”の地域に貢

献する。

・関東における就職を希望する学生に対して、本学の協定校である

三鷹のルーテル学院大学との連携を図る。

・学生がその後の人生において豊かなキャリアを重ねられるよう支

援する。

【評価できる点】

①年度計画は全般的に積極的に取り組まれ、成果を上

げている。

②熊本市重度訪問介護利用者の大学修学支援事業にお

いて、制度を利用している学生の声を市担当者に届け

るとともに、よりよい支援を行うために意見交換を昨

年に引き続き行ったこと。

③9月に開催されたPEP-Net Japanシンポジウムで、サ

ポーターSHIP-Sの活動をポスター発表し、「ベストプ

ラクティス賞」を受賞するなど、その取り組みが評価

されたこと。

④障がい学生のキャリア支援の体制・内容の充実」に

ついて、ヤングハローワークと連携し、障がい学生向

けの「障がい学生のためのキャリアセミナー」を開催

し4人が参加したこと。
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④支援技術向上のための研修実施として、9月11日(木)12日

(金)に要約筆記者養成講座を開催した。9名のサポーター

SHIP-Sの学生が２日間を通して聴覚障害についての基礎知

識や支援技術を学んだ。

・9月に開催されたPEP-Net Japanシンポジウムで、サポー

ターSHIP-Sの活動をポスター発表し、「ベストプラクティ

ス賞」を受賞した。

【改善を要する点】

・他大学との連携としての「学生交流会」及び「ひだ

まりCafé」（学生同士の交流の場）を開催できなかっ

たこと。

【課　題】

特になし

⑤ヤングハローワークと連携し、障がい学生向けの「障が

い学生のためのキャリアセミナー」を12月12日(金)に開催

し4名が参加した。講師にヤングハローワーク及びくまもと

障がい者ワーク・ライフサポートセンター縁の担当者を招

き、雇用の現状や支援事例等を学び、自身の進路について

考える機会となった。今後は就職コーディネーターと情報

交換を行い、今後の就職活動を学生主体で行いつつ、障が

い学生支援コーディネーターも学生に寄り添いながら支援

を続けていく。

【総合評価】

　全般的に積極的に取り組み、それぞれで成果を上げ

ている。ただ、今年度については、2022年度から始め

られた「ひだまりCafé」や他大学との「学生の交流

会」が実施されていないため、今後の活動に期待した

い。

39 Ⅳ－３①　 退学率ゼロプロジェクトの推進

・教職員が一体となって行う「学生支援懇談会」の機能の充実等、

学生の思いとやる気に寄り添う支援を行い、退学率を低く抑える。

学生支援セン

ター

①大学HP内に立ち上げた学生生活のサポートに関するサイ

トに、カウンセリングカレンダーを掲載した。また、障が

い学生サポートについては、「お知らせ」に今年度の情報

を追加掲載した。今後、「障がい学生サポートルームだよ

り」「保健室だより」の掲載、奨学金情報の更新を進めた

い。

Ⅱ Ⅱ

②カウンセリングルームは、年度途中で2号館2階へ移動と

なった。カウンセラーと養護担当職員が、安心して利用で

きるよう室内環境の整備を行っている。ただ、今回を含

め、過去2年半で4回の移動となっているため、定位置化を

お願いしたい。

③後期の懇談会において、教員より情報共有の方法や説明

内容等について改善の要望があったことを踏まえ、共有対

象の学生ごとにポイントを整理し、説明に必要な時間を確

保できるよう、資料構成や進行方法を見直していきたい。

④4月より、週１日キャンパスソーシャルワーカー（CSW）

を導入した。教員や学生支援課職員との面談からCSWへ繋が

るケースが多く、1日当たり3～5名の面談利用があり、なか

には毎週利用している学生もいる。また、個別面談とあわ

せて、ハローワークや障がい学生対象の就職説明会への同

行など、学外業務も増えており、支援の幅は広がる一方、

業務量がかなり増えている状況である。

40 Ⅳ－３②　 ラーニングコモンズの充実

・学生の主体的学習の場として、ラーニングコモンズの積極的な活

用を展開する。

総務課 ①新入生オリエンテーションプログラムに組

込む。

②授業等で活用方法の実践

③アンケート等を継続して、改善していく。

④図書館と連携し、スタッフの充実を図り、

具体的な改善策を実施する。

①昨年度に引き続き、総務課が担当する新入生オリエン

テーションについては持ち時間があらかじめ定められてお

り、時間配分の変更が困難なため、ラーニング・コモンズ

へ移動し単独での説明を組み込むことはできていない。

　一方で、2026年度からフレッシュマン・ゼミにおいて図

書館ガイダンスが復活したことを受け、フレッシュマン・

ゼミの施設見学時に、図書館と併せてラーニング・コモン

ズの説明を行う方向で、図書館および教務課と調整を進め

ている

Ⅱ 【評価できる点】

①昨年度に引き続き、総務課図書館担当者がラーニン

グコモンズ担当も兼任し、日常的に２回程度巡回し、

規程に反した利用方法の学生には見つけ次第注意を

行っていること。

②利用者アンケートをラーニングコモンズ机上に掲示

した二次元バーコードにより回答できるよう工夫した

こと。

Ⅱ

①大学ホームページに学生支援課のサイトを

立ち上げる。

（「障がい学生サポートルームだより」「保

健室だより」カウンセリングカレンダー、奨

学金のお知らせなど）

②保健室業務関係の環境整備

・カウンセリング、体調不良者への対応など

③学生支援懇談会で共有する学生情報の集約

と情報共有。

④キャンパスソーシャルワーカーの活用

学修支援・生活支援

【評価できる点】

①大学HPの「学生生活のサポートに関するサイト」に

カウンセリングカレンダー及び「お知らせ」として障

がい学生サポート情報を掲載したこと。

②学生支援懇談会（後期）について、教員より要望の

あった情報共有方法や説明内容等についての改善課題

が明確になったこと。

③キャンパスソーシャルワーカーが導入されたこと。

【改善を要する点】

①今年度の計画（「障がい学生サポートルームだよ

り」「保健室だより」）が検討だけにとどまり実施で

きなかったこと。

【課　題】

①気軽に相談できるように設けられたカウンセリング

ルームが、３号館の研究室に囲まれた利用しやすいと

は思えない場所に年度途中に変更（２年半で４回）に

なったこと。

②前年度の課題であった、新たなチーム体制（CSW,障

がい学生サポート担当、養護教諭、奨学金担当）によ

る学生相談室の機能を高める取り組みの成果（情報共

有も含め）が見えないこと。

【総合評価】

　キャンパスソーシャルワーカーを導入し、学生への

支援の幅が広がったことは評価できる。業務量の増加

等、課題もあるため検討しながら活用をお願いした

い。２０２１年度から準備していると記載されている

「障がい学生サポートルームだより」、「「保健室だ

より」、「奨学金情報」については、いまだ実現でき

ていない。今後に期待したい。
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② 開設当初より、学生の主体的・協働的な学修活動の場と

して活用されている。具体的には、グループで取り組む課

題の作成、個人課題について学生同士が相談しながら進め

る学修、さらには学生が自主的に集まり実施する国家試験

対策の勉強会など、学生がそれぞれの目的や用途に応じて

柔軟に利用している。

また、授業以外の活用としては、2025年12月4日に開催され

た大学モニター会議において会場として使用した実績があ

る。加えて、サークル活動（自閉研、ダウン研、金曜教

室）においても、定期的な活動の場として継続的に利用さ

れている。

一方で、正規の授業を実施するなどの直接的な教育活動

としての活用については、これまで申込みがなく、実施に

は至っていない。

【改善を要する点】

①2024年度の振り返りのなかで「2025年度はフレッ

シュマンミーティングの施設見学時に図書館・ラーニ

ングコモンズの説明を行いたい。」と記載されている

が、説明実施の有無および方法について記載されてい

ないこと。

②新たな取り組み（二次元バーコード利用）が行われ

たにも関わらず、利用者アンケートの回答率が5.1％

（36/702）であったこと。

【課題】

①利用者アンケートの回答率が5.1％と低く、継続課題

であった「利用していない学生の実態を明らかにして

対応する」ことのみならず「利用している学生評価」

も十分に検証できていない。前年度も指摘したが、

Student　Voice委員会などと協力しながら多くの学生

の意見を反映できるような改善が望まれる。

③過去4年間にわたり継続的に利用者の意見を施設運営およ

び環境改善に反映させるため利用者アンケートを実施して

いる。2025年度においても、Active Academyおよびラーニ

ング・コモンズにおいてアンケートを実施した。

これまでのアンケート結果を踏まえ、電源設備の増設、プ

リンターの設置、机・椅子の増設など、利用者のニーズに

即した具体的な施設改善を段階的に行ってきた実績があ

る。

【総合評価】

　他大学では図書館内に併設された形態で運用されて

いるラーニングコモンズを参考にせず、本学独自の

ラーニングコモンズの利用方法や運営をしていくため

には、回収率5.1％の学生アンケートの結果から検証す

るための根拠となるデータとしては不十分であると思

われる。どのように評価し、対応していくのか具体的

な検討や改善を行っていただきたい。

　2025年度のアンケートについては、ラーニング・コモン

ズ利用中に回答できるよう、机上に二次元バーコードを掲

示するとともに、利用者への直接的な声掛けを行った。そ

の結果、702名中36名の回答があり、回収率は5.1％であっ

た。回答数は十分とは言えないものの、一定の利用者意見

を把握する機会となった。

　今後は、これらのアンケート結果に加え、Student Voice

委員会主催のアンケート結果も参考とし、より多角的な視

点から改善点の把握に努めていく。また、事務部門におい

て対応可能な換気等の環境改善については、具体的かつ速

やかに対応していく方針である。あわせて、学生相互の快

適な利用環境の向上を目的として、利用マナー等に関する

注意喚起の掲示についても、より見やすく効果的な方法で

実施していく。

④本学においては、総務課の図書館担当者がラーニング・

コモンズ担当を兼任し、日常的に1日2回程度の巡回を行っ

ている。巡回時には、規程に反した利用が確認された場

合、速やかに学生へ注意喚起を行うなど、適切な利用環境

の維持に努めている。

　図書館とラーニング・コモンズそれぞれの特性に応じた

学習スタイルの棲み分けが、学生の間で自然に形成されて

いる。具体的には、図書館は静穏な個人学習の場として、

ラーニング・コモンズは意見交換やグループ学習、協働的

な学修活動を行う場として機能しており、今後もラーニン

グ・コモンズについては、学生同士の対話や協働を促進す

る学修環境としての活用を重視していく。

　一方で、大学予算の制約や総務課職員の業務量を踏まえ

ると、ラーニング・コモンズに専任スタッフを配置するこ

とは現時点では現実的ではなく、人的体制の大幅な充実は

見込めない状況にある。そのため、運営方法や利用ルール

の工夫による質的な改善を図ることが重要な課題である。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

　これまでに、熊本保健科学大学および熊本学園大学の

ラーニング・コモンズの見学を行っており、いずれも図書

館内に併設された形態で運用されていることを確認した。

これらの事例を参考にしながらも、単なる模倣にとどまら

ず、本学の施設規模や学生数、学修ニーズに即した独自の

ラーニング・コモンズの利用方法や運営の在り方につい

て、引き続き検討を進めていく。

　今後は、限られた人的資源の中でも効果的な運営が可能

となるよう、利用方法の工夫やルールの再検討、学生への

周知方法の改善等を通じて、ラーニング・コモンズの教育

的価値の向上を図っていく。

41 Ⅳ－３③　 学生の意見を反映させた生活支援の充実

・Ｓｔｕｄｅｎｔ’ Ｖｏｉｃｅ委員会、自治会等を通じ、学生の意

見を反映させた生活支援の充実を図る。

学生支援セン

ター

①Student Voice委員会の活動支援

・大学側との意見交換の場を設け、学生の声

を届ける。

②学生自治会活動支援

・学生活動の活性化

③大学コンソーシアム熊本学生企画委員会へ

の積極的な参加

①Students’voice委員の募集を6月から5月へ前倒しして行

い、7名（1年生1名、2年生1名、3年生5名）の委員が集まっ

た。委員の学生で会議を重ね、学生の声を集めるために

Googleフォームを使って、施設や講義についてなどの分野

に分けてアンケートを実施した。集められた意見について

は、大学側へ要望として示し、改善を求めている。要望に

対する各部署からの回答を取り纏め、今年度中に学生へ掲

示、Active Academyにて回答予定である。また、大学モニ

ターへ5名の委員が出席し、意見交換を行った。

Ⅲ 【評価できる点】

①Student Voice委員会の発足時期が少しずつ早くなっ

ていることもあり、さらに活動が充実してきたこと。

②学生自治会活動として実施されたスポーツデー（5月

末）、学内献血（6月、12月の2回実施。65名のうち骨

髄バンク登録23名）、のいばら会のホームカミング

デーとの同時開催となった学園祭（11月）など、学生

支援課が学生自治会との密な打合せ及び活動を支援

し、学生自治会活動の活性化につながったこと。

Ⅲ

②学生自治会と話し合いながら学生活動の活性化に努め

た。5月末に開催したスポーツデーは、一般学生の参加も多

く、主催した学生自治会も大変充実した活動となった。11

月に実施された学園祭は、イベント毎に実行委員が主体と

なり準備を行っており、会議に学生支援課から参加するこ

とで活動支援を行っている。また、同窓会のホームカミン

グデーと同日開催となるため、のいばら会と学生自治会と

の打ち合わせにも立ち会った。

③大学コンソーシアム熊本学生企画委員会へ２名の学

生が積極的に参加し、他大学の学生と交流を深めてい

ること。

【改善を要する点】

特になし

【課　　題】

特になし

6月と12月に行った学内献血においては、93名が受付を行

い、うち65名が献血を行い、骨髄バンクへ23名が登録し

た。

③学生自治会から2名の学生が参加しており、会議に出席

し、他大学の学生と交流している。10月にはコンソ学生企

画委員会主催の体育大会が開催され、本学学生も委員とし

ての役割を担い、準備を行った。3月にはバスツアーが企画

されている。

次年度は、学生自治会へ依頼するのではなく、広く学生全

体へ募集し、企画・運営に興味を持ち、他大学との交流に

積極的な学生を選出したい。

42 Ⅴ－１①　 研究事業の推進、新たな研究拠点の構築・展開

・研究ブランディング事業推進本部を中核として、「フィンランド

の社会」をテーマとする研究等、新たな研究拠点を構築・展開す

る。

研究ブランディ

ング事業推進本

部

・研究拠点となった事業の充実を図る。 ・科学研究費及び個人研究費を活用し、三井准教授がフィ

ンランドに2回、坂根准教授が1回、高野教授が1回渡航し、

現地調査及び現地での研究者との交流等を行い、今後の研

究活動の強化につながる活動を行っている。

Ⅱ 【評価できる点】

①フィンランドを拠点に研究する教員が継続して渡航

し、研究活動が実施できていること。

【改善を要する点】

①２０２４年度継続課題

【課　題】

①地域連携推進委員会と共同した公開講座などの検

討・実施。

Ⅱ

・保育・幼児教育専攻において「フィンランド研修」（10

月2日～8日／1 週間／参加者8名（うち引率教員1名））を

実施した。今年度からは、単位化を外し、専攻独自のもの

とし、学生が1年次から参加できる早い段階からの学習効果

が期待できる研修となった。その後、12月のフィンランド

渡航（三井准教授のみ）では、関係者と研修における活動

を継続する方向で内容を検討した。学生の教育とともに

フィンランドにおける研究拠点構築の強化を図ることとし

た。

【総合評価】

　フィンランドを研究拠点とする教員が現地調査、交

流を実施できており、新たな研究計画にもつながって

いることは評価できる。それらの成果を公開講座等で

地域に還元していくことが求められているため、他部

署と連携しながら実施方法について検討をお願いした

い。

ヘルシンキ大学との交流や保育現場との交流を継続的に

深めることができている。

2025年春から、三井准教授とヘルシンキ大学Kuusisto教

授が、共同研究で「学生のライフヒストリーに関する研

究」をスタートさせた。今後の研究等に、大いに反映させ

る計画である。

学科等の垣根を超えた研究の推進による新たな拠点の形成

【総合評価】

　学生の意見を反映させた生活支援の充実のため、

Student Voice委員会の活動が定着し、広く学生の声を

聞き取る活動が継続実施されていることは評価でき

る。また、学生支援課が学生自治会との密な打合せ及

び活動を支援していることも評価できる。
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・他の研究拠点（これまで研究ブランディング事業推進本

部において管轄してきたプロジェクト（①子育て支援事

業，②障がいのある児童・生徒への科学教育事業，③学校

で苦戦する子どもたち，その保護者，教師に対して適切な

対応を行うための教育支援事業など））について

①については、「地域連携事業」としてビジョンⅦ（地域

貢献）の中で（Ⅶ-１-①など）で進捗管理してはどうか。

②及び③については、担当教員の退職等の事情により、事

業が終了したものとする。

　なお、新たな研究拠点の構築ついては、学長室会とも連

携し、その要否も含めて継続的に検討していくこととす

る。

根拠資料

・出張報告書

43 Ⅴ－１②　 現場と連携した異職種協働研究の強化

・英語教育・保育・教育・福祉等の現場と協働した研究や異職種協

働の研究を強化する。

人文学科

心理臨床学科

①研究ブランディング事業の活性化、成果報

告

②協働研究の実施

③効果的な教員養成に関する研究の実施

④組織的研究の支援のための環境整備の完了

（2）心理臨床学科

①合志市におけるヤングケアラー事業については、2025年

度中の協力依頼はなかった。

②協働研究の実施は、2025年度実施はない。

③研究ブランディング事業に位置づけられる研究事業とし

て、高野教授がフィンランドにおける教育と福祉の連携に

関する研究を実施しており、2025年度は、渡航による

フィールド研究を実施した。

④は2021年度以降、人文学科のみ該当し、記載。

Ⅱ 【評価できる点】

①管理台帳に記載はないが、合志市での子育て支援事

業は継続して実施できていること。

【改善を要する点】

①人文学科の取組についての記載がないこと。

【課　題】

①実施している取組について記載すること。

②取りまとめ部門を再度検討すること。

Ⅱ（記載

がないた

め実質評

価不可）

【総合評価】

　本計画は、それぞれの学科・専攻において現場と協

働した異職種協働の研究を強化することが目的となっ

ている。

学科・専攻での取組内容が管理台帳に記載されていな

いため詳細は不明であるが、それぞれに取り組まれて

いると推察する。今後は取組の記載をお願いしたい。

　

44 Ⅴ－２①　 大学間連携による共同研究の推進

・研究分野の類似した国内外の大学と連携協定を結んで、共同研究

を推進する。

人文学科

心理臨床学科

・共同研究機関との連携協定に基づいた研究

成果の発表（共同研究報告書作成）、課題の

抽出及び研究成果を次につなぐ共同研究の検

討

心理臨床学科

　科学研究費の支援を受けて現在実施されている共同研究

の実態把握について、2023年度把握した5件の課題のうち

2025年度は、2023年記載研究のうち、（１）（５）の2件が

継続中である。

Ⅱ 【評価できる点】

①心理臨床学科において教員レベルでの共同研究の実

態把握ができ、共同研究が実施できていること。

【改善を要する点】

①人文学科の記載がないこと。

【課　題】

①取組の記載をすること。

【総合評価】

　心理臨床学科においては、大学間での共同研究実施

は困難であることから、教員レベルでの共同研究を目

標として、現状把握を行った結果、共同研究が継続し

ており評価できる。人文学科においても教員レベルに

おいては、共同研究が実施されていることが推察でき

るため管理台帳に詳細を記載いただきたい。

Ⅱ（未記

載の部分

があるた

め実質的

には評価

不可）

45 Ⅴ－２②　 大学院生及び学生の研究力を引き出す支援の強化

・指導教員による支援の下で、大学院生及び学生による研究を活性

化し、その研究力強化を図る。

人文学研究科

心理臨床学科

（人文学研究科）

修士論文に基づいた論文の学内紀要掲載奨励

（継続）

（人文学研究科）

M２学生5名について、11月学位論文発表会を経て、12月最

終提出後2月最終判定が行われた。それぞれ研究倫理を守り

研究が遂行され、全員学位が認定された。。

・M1学生5名は11月にポスターによる中間報告を行い、順調

に研究が行われている。

・学内紀要論文については掲載がなかった。担当教員が合

理的配慮の対応に追われ多忙であったことも要因の一つに

挙げられる。

Ⅱ 【評価できる点】

①大学院生対象者の全員に学位が認定されたこと。

【改善を要する点】

①学科の記載がないこと。

【課　題】

①２０２４年度継続課題

②担当教員の負担軽減策について検討すること。

③大学院生の投稿先について検討すること。

Ⅱ

学内外での共同研究の推進
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（根拠資料）

Ⅴ２②―１　2025年136回大学院研究科委員会議事録

Ⅴ２②―２　2025年度17回大学院研究科委員会議事録（作

成中）

【総合評価】

　人文学研究科において、それぞれ研究倫理を順守

し、研究を遂行しできたこと、また学位が認定された

ことは評価できる。担当教員の負担については今後も

継続した課題となってくることが推察されるため、対

応策を検討いただきたい。また、学内紀要論文（心

理・教育・福祉研究）が廃止となるため、学内紀要

Visioも含め、大学院生の論文投稿先もご検討いただき

たい。

（学部）

・地域社会の各種団体との　共同研究のさら

なる推進

・過年度の反省を基に、学生による地域

フィールドワークのさらなる推進

・過年度の反省を基に、学生による地域

フィールドワークの推進

・成績評価ガイドラインに基づいた成績分布

の継続検証

・ルーブリック指標の適切性の継続検証、

ルーブリックに基づいた卒業研究指導の改善

案の策定

（心理臨床学科）

・学生による地域フィールドワークのさらなる推進とし

て、西ゼミ卒業研究において、地域防災活動の現状と課題

に関する考察—地位活動に参加してー大学周辺の黒髪地区に

おける運動会や各種地域活動への参加、防災種目の提案・

運営を通じて地域防災活動の現状と課題について検討した

内容を報告した（V202①

卒論発表会レジュメ：西ゼミ）

・第10回学科会議にて卒業研究の在り方について検討を行

なった。

根拠資料

V202①卒論発表会レジュメ（西ゼミ）

V202②2025年度第10回学科会議

Ⅲ Ⅲ

46 Ⅴ－２③　 研究施設の充実・展開

・こころとそだちの臨床研究所の在り方を見直し、学科を超えた研

究施設として積極的な活動を展開する。

こころとそだち

の臨床研究所

教育、保育、心理的支援、ソーシャルワーク

等の学際的な学内共同研究の計画実施

１）合志市との包括協定に基づく活動について

・地域の家族見守りサポーター事業は合志市広報誌にて参

加者を募集しており、各回午前と夜間の2回ずつ講演を実施

した。受講申し込み23名、サポーターカード交付19名。

第1回10月15日「こどもを取りまく現状」永野典司教授

第2回10月21日「虐待児のこころと身体について」古賀香代

子教授

第3回10月27日「地域における気づきと支援」岩永靖教授

Ⅱ 【評価できる点】

①合志市との連携が継続していること。

②「臨床実践の基礎講座」を学外も対象として実施で

きたこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

熊本市こども発達支援センターとの連携強化

Ⅱ

２）相談研修員について

・相談研修員登録の５名に対し定期的なスーパービジョン

を行い。こころとそだち臨床研修所主催の研修会へ無料参

加などリカレント教育を実践した。次年度の登録者を募集

中であり、登録継続の申し込みもあり、制度を継続してい

く。

【総合評価】

　合志市との連携が継続し、また、こころとそだち臨

床研究所主催講座を学外に向けても開催することがで

きたことは評価できる。次年度より熊本市こども発達

支援センターの心理検査を受託予定であることから、

熊本市と連携した活動の展開を期待したい。

３）こころとそだちの臨床研究所主催「臨床実践の基礎講

座」を大学院修了生、大学院生、相談研修員、公認心理

師、臨床心理士等の心理専門家を対象とした7月より月1

回、合計6回開催した。

４）3月17日に保育ソーシャルワーク研究所主催の研修会へ

古賀教授が講師協力を行う予定である。

５）熊本市こども発達支援センターから心理検査委託の提

案を受け、2026年度よりジャニスで受託する予定である。

大学院学内実習施設として心理検査の実施数が増え学内に

おける実習の機会が充実していくことと、児童福祉・教育

における熊本市との連携強化が見込まれる。

（根拠資料）

Ⅴ２③－１　サポーター養成講座チラシ

Ⅴ２③－２　広報こうし9月号P07

Ⅴ２③－３　R7地域の見守りサポーター養成講座アンケー

ト結果

Ⅴ２③－４　研修相談員制度ポスター2026年度

Ⅴ２③－５　ジャニス相談員登録

Ⅴ２③－６　「こころとそだちの臨床研究所」研修会・講

演会案

Ⅴ２③－７　臨床実践の基礎講座案内

Ⅴ２③－８　臨床実践の基礎講座実績

Ⅴ２③－９　熊本市こども発達支援センター打合せ記録

（２０２６年１月９日）

Ⅴ２③－10　【議事録】２０２５年度第１回こころとそだ

ち臨床研究所運営委員会（２０２５年４月２９日開催）
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

47 Ⅴ－３①　 研究費の戦略的配分

・科学研究費補助金等の獲得・申請者に対するインセンティブの強

化、共同研究費制度の策定・運用、教育改革・研究奨励制度の奨励

金の拡充等、研究費を戦略的に配分し、効果的に活用する。

研究ブランディ

ング事業推進本

部

１）-１ 研究等助成制度の実施状況

　〇４件の応募があり、４件すべて採択した。

　〇昨年度採択者（1件）については、今年度の科研費は不

採択であったが、引き続き2026年度の科研費に申請した。

　〇今年度採択者は、全員2026年度の科研費に申請した。

１）-2 教育等助成制度の実施状況

　〇６件の応募があり、６件すべて採択した。

　〇３月に研究成果報告会を実施する。

Ⅲ 【評価できる点】

①科学研究費申請書添削サービスを導入し、９名の利

用があったこと。

②科研費セミナーを実施し、１３名の申請があったこ

と。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

添削サービスやセミナーの継続的な実施

２）科研費の実施状況及び申請・採択の推進

〇科学研究費助成事業については、2025年度は、研究代表

者５名、研究分担者３名が研究を行っている。

〇2026年度に向けて、基盤研究（Ｃ）に前年度を大幅に上

回る１３件の申請があった。

　（期末評価時点では、採択結果は出ていない）

【総合評価】

学長裁量費を活用し、新たに科研費申請書添削サー

ビスを導入し９名の利用があったこと、また科研費セ

ミナーの実施が例年の２倍を超える申請者につながっ

たことは評価できる。今年度の採択結果や利用者・非

利用者の意見を踏まえて課題を検討し、次年度実施に

つなげていただきたい。

〇科研費獲得に向けた機運を醸成し、科研費申請を促進す

るため、今年度導入された学長裁量費（戦略経費）を活用

し、外部講師による「科研費セミナー（6/19開催）」及び

「科研費申請書添削サービス」を実施した。

初めての取り組みであったが、本事業の利用者は９名と、

当初の目標（１０名）をほぼ達した。加えて、科研費セミ

ナーの効果もあり、教員の科研費申請への挑戦意欲が高ま

り、最終的には、例年の２倍を超える１３人の教員が2026

年度科研費に申請した。

　採択結果はまだであるが、科研費申請書添削サービスを

利用することによって、申請書の質の向上が図られてお

り、採択数の増加が期待される。

根拠資料

・研究推進委員会議事録

・助成金審査委員会議事録

・定例教授会議事録

・科研費セミナー実施通知（2025/6/12）

・添削サービス支援対象者一覧

48 Ⅴ－３②　 研究環境の整備

・科学研究費補助金等の競争的資金の獲得強化のための研究休暇制

度等の創設・戦略的活用、研究室の整備、留学制度の利用促進等に

より、教員が研究実績を積みやすい環境を整える。

学長室会 １）研究環境の整備策の具体化と実行

２）研究倫理（研究費不正防止も含む）教育

及び不正防止計画の実行

１）研究環境の整備策等については、研究推進委員会にお

いて、以下の取り組みを行った。

①科研費獲得に向けた機運を醸成し、科研費申請を促進す

るため、今年度導入された学長裁量費（戦略経費）を活用

し、外部講師による「科研費セミナー（6/19開催）」及び

「科研費申請書添削サービス」を実施した。

Ⅱ 【評価できる点】

①科研費申請書添削サービス利用制度を導入できたこ

と。

②研究推進週間を設定し実施できたこと。

③特別研究において、学生に対して研究倫理教育を実

施したこと。

Ⅲ

　初めての取り組みであったが、本事業の利用者は９名

と、当初の目標（１０名）をほぼ達した。加えて、科研費

セミナーの効果もあり、教員の科研費申請への挑戦意欲が

高まり、最終的には、例年の２倍を超える１３人の教員が

2026年度科研費に申請した。

　採択結果はまだであるが、科研費申請書添削サービスを

利用することによって、申請書の質の向上が図られてお

り、採択数の増加が期待される。

【改善を要する点】

①内部監査の時期が遅くなったこと。

【課　題】

①研究倫理に関するHP、研究費ガイドブックの内容の

充実。

【総合評価】

　研究活動時間確保のための推進週間を設定し、実施

できたことは評価できる。一方で、結果について分析

するためのアンケートが実施できなかったことは次年

度の課題として残った。今後の意見聴取を期待する。

また、研究倫理について特別研究のなかで学生に説明

する時間を設定し、理解を図ったことも評価したい。

内容は各教員に委ねられるが、着実な実施をお願いし

たい。

　②研究・教育等助成制度の実施

-１ 研究等助成制度の実施状況

１）研究等助成制度及び教育等助成制度等を

効果的に活用し、本学の研究力を強化する。

２）科研費等の外部資金獲得のため、教員の

意識向上を図り、申請・採択数の増加を目指

す。

研究支援の強化

Ⅲ
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

　　〇４件の応募があり、４件すべて採択した。

　　〇昨年度採択者（1件）については、今年度の科研費は

不採択であったが、引き続き2026年度の科研費に申請し

た。

〇今年度採択者は、全員2026年度の科研費に申請し

た。

-2 教育等助成制度の実施状況

　　〇６件の応募があり、６件すべて採択した。

　　〇３月に研究成果報告会を実施する。

　③研究推進週間の設定

　　今年度は、８月２４日～３０日に設定し、実施した。

　　実施の効果の検証に不可欠なアンケート調査は、今年

度は実施できなかったが、来年度以降は必ず実施すること

とした。

２）研究倫理教育及び不正防止計画の実施

①科学技術振興機構（JST）が提供する動画教材「倫理の空

白Ⅳ 研究活動のグレーゾーン２」を利用し実施した（受講

率100%）

②「学部学生」に対して全学的な研究倫理教育の提供が行

われていない現状を踏まえ、2026年度以降、各学科･専攻の

必修科目「特別研究」（3年次後期開講）において研究倫理

教育を実施し、シラバスにその旨を明記することとした。

③研究不正防止委員会・研究費不正防止委員会合同会議に

おいて、本学の公的研究費等不正防止計画の進捗状況につ

いて、報告・審議した。下記の点の改善を求められ、早急

に対応することとした。

　・教職員の意識調査の未実施→今年度中に実施

　・研究倫理に関するＨＰ、研究費ガイドブックの

さらなる充実

　　→今年度中に実施

　・内部監査の早期の実施

　　→来年度は学院の決算終了後速やかに実施（5～

6月）

　・大学・学院執行部への定期的な報告

　　→学長室会、教授会、学院常議会、理事会に報

告した。

④教育・研究費ハンドブックを用いて、全教員に対して

「教育・研究費説明会」を実施した。（5/22実施）

根拠資料

・研究推進委員会議事録

  ・助成金審査委員会議事録

  ・定例教授会議事録

　・科研費セミナー実施通知（2025/6/12）

　・添削サービス支援対象者一覧

　・研究不正防止委員会・研究費不正防止委員会合同会議

議事要録

　・公的研究費等不正防止計画（進捗状況2025）

　・教育・研究費ハンドブック

　・「教育・研究費説明会」開催通知

49 Ⅵ－１① グローバル化に対応したプログラム、公開講座等の開設

・国際的視野を持って“くまもと”で活躍し、“くまもと”に貢献

できる学生を育成するため、異文化理解を深め、地球環境や平和、

人権などに関する世界共通の課題を自分事として考える授業や講座

を実施する。

・“英語のルーテル”という本学の特色を生かし、地域の外国人と

英語でコミュニケーションできる場や、海外の文化を学ぶ公開講座

を提供する。

グローバルセン

ター

グローバル・スタディーズの授業において、

世界共通の課題や社会の変化について学ぶた

め、県内の法人や自治体などと連携する

前期：これまでに続き、JICA熊本の尾上香織氏にトンガに

ついて、ベトナムの日本人学校で教員としての勤務経験が

ある飽田中学校の速水幸紀氏にベトナムについて講話いた

だいた他、環境省の阿蘇くじゅう国立公園管理事務所 所長

笠原綾氏には阿蘇の自然保全について、またNPO法人共存の

森ネットワーク 理事長の渋沢寿一氏には自然と共存する大

切さについて講話いただき、社会のグローバル化や世界共

通の食や環境に関する課題、また自然との共存について学

んだ。

Ⅲ 【評価できる点】

①グローバルスタディーズの授業において、積極的に

地域の官民と連携しバラエティ豊かな展開を進めたこ

とは大いに評価に値する。

【改善を要する点】

①グローバルスタディーズの授業において学生の学び

を授業アンケートや提供先へのヒアリング等により確

認する必要がある。

【課　題】

①グローバルスタディーズでの学びを他の授業や大学

全体でどのように広げていくか検討が必要である。

Ⅱ

グローバルセンターの活性化
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№ 計画番号 主担当目標・計画
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後期：車いすラグビーの日本代表選手でパリのパラリン

ピックで金メダルを獲得した乗松聖矢氏には多様性や異文

化理解の大切さについて、山都町役場からは山の都創造課

の山邉剛氏と中川雄貴氏に山都町の課題やSDGsの取組につ

いて、前期に引き続きJICA熊本の尾上香織氏に加え、アフ

リカで2つの国での海外協力隊経験のある（株）アスリート

クラブ熊本（ロアッソ熊本）の古賀亮氏にそれぞれの国の

文化や課題について講話いただいた他、前期に続き、環境

省の笠原綾氏に阿蘇の自然保全について講話いただき、前

期同様、社会のグローバル化や世界共通の食や環境に関す

る課題、また自然との共存について学んだ。

【総合評価】

　グローバルスタディーズの授業において、官民を問

わず地域で活躍する多彩な人材と連携を深め講座を担

当していただくことで多彩な内容での授業展開がなさ

れたことが評価できる。一方で、その授業において学

生が「世界共通の課題を自分事として考える」機会が

どの程度与えられたのかについては今後も検証が必要

である。

（根拠資料名）

講義依頼書8名分

根拠資料（8資料）：

・   前期の招へい依頼書　4資料

・   後期の招へい依頼書　4資料

50 Ⅵ－１② グローバルセンターの整備・充実

・異文化圏体験学修等の留学相談やコミュニケーション等の場とし

て、グローバルセンターの整備・充実を図る。

グローバルセン

ター

１）県内の留学生と交流できる機会を提供す

る

２）こども園、中高、インター小との連携の

可能性について話し合いを始める。

１）昨年度に引き続き、大学コンソーシアム熊本の国際交

流部会が留学生との交流イベントとして実施している2つの

バスツアーの企画から実施までを担当させていただいた。

Ⅲ 【評価できる点】

①大学コンソーシアム熊本国際交流部会の交流イベン

トに15名の学生が参加し、他学の学生や留学生と交流

を図れたこと。

Ⅱ

　10/4（土）の「スタディツアーin山鹿」は、本学から8名

の学生（CE専攻3年生2名、2年生3名、1年生3名）が、11/29

（土）の「スタディツアーin阿蘇」には4名（CE専攻3年生1

名、2年生2名、1年生1名）が参加した。（根拠資料：報告

書）

【課題】

①こども園や中高、インター小との連携について話し

合いを保留としていること。

【改善を要する点】

①こども園や中高、インター小との連携について検討

の再開が求められる。

　また、熊本市国際交流振興事業団が主催する「第13回グ

ローバルワークキャンプ」（60名の大学生と留学生、高校

生がグループワークを行う）をActive Academyや授業内で

案内し、参加を促した。

　さらに、5月31日（土）に開催された、大学コンソーシア

ム熊本国際交流委員会による留学生Welcome partyに本学学

生が運営サポーターとして3名参加した。県内各大学に新た

に入学した外国人留学生及び他大学の国際交流に興味のあ

る学生との交流を深めた。

【総合評価】

　学生のニーズに合ったサポートや活動の提供を意図

しイベントへの参加を促している点は評価できる。グ

ローバルセンターを整備し充実させることを目指して

本学における取り組みを今後充実されたい。

根拠資料（3資料）：

・コンソーシアムからの報告書（2資料）

・グローバルワークキャンプの案内（AAでも確認可能）

充実したグローバルプログラムの提供 前期：新プログラムを含めた11のプログラムを用意し、そ

の内、5つのプログラムに合わせて16名の参加があった。

後期：前期と異なる新プログラムを含めた12のプログラム

を用意し、その内、7つのプログラムに16名が参加した。

【評価できる点】

　新たなプログラムを例年開拓し、さまざまな環境の

学生が異文化体験学修への参加を検討できる環境を整

えている点が評価できる。

Ⅲ

根拠資料（3資料）：

・結団式式次第、前期＆後期

・「2022年度～2025年度　KLCグローバルプログラム参加者

数」

【改善を要する点】

　昨年度の改善意見同様に、今後も学生のニーズ把握

のためにも新たなプログラム実施後に点検・評価をす

ることを検討されたい。

【課題】

特になし

【総合評価】

　異文化体験学習について新たな留学先と連携した

り、新たなプログラムを学生に提供したりと積極的な

展開が見られ評価できる。今後、新たなプログラム実

施後に点検・評価を実施した上で、学生のニーズに、

より合致した内容を検討し、さらに幅広い学生に学び

の機会を与えていただきたい。

Ⅲ

学生の派遣

51 Ⅵ－２①　 異文化圏体験学修プログラムの充実

・英語圏以外の大学、教育機関等との国際交流等を含め、留学先や

留学プログラムを新規開拓し、異文化圏体験学修プログラムの充実

を図る。

・姉妹校である「ルーテル学院大学」と連携し、単位互換制度の一

環として、新たな海外ボランティア活動プログラムを開設し、学生

が国際社会への奉仕を体験できる機会を拡充する。

グローバルセン

ター
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52 Ⅵ－３① 外国人留学生の受入れ促進

・外国人留学生の受入れのためのシステム（入試制度、交換留学制

度等）を再構築する。

学務・入試セン

ター

外国人留学生の受入のためのシステム（入試

制度、カリキュラム、交換留学制度等）

本年度は、児童教育専攻が、外国大学との交流プログラム

の実施を検討し、 Memorandum of Understanding（MOU）に

向けた協議を行った。協議内容等は以下のとおりである。

Ⅱ 【評価できる点】

①児童教育専攻が国立台北教育大学とMOU締結に向けた

協議を開始したこと。

②大学コンソ主催の「留学生のための大学進学相談

会」に担当者が参加したこと。

Ⅲ

・協議先：国立台北教育大学（NTUE）

・内容：（KLCから）

一週間程度の短期滞在型学修活動等。児童教育専攻の10～

20名程度派遣し，多文化理解，小学校授業見学，学生交

流，大学講義参加等

　保育幼児教育専攻の所属学生への短期滞在型ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

　（ NTUEから）

短期～中期 （１セメスター）の学生交流

今後、双方で協議を重ねながら、交流内容の具体化および

実施方法の詳細を詰め、MOU締結に向けた手続きを進める予

定である。この　取組は、将来的に、留学生の受け入れの

拡大に繋がる事業として　期待される。

また、本年度は、外国人留学生選抜の周知、募集活動につ

いて、大学コンソーシアム熊本主催「留学生のための大学

進学相談会　（オンライン）」に参加した。日本語教育を

行う専門学校等の参加　があったが、こちらも、留学生の

受け入れに繋がるものと考えられるため、継続して参加し

たい。

53 Ⅵ－３② 英語表記の充実

・教務委員会及び入試委員会と連携して、外国人留学生向けに本学

ホームページの英語表記を充実させる。

・外国人留学生を踏まえたシラバス、学生向け案内文書等の日英表

記化を実施する。

グローバルセン

ター

１）本学ホームページの英語表記を充実させ

る。

２）外国人留学生を踏まえたシラバスの日英

表記化を実施する。

１）ホームページの英語表記に関しては、学長メッセー

ジ、沿革、理念及び一部のトピックスのみ英語表記して運

用を行っている。

Ⅱ 【評価できる点】

①留学生WGを設置し、海外留学生の誘致に関する議論

を開始したこと。

【改善を要する点】

特になし

Ⅱ

２）シラバスに関しては、外国人留学生が在籍していない

こともあり、授業科目名のみシラバスに表記している。な

お、必要時はブラウザ上での自動翻訳機能を使って授業内

容を理解させ、必要時には教員がサポートする方向で検討

を進めている。

【課　題】

①HPの英語表記範囲の拡大の必要がないか、英語以外

への翻訳は必要ないかなど検討していただきたい。

現在、留学生WGを設置して、海外からの留学生を誘致（入

学）するために必要な手続きや在学中の支援策を検討中で

ある。

【総合評価】

　現在行われているHPの英語表記について検討され十

分か引き続き確認いただきたい。また他言語への翻訳

についても検討いただければと思う。外国人留学生に

ついてはWGと連動し必要性に応じた対応を検討してい

ただきたい。

54 Ⅶ－１①　 地方自治体等への委員・講師の派遣等の拡充

・本学の知的資源を活用した地域貢献活動として、地方自治体（教

育委員会、学校、社会福祉協議会等を含む。）等への委員、講師、

対人援助職の派遣等を拡充し、社会貢献活動の更なる活性化を図

る。

地域連携推進セ

ンター

・教員の研修提供領域を具体的に提示するこ

とで、地域の研修ニーズに応じ、講師派遣の

活性化を図る。

・教員の専門性を活かし、地方自治体等からの委嘱を受

け、22人が延べ76の各種委員に任命されている。また、コ

ンソ熊本主催の「キャンパスパレア」をはじめ、研修会講

師や審査委員等として、24人をのべ96回派遣した。（1月末

現在）

Ⅲ 【評価できる点】

①地方自治体等への委員・講師等の派遣や合志市との

包括連携協定のもと講座や研修の実施、昨年度、新設

の「職員・PTA研修サポートbyルーテル」の講師派遣を

着実に継続していること。

Ⅲ

・2024年度に引き続き、熊本県内の学校、園、団体等の事

業所における、職員やPTA研修の支援のために、「職員・

PTA研修サポートbyルーテル」事業による本学教員の派遣を

行った。全教員に講座提供を求め、作成した一覧表を県教

育委員会や県保育会を通じて配布した。またホームページ

にも情報を掲載して、地域の事業所が活用しやすいように

した。報告時点（1月末現在）で7事業所より要請を受けて

おり、6回の派遣が完了し、1件の開催を予定している。

【改善を要する点】

①2024年度同様、合志市以外の包括連携協定を継続し

ている菊池市や和水町との事業についても進捗状況を

記載すること。

【課　題】

①中間評価の課題に挙がっているように、研修サポー

ト事業等の周知が広くなされるための効果的な広報の

あり方について検討をしていただきたい。

地域社会の知的基盤としての地域貢献活動の充実

外国人留学生の受入れ

【改善を要する点】

 特になし

【課　題】

①児童教育専攻により始まった取り組みを進めるとと

もに、グローバルセンターとしてどのようにサポート

していくのか、今後の本学における留学生受け入れに

ついて引き続き検討が必要である。
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・菊池市、合志市、和水町及び菊陽町との包括連携協定を

継続して締結している。地域の見守りサポーター養成講座

（合志市）については2015年度より継続して実施し、本学

教員3名による講座を３回実施した。受講者は19名であっ

た。 2025年2月19日（水）10時～12時　合志市総合セン

ターヴィーブル2階会議室にて、地域の家族見守りサポー

ターフォローアップ研修として、サポーター研修修了者9名

に対して、「ひとりひとりの強みを活かした地域の見守

り」というテーマで講義・グループワークを行った。

【総合評価】

　引き続き地方自治体等への委員・講師等の派遣や昨

年度新設されたサポート事業の講師派遣を計画的に進

めていることが評価できる。また、地方自治体との包

括連携協定で合志市との事業は長期間継続されている

一方、他の自治体との各活動の現状を明らかにして見

直す必要がある。今後は、中間評価をふまえてこれら

の活動の広報のあり方を検討し、地域貢献活動の拡充

を期待する。

55 Ⅶ－１②　 産学官連携事業の実施

・研究ブランディング事業推進本部を中心に、地域社会の知的基盤

として、行政機関、熊本県内の企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等

と産学官連携事業を実施する。

研究ブランディ

ング事業推進本

部

・2024年度年度に実施した総括的自己点検及

び評価に基づき，改善点を明らかにする。ま

た，質向上に向けた施策の検討を行う。

・熊本県子ども家庭福祉課、（社福）熊本県ひとり親家庭

福祉協議会と本学の地域連携推進センターが連携して、

「地域の学習教室」「子どもカフェ」事業に教室を提供

し、「ルーテルこひつじ教室」として本学学生による支援

を2024年1月より開始し、現在週１日2名の小中学生に対し5

名の学生が支援を行なっている。

Ⅲ 【評価できる点】

①心理臨床学科のみならず今年度は人文学科からも地

域連携事業への参加がみられたこと。

②包括協定を結ぶ合志市と継続し11年目を迎える「地

域の見守りサポーター養成講座」の振り返りを実施し

たこと。

Ⅲ

・自治体との地域連携事業として、包括協定を結んでいる

合志市の「地域の見守りサポーター養成講座」が今年度11

年目を迎えた。現在、3名の教員（古賀香代子教授・岩永靖

教授・永野典詞教授）が講師として講話を行なった（根拠

資料：Ⅰ21②—②合志市地域の家族見守りサポーター養成講

座案内）

【改善を要する点】

①中間評価で見直しの提言があったように、Ⅶ－１の

３計画に重複がみられるため統合の検討をすること。

【課　題】

①「地域の見守りサポーター養成講座」の振り返りを

ふまえ、質向上のための評価と課題を明確にすること

・岩永教授が合志市女性・こども支援協議会の会長を務

め、「地域の見守りサポーター養成講座」等の振り返りを

行った。

根拠資料

Ⅶ10②–①　Ⅰ21②—②と同様資料

【総合評価】

　昨年度の改善点に挙がっていた、地域連携事業への

人文学科の参画もみられより全学的な取り組みとな

り、長期的な活動についての振り返りも実施したこと

は評価できる。この振り返りでの課題を活かし、産学

官連携事業の展開を期待したい。また、中間評価をふ

まえ、内容が重複しているⅦ－１の３計画の整理・統

合が必要である。

56 Ⅶ－１③　 公開講座や講習会等を通じた社会人の学びの場の創出

・ 地域連携推進センターと連携して授業開放を推進するとともに、

社会人（本学卒業生及び修了生を含む。）の学び直しに対するニー

ズに応える公開講座や講習会等を開設する。

地域連携推進セ

ンター

・本学の特色を生かしたテーマによる公開講

座の参加者を2020年度比130％となるよう，

講座内容を工夫する。

・地域社会に対する理解を深めるために学生

が主体的に地域に関わり、課題解決に取り組

む授業の充実を図る。

・地域社会に対する理解を深めるために学生が主体的に地

域に関わり、課題解決に取り組む授業の教育効果について

測定し，改善点を明らかにする。また明らかになった点を

改善した計画を策定し，次年度へ引き継ぐ。

Ⅲ 【評価できる点】

①リカレント講座の参加者数が共に増加傾向であり、

広報の場を広げる等工夫もみられること。

Ⅲ

・1年次選択科目「熊本地域活動サービスラーニング（以

下SL）」、2年次以降選択科目「熊本地域活動サービス

ラーニング・サポート（以下SLS）」の開講。SLSは、昨

年度SLを履修した学生及び、ボランティア活動に積極的に

参加してきた2年次の学生が、1年次のサービスラーニング

履修学生をサポートしながら共に地域活動に参加すること

を目的としている。SL（履修41名）・SLS（履修17

名）。

【改善を要する点】

①管理台帳の「熊本地域活動サービスラーニング」や

介護等体験実習については在学生への授業のため本計

画「公開講座や講習会等を通じた社会人の学びのため

の創出」の目的と合致するか検討をすること。

【課　題】

①公開講座の質の点検・評価。

　主な流れは、オリエンテーションに続き、集中講義とし

てSL・SLS 交流会で1年生と2年生のバディ決定。バディ

を組んだ（1年と2年）でコミュニケーションをとりながら

ボランティアセンターからのボランティア情報を中心にボ

ランティア活動に参加。2月9日に報告会を予定。

【総合評価】

　2023年度から100名程増加し169名というリカレント

講座の参加者数の変化は、これまでの実施形態や広報

活動等の効果が表れたものとして大いに評価できる。

これらの取り組みに関して、量だけではなく質の点検

をおこなうことでさらなる展開を期待する。

・介護等体験実習において、福祉施設体験前の学びとし

て、熊本市が実施する「障がい者サポーター養成講座」

「認知症サポーター養成講座」を熊本市障がい者相談支援

センターウイズ、熊本市地域包括支援センターささえりあ

子飼の協力を得て実施。受講した52名の学生が地域を支え

るそれぞれのサポーターとして登録された。

・10月29日ソーシャルワーク論の講義にゲストスピー

カー（里親支援団体優里の会）を招いてオレンジリボンサ

ポーター養成講習会実施。受講した105名の学生がオレン

ジサポーターとして登録された。
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・地域貢献及び卒業生の学び直しの機会を確保するため

に、ルーテルリカレント講座として年間５回の公開講座を

開催した。各学科、専攻から講演者を選定し、金曜19:00

から対面とオンラインを併用した講座を開講した。講座の

内容は、卒業生や専門職、地域住民と幅広い対象者を念頭

に置き、各講師に検討を依頼しており、バラエティ豊かな

ラインナップとなっている。講座案内は大学ホームページ

や、パレア、男女参画センターはあもにい、各自治体の教

育委員会やルーテル教会等を通じて複数の場所に掲示、配

布し広く市民への周知を図っている。今年度実施した5回

の講座に延べ169人（対面104人,オンライン65人）の参

加があった。

57 Ⅶ－２① 大学諸施設を活用した地域との交流促進

・ボランティアセンター、グローバルセンター、大学チャペル、教

室等における地域に向けた活動を更に充実し、本学と地域との交流

を強化する。

地域連携推進セ

ンタ

1）2021年1）2）継続

2）これまでの取組みについて集約。今後の

可能性について検討

1)地域交流スペースでの「るうてるかよう会」は継続して

いる。毎回10人～12人の黒髪地区の高齢者が参加。新たな

取り組みとして9月16日にインター小の生徒たちと「るうて

るかよう会」の高齢者の交流の場として敬老会を実施し

た。

Ⅲ 【評価できる点】

①「るうてるかよう会」や「地域の学習教室」、防災

倉庫の設置の検討等、引き続き学生も積極的に参加し

て、多様な地域交流が展開し続けていること。

Ⅲ

　ボランティア情報発信にSNSの活用も継続している。LINE

グループ（2月6日現在登録221名）、ボランティアセンター

Instagram（2月6日現在フォロアー245人　今年度投稿26

件）。

　LINEグループから今年度計90件以上（リマインドを除

く）のボランティア情報を提供し、多くの学生が活動に参

加している。

2）「るうてるかよう会」の介護予防の効果を確認しフレイ

ル予防等を目的に地域交流スペースを使って11月11日と11

月18日健康教室が開催された。主催はささえりあ子飼と

ルーテルかよう会、共催は熊本市国保年金課保険事業。

④グローバルセンターにおける取り組みについても記

載をすること。

⑤中間評価の課題に挙がっていたように、学内諸施設

の借用規程に柔軟な対応ができなくなってきており、

障がい者団体等の活用見合わせのケースが散見されて

いるため、規程の整備が必要である。

　昨年度に続き今年度のクリスマス礼拝にも「るうてるか

よう会」で声かけした黒髪地区の高齢者が8名参加。音楽を

メインとした礼拝に「とても感銘を受けた」との感想をい

ただいている。今後も参加を呼びかけていきたい。可能で

あればクリスマス礼拝時の教職員クワイアに地域の方も

入って一緒に賛美していただければと考えている。

【課　題】

①多様な活動内容ゆえに、管理台帳への記載を分かり

やすく整理していただきたい（いつから継続か、新規

の活動か、内容の変更等）。

　NPO法人坪井川遊水地の会と連携し、学生企画の環境学

習、防災活動等の企画をするため定期的に打合せを実施し

ている。2023年度から始まった黒髪18町内が行う「防災マ

ルシェ」の企画運営の協力についても継続していく。

【総合評価】

　「るうてるかよう会」や防災関連等、多様な地域交

流が展開している一方、すでに支障をきたしている学

内施設貸出諸規程の整備を求める。この諸規程の検

討・整備は2023年度の課題及び中間評価でも挙がって

いたものであり、今後の地域交流活動のスムーズな運

営のためにも必須である。なお、2024年度の課題にも

挙がっていたグローバルセンターの取り組みの記載も

必要である。

　黒髪地区12町内の防災倉庫を12町内の中心である学内設

置に向けて、12町内の自治会長、防災担当者との打合せを

10月5日に行った。正門の工事のため当初の予定より遅れる

見通しであるが、災害時の協定を含めて調整していく。

　2022年度および2023年度に実施した防災運動会につい

て、2023年度と同様に、今年度も黒髪校区体育祭において

防災種目を提案・運営する形で実施した。学生たちは校区

の会議段階から参加し、黒髪小学校の児童の協力を得て競

技のデモ映像を作成するなど、準備を進めた。体育祭は10

月5日に開催された。

学生（学生団体（サークル）を含む）及び教職員による交流や支援の活性化

【改善を要する点】

①インター小の「るうてるかよう会」への参加は2024

年度から実施しており、新たな取り組みではないので

修正すること。

②地域の学習教室に関して記載が重複しているため、

修正すること。

③SNS活用や登録者数、NPO法人坪井川遊水地、防災マ

ルシェ、防災運動会については、本計画の大学諸施設

の活用との関連を示して記載すること。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

　熊本県ひとり親家庭福祉協議会の主催による、児童、生

徒への学習支援を行う「地域の学習教室」の活動場所とし

て、地域交流スペース及び教室を提供し、本学学生による

支援を昨年度に引き続き実施した。今後、KLCこどもサポー

ターの制度の取組の一環としての運営を見据えた検討を行

う。

　熊本県ひとり親家庭福祉協議会の主催による、児童、生

徒への学習支援を行う「地域の学習教室」の活動場所とし

て、地域交流スペース及び教室を提供し、本学学生による

支援を昨年度に引き続き実施した。今後、KLCこどもサポー

ターの制度の取組の一環としての運営を見据えた検討を行

う。

58 Ⅶ－２② 学生団体等への支援強化による諸活動の活性化

・本学の特色である教育・保育活動を展開する学生団体等による障

がい児・者支援、子ども支援等を更に活性化する。

学生支援セン

ター

①各団体の活動支援の把握

②学生サポーターへ、学長賞などの表彰

①「活動計画書」については、コロナ禍における活動状況

を把握し、十分な感染対策が行われているか確認する目的

で提出を依頼していたものである。現在はその必要性がな

くなったため、提出を依頼していない。

また、各団体の活動については、大学教員が顧問として指

導にあたり、必要に応じて外部団体とも連携しながら、積

極的に取り組んでいる状況である。学生の自主性を尊重す

る観点からも、詳細な活動内容を積極的に把握はしていな

い。ただ、学院内で行われる運動会やクリスマス会につい

ては、「施設使用許可申請書」の提出が必要なことから、

日時や場所、参加人数については把握できている。

Ⅲ Ⅱ

②現在、30数名の学生サポーターが活動しており、卒業式

時に4年生には感謝状授与式を行う予定である。次年度は、

活動内容および募集の説明を、職員だけではなく障がい学

生や学生サポーターに協力を依頼して新学期オリエンテー

ションや新入生オリエンテーション時に行っていきたい。

59 Ⅷ－１－１① 教員・教員組織の編成

・教員人事方針及び教員組織の編制に関する基本方針に基づき、学

科再編等の将来計画を見据えて教員を配置する。

・本学の教育研究の目的・方針に沿い、かつ、時代のニーズに対応

できる教員組織を編成する。

学長室会 １）共通教育（教養教育）の在り方、科目の

編成等を踏まえた教員の適切な配置の検討

２）大学設置基準、教職課程認定基準等を踏

まえた教員研究業績の点検

１）共通教育科目の２８年度再編（新カリキュラム）を目

標として、科目、DPの見直しを委員会で行っており、２６

年度も継続して審議することとなった。

共通教育科目において、本学「データサイエンス・AIユー

ザープログラム」科目が開講されているが、当プログラム

の必修科目については、基幹(専任)教員が担当している。

選択科目については、より専門性が求められることから、

担当教員の配置が課題となっている。

Ⅱ 【評価できる点】

自己評価にはないが、特別契約教員の退職にあた

り、将来計画を見据えた後任補充をおこなったことは

評価できる。

【改善を要する点】

共通教育科目やデータサイエンス科目、地域連携科

目等、本学が今後注力していく分野での計画的な教員

配置の検討

Ⅱ

２）教職・保育支援センター運営委員会においては今年

度、教職課程自己点検評価報告書を作成中で、今後全国私

立大学教職課程協会へ提出を予定している。今後は点検・

評価の結果に基づき、質向上を目指すものとする。加えて

教職課程の認定審査受審に向け、準備を進めることとして

いる。

根拠資料

・共通教育部会記録

・教職課程自己点検評価報告書

【課　題】

　共通教育科目の再編（新カリへの移行）を見据え

た、「データサイエンス・AIユーザープログラム」関

連の科目への基幹（専任）教員の配置。

【総合評価】

　共通教育（教養教育）については、２０２８年度再

編となり、継続して審議することとなったが、２０２

８年度に改組を行うことが決定されたので、その改組

計画に沿った共通教育の再編・見直しや教員配置の検

討をお願いしたい。

教職課程の認定審査受審に向けての準備を鋭意進めて

いただきたい。

経営ガバナンスの強化策　（教員・教員組織）

【評価できる点】

①サポーターSHIP-Sへの表彰を継続したり、新学期・

新入生オリエンテーションで職員に加え障がい学生や

学生サポーターによる積極的な広報活動を計画してい

ること。

【改善を要する点】

①昨年度からのサポーターSHIP-S継続・新規活動及び

その他の学生団体等への活動の支援に関して未記載で

あること。

【課　題】

①サポーターSHIP-Sの活動について、オリエンテー

ションでの広報を着実に実施していただきたい。

②活動内容の把握は学生の自主性の尊重と相反するも

のではなく、安心安全に取り組むためにも必要なこと

ではないか。活動内容の把握の意義を再度、検討願い

たい。

【総合評価】

　サポーターSHIP-Sへの表彰の継続や、活動参加への

学生の確保・増加のため広報の工夫を計画しているこ

とは評価できる。一方、サポーターSHIP-Sの活動が未

記載であり、今年度より各団体からの活動計画書の提

出を依頼せず施設使用許可申請書を通しての限定的な

活動（日時、場所、参加人数）の把握にとどまってい

る。今後の活動の円滑な運営のためにも最低限の活動

の内容の把握について検討を求めたい。
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60 Ⅷ－１－１② 教員人事方針に基づく適切な人事管理

・人件費等を踏まえ、教員の配置計画（職位・教員数等）について

適切に実施できる仕組みを構築する。

学長室会 １）共通教育（教養教育）の在り方、科目の

編成等を踏まえた教員の適切な配置の検討

１）共通教育科目の２８年度再編（新カリキュラム）を目

標として、科目、DPの見直しを委員会で行っており、２６

年度も継続して審議することとなった。

共通教育科目において、本学「データサイエンス・AIユー

ザープログラム」科目が開講されているが、当プログラム

の　必修科目については、基幹(専任)教員が担当してい

る。選択科目については、より専門性が求められることか

ら、担当教員の配置が課題となっている。

Ⅱ 【評価できる点】

　人件費等を踏まえた教員の配置計画について、今年

度末に退職の教員の後任として、教員経験の長い優秀

な実務家（特別契約）教員の採用ができたことは評価

できる。

【改善を要する点】

　共通教育に関して「データサイエンス・Aiユーザー

プログラム」科目に、専門性を有する教員の配置がで

きなかったこと。

Ⅱ

【課　題】

　人件費等を踏まえ、長期ビジョンを視野に入れた教

職員の人事計画を検討すること

【総合評価】

　昨年度に引き続き、共通教育の見直しはされている

が、基本方針に沿った人件費等を勘案した配置には

至っていない。

　本計画は、計画番号Ⅷ－１－１①と類似点はあるも

のの、教員の配置計画を適切に実施できる「仕組み」

の構築であるので、昨年度からの進展がみられない。

61 Ⅷ－１－２①　 経営ガバナンス体制の確立と安定した経営基盤の構築

・各部門の連携を強化し、学院全体の協力体制を構築する。

学院連絡会 1）大学基準協会の第４期認証評価方針を踏

まえた見直し

１．改正私立学校法への対応とガバナンス体制の整備

　2025年4月から施行された改正私立学校法に対応し、改正

後の寄附行為を同年4月より正式に施行した。

　また、改正寄附行為に基づき、理事選任機関を評議員会

とする体制へ移行し、当該選任機関の運営に必要な事項を

定めた「理事選任機関運営規程」を新たに制定した。これ

により、役員選任手続の透明性と公正性が一層確保され、

学院として求められるガバナンス水準の向上が図られたと

評価できる。今後は、新体制による運営状況を基に、関連

規程との整合性を継続的に確認し、安定的な運営基盤の整

備を進めていく。

Ⅱ 【評価できる点】

①改正私立学校法に対応した学院規則の改正及び新た

に規則に基づいた理事会、評議会等の開催がスムーズ

に開催されたことは評価できる。

②学院財務委員会を４回開催し、予算・決算状況、財

務上の課題を共有したことは評価できる。

【改善を要する点】

　特になし

【課　題】

①財務委員会では、財務状況の共有にとどまってお

り、改善に向けた取組までには至っていない。

Ⅱ

２．財務の透明性向上と全学的な情報共有の促進

　財務の透明性と全学的な経営意識の向上を目的に、2025

年度は学院財務委員会を年間４回開催し、予算・決算状

況、財務上の課題等について定期的な情報共有を実施し

た。

　各部門に対しても財務状況を適宜周知し、部門ごとの改

善目標の設定を促すことで、経営資源の効率的活用につな

がる取り組みを継続している。これらの取り組みにより、

財務情報に対する理解が教職員全体に広がり、経営判断の

質向上および財務健全化への意識醸成が進んでいると評価

できる。

【総合評価】

　理事会・評議員会、常議会、学院連絡会の位置づけ

が標準化され、それに沿った運営がなされていること

は評価する。ただし、その他の会議に参加していない

教職員への共有に関しては各部門（組織）に任されて

おり、法人事務局から一斉に通知するど、一層の情報

共有に努めて頂きたい。

３．各部門の代表者による情報共有体制の維持・強化

インター小開校による新たな部門体制の拡大を受け、2024

年度に引き続き、学院連絡会や課長会など、各部門の代表

者が一堂に会する会議体を定期的に開催した。

これらの会議では、各部門の教育活動や運営状況、課題、

今後の方針等を共有し、部門間で相互理解を深めるととも

に、必要な協力体制の調整を行う場として機能している。

特に、新規プロジェクトや横断的な課題に対する早期対応

が可能となり、学院全体としての組織力向上に寄与してい

ると考える。今後も継続的な情報共有と協力体制の構築に

努める。

　2025年度においては、改正法令への対応、財務の透明性

向上、部門間連携の強化といった、2020年に掲げた長期目

標に沿った取り組みを計画的に進めることができたと思

う。

経営ガバナンスの強化策　（事務組織）
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

62 Ⅷ－１－２②　 職員の資質・専門性の高度化と質の高い教職協働体制の構築による

学修支援力の強化

・スタッフ・ディベロップメントの推進により、資質・専門性の高

度化を図る。

・階層別・業務別研修の受講、ＯＪＴによる実践を通じて、実務能

力・マネジメント力、コミュニケーション力等の向上を図る。

法人事務局 1）大学基準協会の第４期認証評価方針を踏

まえた見直し

１．人事評価制度の運用状況

　2024年度からの課題であった事務職員の人事評価制度に

ついて、2025年度も本格運用に向けた体制整備が十分に進

まなかった。

　2023年度に実施した以下の準備段階の取り組み以降、制

度の見直しや運用方法の再検討は停滞している。

・2023年4月：課長会議での説明会

・2023年6月：常議会で人事評価規程案の再考指示

・2023年度：面談シートの作成

Ⅰ 【評価できる点】

　特になし

【改善を要する点】

　人事評価制度の運用に関しては２０２３年度から進

展しておらず、早急にボトルネックの解消を図り導入

を図ること。

【課　　題】

　策定した「人事評価規程（案）」の再検討を行い、

早急な人事評価制度の導入を図っていただきたい。

Ⅰ

２．課題の継続性

　2024年度に指摘された以下の課題は、2025年度において

も解消に至っていない。

・個人目標の不統一

　事業計画との連動性が弱く、目標設定にばらつきが生じ

ている。

・評価者スキルの不足

　評価者研修が実施されておらず、評価の客観性・公平性

に課題がある。

・評価結果の活用不足

　昇格・配置転換・昇給など人材マネジメントの反映が進

んでいない。

これらの課題は、教職協働体制の質向上に直結するため、

引き続き改善が必要である。

【総合評価】

　2023年度と同様の評価となるが、組織における事務

職員の役割等を理解させるための研修会の実施、人事

評価制度の導入に向けて、評価者のスキルアップ研修

会等の実施が必要である。今後は、２３年度に検討・

策定した「人事評価規程（案）」の早急な導入に向

け、さらなる検討を求めたい。

３．面談シートの活用状況

　2023年度に作成した面談シートは2025年度も本格的な運

用には至らず、個人目標の進捗確認やキャリアプランの検

討といった本来期待される役割は発揮されていない。

そのため、評価サイクルとしての「目標設定 → 面談 →

評価 → フィードバック」の流れが確立できていない状況

が続いている。

４．2025年度の取り組みと次年度に向けた方向性

　2025年度は制度面で大きな進展は見られなかったもの

の、次年度に向けて以下の改善を重点的に検討すべき段階

にある。

（1）研修制度の充実（新しい重点項目）

・階層別・業務別の体系的な研修プログラムの整備

・社会情勢・法改正を踏まえた SD（スタッフ・ディベロッ

プメント）研修の強化

・研修受講履歴を一元管理する 「研修台帳」の作成検討

・外部研修の効果を高めるためのフィードバック義務化

（2）評価者研修の実施

　評価の公平性と一貫性を確保するため、管理職向けに評

価スキル研修を導入する必要がある。

（3）個人目標設定の見直し

　事業計画と連動した個人目標のフォーマットを再整備

し、全体の方向性を揃える。

（4）評価結果の人材活用の強化

　評価結果を昇格・配置・昇給へ適切に反映する仕組みを

再整備する。

2025年度は、2024年度からの課題が継続した一年となっ

た。しかし、研修制度の構築の必要性が認識され、次年度

に向けた改善の基盤を整えなければならない。

特に、「研修制度の充実」は今後の職員の資質向上と教職

協働体制の強化に直結する取り組みであり、2026年度はそ

の実施に向けた具体的な制度設計と運用開始を目指す必要

がある。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

63 Ⅷ－１－２③　 法人事務局 1）大学基準協会の第4期認証評価方針を踏ま

えた見直し

１．人事評価制度に関する現状と課題の継続

事務職員の人事評価制度については、2024年度から引き続

き、正式運用に向けた改善が十分に進まなかった。2023年

度に整備したマニュアルや面談シートは依然として試行段

階にとどまり、以下の課題が継続している。

・評価規程（案）の再考後、制度設計が停滞している

・自己評価シートと面談の連動が十分に機能していない

・個人目標と事業計画との紐づけが弱い

・評価者研修の未実施により、評価の客観性・公平性に課

題がある

これらの点については、次年度に向けて制度の再整理と運

用体制の立て直しが求められる。

Ⅱ 【評価できる点】

　特になし

【改善を要する点】

①事務職員の人事評価制度及び研修計画の実施の進捗

が見られない点

②早急な人事評価制度及び研修計画の実施、複数年度

にわたり計画が実施できないのであれば、早期にその

原因を究明の上、実施願いたい。

【課　題】

　OJTにとどまらない職階、業務ごとの研修計画の策定

とその実施が望まれる。

２．自己評価シートと面談との連動

2023年度から導入を予定していた自己評価シートは2025年

度も十分な活用が行われなかった。

面談の実施頻度や記録の精度にも課題が残り、改善に向け

た仕組みづくりが引き続き必要である。

ただし、各部署では、面談の形式や聞き取り方法について

有効な運用を模索する動きも見られており、今後の制度改

善に向けた現場の意欲は確認できた。

【総合評価】

　昨年度同様、人事評価制度の構築に加えて、組織に

おける事務職員の役割等を理解させるための研修会、

人事評価制度の導入に向けて、評価者のスキルアップ

研修会等の実施が必要である。２０２３年度に検討・

策定した「人事評価規程（案）」の早急な導入に向

け、さらなる検討を求めたい。

３．研修計画とキャリアプラン構築の取り組み

2025年度の事務職員研修会は、学院100周年記念事業の意義

の再確認と、生成AIを業務へどのように導入し、業務効率

化につなげるかをテーマとした事務職員研修会（SD）を実

施し、最新の業務改善ツールへの理解促進を図ることがで

きた。

また、キャリアプラン構築の基盤として、外部研修や語学

学習の可能性についても継続的に検討しており、今後は研

修体系をより体系的に整理する必要がある。

４．採用と人事配置に関する取り組み

2025年度は、新任事務職員6名を採用し、各部署の上司によ

る指導のもとで実務経験を積ませ、職員としての基礎力の

定着を図った。

今後は、各人の適性と成長を踏まえ、段階的に幅広い業務

を経験できるよう、計画的なローテーションを実施してい

く予定である。

あわせて、長期間同一部署に在籍している職員も増えてい

るため、成長機会を広げる観点から異動や学校間交流の実

施を検討し、職員の専門性向上につなげたい。

64 Ⅷ－１－３① 学長補佐体制の整備と内部質保証推進会議の実質化

・副学長及び学長補佐を設置し、学長の教学ガバナンスを強化する

ことにより、教育改革、組織再編等の課題に対応する。

・学長の下に設置した内部質保証推進会議において、教育の質保証

を始めとする教育研究活動等を推進する。

学長室会 １）学長による意思決定を支える学長室会、

各検討ＷＧにおける検討課題の把握と推進

２）ルーテルビジョン２０２０の進捗管理

１）整備された副学長、学長補佐等の体制が機能し、副学

長、学長補佐等が担当ごとの課題等に着実に対処してきて

おり、これを学長室会で確認するなど、適切に大学運営を

行うことができている。今年度特筆すべき取り組みは下記

２点

Ⅲ 【評価できる点】

①学長室会に設置した「将来ビジョン検討WG」の報告

を踏まえ、これまでのセンター等を再編した「アウト

リーチセンター」の設置と新たに「IR・情報セン

ター」を設置したこと。

②中間評価の実施及び中期計画の見直しについての検

討を行ったこと。

Ⅲ

　

　① 昨年度学長室会に設置した「将来ビジョン検討WG」の

報告を踏まえ、本学の組織を見直し、下記の組織再編を

行った。（いずれも2026年度実施）

　・地域連携推進センター、ボランティアセンター及びグ

ローバルセンターの統合廃止、アウトリーチセンターの新

設

　・ＩＲ・情報センターの新設及び専任教員の配置

　・学務・入試センター及び学生支援センターの廃止

　

② 私立大学を取り巻く厳しい現実の中で、本学がこれから

も持続・発展していくための方策等の議論を開始し、2026

年2月6日開催の臨時学長室会において、2028年度に学科専

攻再編を行うことを決定し、具体的な作業（課程認定に係

るもの等）を開始した。

組織のあるべき姿を見据えた採用・人材育成・職員の配置

・キャリアプランを策定し、各職位のあるべき姿を明確化し、能力

及び業績に対する適正な人事評価を行う。

・国際交流、異文化体験等グローバルな視野を持って対応できる人

材を育成する。

Ⅰ

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

・中間評価後の中期計画への着実な反映と実行

【総合評価】

　副学長、学長補佐等が担当ごとの課題等に着実に対

処してきており、これを学長室会で確認するなど、適

切に大学運営を行うことができている。また、大学運

営に関しても学長室会が主導する形をとっている。

また、昨年度実施した、ビジョン２０２０の中間評価

の二次評価を行い、その評価結果を内部質保証推進会

議で議論したほか、各部署にもフィードバックしたこ

とは評価できる。

経営ガバナンスの強化策（中期目標・中期計画実現のためのＰＤＣＡ体制）
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

２）昨年度各部署において実施したルーテルビジョン２０

２０の中間評価（一次評価）を自己点検・総合評価委員会

において二次評価し、内部質保証推進会議において最終評

価を行った。

　　今年度から、この中間評価結果を踏まえて、必要な見

直しを行い、後半５年間の計画を開始した。なお、今年度

は、中間評価を行ったため、期中評価は実施せず、期末評

価のみ実施することとした。

根拠資料

・将来ビジョン検討ＷＧ報告書

・学長室会議事要録

・定例教授会議事要録

・理事会・評議員会議事録

・自己点検・総合評価委員会議事録

・内部質保証推進会議議事録

65 Ⅷ－１－４① 自己点検・評価活動の実質化

・自己点検・評価実施要領を策定し、中期計画に係る年度ごとの進

捗状況を定期的に確認する仕組みを構築する。

・教育研究活動の状況等に関する情報を、積極的かつ迅速に公開す

る。

学長室会

１）大学基準協会の第４期認証評価方針を踏

まえた自己点検・評価実施要領の改定

２）認証評価での指摘事項

・財政基盤の確立への対応

３）自己点検・評価活動の継続

４）教育研究活動の状況に関する情報を積極

的かつ迅速に公開する。

１）大学基準協会の第４期認証評価方針を踏まえた自己点

検・評価実施要領の改定は未着手

２）法人事務局財務担当に財政基盤の改善計画案の作成を

要請し、学院財務委員会の定期開催など、認証評価での指

摘事項への対応のための改善取り組みを推進していくこと

を確認した。

　　→学院財務委員会を今年度３回（2026年1月末現在）開

催し、各回において改善策（積立金関係等）について議論

した。

Ⅱ 【評価できる点】

　特になし

【改善を要する点】

①大学基準協会の第４期認証評価に対応した本学の自

己点検・評価実施要領の改訂ができなかった点

②認証評価での指摘事項のうち未対応の１件（財政基

盤に関する課題）への対応

Ⅱ

３）昨年度各部署において実施したルーテルビジョン２０

２０の中間評価（一次評価）を自己点検・総合評価委員会

において二次評価し、　内部質保証推進会議において最終

評価を行った。

　今年度から、中間評価結果を踏まえて、必要な見直しを

行い、後半５年間の計画を開始した。なお、今年度は、中

間評価を行ったため、期中評価は実施せず、期末評価のみ

実施することとした。

【課　題】

　認証評価での指摘事項のうち未対応の１件（財政基

盤に関する課題）について、財務委員会で議論をおこ

なってはいるが、改善には至っていない。

【総合評価】

　認証評価での指摘事項のうち未対応の１件（財政基

盤に関する課題）について、財務委員会を開催し、議

論をおこなってはいるが、改善には至っていない。ま

た、大学基準協会の認証評価について、今年度から第

４期となり、その対応への着手も急がれる。

４）教育研究活動の状況については、教員の負担軽減とい

う観点から、昨年度から教育研究業績報告書をリサーチ

マップとティーチング・ポートフォリオ（ＴＰ）に順次統

合することとした。　徐々に教育研究活動報告書からリ

サーチマップへと移行する教員が増えている状況である。

ＴＰは、今年度更新するとともに、ＦＤ・ＳＤ委員会にお

いて見直しを検討中である（２０２６年度から見直し後の

制度で実施予定である）。

根拠資料

・学院財務委員会議事録

・自己点検・総合評価委員会議事録

・内部質保証推進会議議事要録

・ＦＤ・ＳＤ委員会議事録

66 Ⅷ－１－４② 外部評価の効果的な活用と適切な対応

・外部評価委員会による教育研究活動の評価を通じて、評価の客観

性・公平性を担保し、開かれた大学運営を行う。

・教員養成評価機構による教職課程の認定評価受審等を通じて、教

職課程の改善・充実を図る。

学長室会 １）第４期認証評価に関する情報収集

２）認証評価での指摘事項

・財政基盤の確立への対応

３）文部科学省による教職課程実地調査や、

教員養成評価機構による教職課程の認定評価

受審に向けた検討

１）文部科学省及び大学基準協会が主催する第４期認証評

価に関する説明会に学長室長が参加し、情報収集を行っ

た。

２）法人事務局財務担当に財政基盤の改善計画案の作成を

要請し、学院財務委員会の定期開催など、認証評価での指

摘事項への対応のための改善取り組みを推進していくこと

を確認した。

→学院財務委員会を今年度３回開催し、各回において改善

策（積立金関係等）について議論した。

３）今年度は教職課程自己点検評価報告書を作成中であ

る。今後全国私立大学教職課程協会へ提出を予定してい

る。今後は点検・評価の結果に基づき、質向上を目指すこ

ととしている。また、実地調査に対する情報収集及び業績

作成の準備を行う。

Ⅱ 【評価できる点】

　特になし

【改善を要する点】

　外部評価委員会が開催されていない。

【課　題】

　学内で、外部評価、内部質保証についてどこまで理

解が進んでいるか不明であるが、第４期の認証評価の

受審に向けた準備を開始する時期かと思われ、学内構

成員への周知と依頼が必要ではないか。

【総合評価】

①外部評価委員会が開催されておらず、来年度以降、

開催に向けた早期の検討が望まれる。

②認証評価に関しては、第４期認証評価の受審に向

け、さらなる情報収集と学内への周知が望まれる。

Ⅱ

経営ガバナンスの強化策（自己点検・評価及び当該状況に係る情報の積極的な公開に関する目標）

38 / 50 ページ



一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

根拠資料

・説明会に関する資料

・学院財務委員会議事録

・教職・保育支援センター運営委員会

・教職課程自己点検評価報告書

67 Ⅷ－１－５① 学院創立百周年（２０２６年度）に向けて、大学の魅力を発信する

「周年事業」の実施

・周年事業として九州ルーテル学院大学ホームカミングデー（仮

称）を定例化し、大学の魅力の発信、ルーテルブランドの構築につ

なげる。

学長室会 １）2025/8/9（土）に第１回教職同窓会（＠KKRホテル熊

本）を実施し、卒業生31名、旧・現教職員20名の計51名の

参加を得た。同会において会長及び副会長を選出し、来年

度も継続開催するための体制を整えた。

　ホームカミングイベントについては、大学4-7期生合同同

窓会が開催され、学長が出席した（2025/7/26実施）

Ⅲ 【評価できる点】

①８月に第１回の教職同窓会を開催するとともに、来

年度以降も継続開催する体制を整えたこと。

②大学４～７期合同同窓会を開催したこと。

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

　ホームカミングデイや同窓会の定期的な開催

Ⅲ

２）学院創立100周年事業とタイアップした大学事業とし

て、バリアフリー工事及び大学中庭への交流スペースの整

備等を計画し、2026年度実施に向け検討を開始した。

根拠資料

・「結会」ホームページ

https://yuikai.com/eventReports.html#n-

20250819

https://yuikai.com/information.html#n-

20250521
・100周年記念事業実行委員会資料

68 Ⅷ－１－５② 卒業生や旧教職員とのネットワークの充実

・結会等との連携の下、卒業生や旧教職員とのネットワークを充実

させ、卒業生や旧教職員にも支持される大学づくりを行う。

学長室会 １）2025/8/9（土）に第１回教職同窓会（＠KKRホテル熊

本）を実施し、卒業生31名、旧・現教職員20名の計51名の

参加を得た。同会において会長及び副会長を選出し、来年

度も継続開催するための体制を整えた。

　ホームカミングイベントについては、大学4-7期生合同同

窓会が開催され、学長が出席した（2025/7/26実施）

Ⅲ 【評価できる点】

①８月に第１回の教職同窓会を開催するとともに、来

年度以降も継続開催する体制を整えたこと。]

②大学４～７期合同同窓会を開催したこと

【改善を要する点】

　特になし

【課　題】

　大学OB職員が窓口を担っており、組織的な窓口とま

ではいかず、個人的に負担を強いているような状況化

と思われるので、組織としての窓口作りと全職員の協

力体制の構築が望まれる。

Ⅲ

２）大学モニター会議を開催し、在学生及び同窓生（結会

推薦）たから大学運営（同窓会との連携強化、大学広報力

の強化等）に関する意見を聴取した（2025/12/4）

【総合評価】

　８月に第１回の教職同窓会を開催するとともに、来

年度以降も継続開催する体制を整えたことや４～７期

合同同窓会を開催したことは評価できる。今後は、

「大学モニター会議」を定期的に開催し、同窓生の意

見を大学の運営に反映させることを期待する。

根拠資料

・「結会」ホームページ

https://yuikai.com/eventReports.html#n-

20250819

・大学モニター会議資料

69 Ⅷ－２－１① 入学定員（収容定員）の点検・教育研究組織の充実

・教育研究組織や入学定員（収容定員）の点検を行い、２０２１年

度までに既存の教育研究組織の充実に向けた改組検討を行う。

・付置施設・各センター等について、社会の動向等を踏まえ、新

設・統廃合等を含め、随時見直しを図る。

学長室会 １）「将来ビジョン検討WG」の議論を踏まえ

た、本学の将来ビジョンの（組織再編）具体

化

（「「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク

研究所」の連携した取組の検討」について

は、計画Ⅷ―２－1②で進捗管理することと

する）

１）昨年度学長室会に設置した「将来ビジョン検討WG」の

報告を踏まえ、本学の組織を見直し、下記の組織再編を

行った。（いずれも2026年度実施）

①地域連携推進センター、ボランティアセンター及びグ

ローバルセンターの統合廃止、新たにアウトリーチセン

ターの新設

　②ＩＲ・情報センターの新設及び専任教員の配置

　③学務・入試センター及び学生支援センターの廃止

Ⅲ 【評価できる点】

①本学が、持続・発展していくために学長室会におい

て学科専攻の再編を決定し、具体的作業を開始したこ

とは評価できる。

②センター再編を行ったことは評価できる。

【改善を要する点】

特になし

Ⅲ

１）職域同窓会（教職同窓会）の実施と、継

続のための方策の検討。

２）学院創立百周年事業とタイアップした大

学事業の実施準備

１）結会と連携して、ホームカミングイベン

ト等の活動を活発化する。

２）「大学モニター会議」を定期催し、同窓

生等の意見・要望を大学の運営に反映させる

仕組みの定着を図る。

経営ガバナンスの強化策（ルーテルブランドの確立）

教育研究の実施体制
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

２）私立大学を取り巻く厳しい現実の中で、本学がこれか

らも持続・発展していくための方策等の議論を開始し、

2026年2月6日開催の臨時学長室会において、2028年度に学

科専攻再編を行うことを決定し、具体的な作業（課程認定

に係るもの等）を開始した。

【課　題】

本学は、免許・資格取得を目的とした専攻が主であ

るため、課程認定をはじめとた教員の配置に余裕がな

く全学協力体制の構築と業績の積み上げが課題とな

る。

根拠資料

・将来ビジョン検討ＷＧ報告書

・学長室会議事要録

・定例教授会議事要録

・理事会・評議員会議事録

【総合評価】

　本学の持続、発展のため、学長室会が主導して２０

２６年度からのセンター再編と２０２８年度からの専

攻の再編を決定したことは評価できる。

70 Ⅷ－２－１② 専門分野の融合

・地域社会のニーズや入学希望者の期待に応えるため、学科・専攻

（コース）間の専門分野の融合を図る。

学長室会 １）「ジャニス」と「保育ソーシ　ャルワー

ク研究所」の連携した取組の実施

（「学科・専攻（コース）間の専門分野の融

合（学科・専攻の再編も含む）」について

は、計画Ⅷ―２－1①で進捗管理することと

する。）

１）「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究所」の連

携した取組については、2026年3月17日に保育ソーシャル

ワーク研究所主催の研修会へこころとそだちの臨床研究所

の古賀教授が講師協力を行う予定である。

Ⅱ 【評価できる点】

　今年度の計画である「ジャニス」と「保育ソーシャ

ルワーク研究所」の連携による取り組みを行ったこ

と。

【改善を要する点】

　本計画の中核である、地域社会のニーズにこたえた

専門教育の融合に関した取り組みを行ったとはいえな

い。

【課　題】

　地域課題のニーズを取り込むような展開となってい

ない。

【総合評価】

　ボランティア活動等単発での活動はおこなっている

が、地域社会のニーズや新入生の期待に応えたものと

はいいがたい。２０２６年度新たに発足する「アウト

リーチセンター」を基盤とした取り組みに期待した

い。

Ⅱ

　

71 Ⅷ－２－２① ・学生のニーズや状況に応じたサービス、施設設備の充実、蔵書の

選択、イベントの充実などにより、図書館の利用を促進する。

図書館

①状況に応じたサービスの充実

・電子検索可能な新聞・雑誌の導入

②施設設備の充実

・自学ブースの電源確保

③蔵書選択の工夫

・蔵書点検の実施

④利用を促進するための図書館イベントの充

実

・フレッシュマンゼミでの図書館ガイダンス

を図書館で完全実施する。

① Gサーチは全国紙の検索目的で導入したが、表示可能な

過去3カ月の利用履歴では利用回数が0回となっていること

と、請求については、2025年4月から年会費のみで、利用料

金の請求が一度もない。これらのことから、ニーズがない

ものだと判断し今年度で終了する。医学系データベースの

メディカルオンラインを今年度から導入した。年間120論文

が利用できる契約で51論文のダウンロードがあった。動画

学習資料のPsychotherapy.net_JPは大学院向けの臨床映像

として導入、1年間の利用期間が終了するのに伴い、今年度

で終了とする。

Ⅱ 【評価できる点】

　学生の購入希望図書について、基本的にすべて購入

して、卒論や各種資格免許取得や採用試験に資するこ

とができたことは評価できる。

【改善を要する点】

・全国紙の検索目的で導入したGサーチが利用回数の低

迷により、今年度で終了するとの事だが、費用対効果

を考えれば中止はやむなしとも考えられるが、導入前

の検討が十分だったのか、また、導入後の学内（学生

を含む）への周知が十分になされていたのかについて

説明が必要ではないか。

Ⅱ

②２回の蔵書点検を経て不明となっている図書・視聴覚資

料に対して、図書館所蔵データおよびNII上の所蔵データの

除籍処理を行ない蔵書点検が完了された。

【課　題】

図書館利用を促進するためのイベントの開催につい

て、さらなる検討が必要と思われる。

③学生の購入希望については基本的にすべて購入し卒論や

資格試験対応で利用されている。教員からの希望で学生に

利用させたいものや職員からの希望にも応じている（合計

約90冊程度）

【総合評価】

　図書館機能の充実は、教育研究組織である大学に

とっては、重要施策のひとつであり、記事情報サービ

スG-Searchの終了は残念である。図書館の利用者の増

加策を含む、図書館の充実についてさらに検討願いた

い。

④2024年度はカリキュラムの都合上フレッシュマンゼミで

の図書館オリエンテーションは行われなかった。オリエン

テーション内容は図書館HPにてスライド公開している。

72 Ⅷ－２－２② 「こころとそだちの臨床研究所」及び「ジャニス」の再編

・公認心理師養成大学院の開設に合わせて、「こころとそだちの臨

床研究所」及びカウンセリングルーム「ジャニス」の再編を行う。

こころとそだち

の臨床研究所

当初の計画は達成し、以降は、再編後の維持

及び実情に合った運営を継続する。

・ジャニスにおける2025年4月～2026年1月末時点で総面接

回数134回、形態別にはインテーク９回、個人面接81回、親

子並行面接44回、心理検査A２件、心理検査パッケージ利用

９件で前年度より、わずかに減少している。

・ジャニスホームページに大学院生による心理学のミニレ

クチャーをブログとして定期的に掲載している。

・ジャニス利用者の利便性を図るため、6月より月1回土曜

日開室を開始した。

・聴覚障害学生がジャニス実習を行う際に情報保障の機器

を使用するため、利用者の承諾書内容を見直し、新たな説

明文書及び承諾書を改訂した。

Ⅲ 【評価できる点】

特になし

【改善を要する点】

特になし

【課　題】

　中期計画としては、「こころとそだちの臨床研究

所」及びカウンセリングルーム「ジャニス」の再編を

行ったことで達成されたと考えるが、「ジャニス」の

利用増に向けた検討が必要と思われる。

Ⅲ

付置施設等の整備・充実
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

・熊本市こども発達支援センターから心理検査委託の提案

を受け、2026年度より受託する予定で協議を行った。

・合志市との包括協定事業「地域の見守りサポーター養成

講座」を継続し、岩永教授、永野教授、古賀教授が担当し

た。

・こころとそだちの研究所主催「リカレント教育の一環と

して心理臨床系教員６名による「臨床実践の基礎講座」を

実新たに創設した。参加者総数130名（対面69名、オンライ

ン61名）。

・「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究所」の連携

した取組については、保育ソーシャルワーク研究所が毎月

開催する3月17日にオンライン研修を古賀教授が担当する。

保育ソーシャルワークの立場から心理的支援のニーズを聞

き取り、今後の連携について検討を行う。

【総合評価】

　大学３号館１階への移転後の本格稼働に伴い、大学

院生の実習施設としての運営が定着したものと評価で

きる。毎年度の活動状況の自己点検・評価により、

ジャニスの活性化を図ってほしい。

（根拠資料）

Ⅷ22②―１　2025年度第1回こころとそだちの臨床研究所運

営委員会議事録（2025年4月29日開催）

Ⅷ22②―２　九州ルーテル学院大学ホームページ＿カウン

セリングルームジャニスブログ

Ⅷ22②―３　2025年度大学院研究科委員会 第２回会議議事

録（2025年5月1日開催）

Ⅷ22②―４　2025年度第2回こころとそだちの臨床研究所運

営委員会議事録（2025年10月17日開催）

Ⅷ22②―５　2025年度第３回こころとそだちの臨床研究所

運営委員会議事録（2025年11月14日開催）

Ⅷ22②―６サポーター養成講座チラシ

Ⅷ22②―７臨床実践基礎講座実績報告

73 Ⅷ－２－２③ 教職・保育支援センターにおける教職・保育職を志望する学生の支

援

・教務委員会との連携の下、教職・保育支援センターを中心に、教

職・保育職を志望する学生の学修支援（特に実習支援）を充実させ

る。

教職・保育支援

センター

自己点検評価の実施

教員採用試験対策

　今年度は教職課程自己点検評価報告書を作成中である。

今後全国私立大学教職課程協会へ提出を予定している。今

後は点検・評価の結果に基づき、質向上を目指すこととし

ている。また、実地調査に対する情報収集及び業績作成の

準備を行う。

　教員採用試験の早期化に伴う教員採用試験対策講座の内

容強化や、熊本県・熊本市の採用担当者による採用試験説

明会を実施し、学生の教員採用試験に対する意識向上を

行った。

Ⅲ 【評価できる点】

　教員採用試験の早期化に対応するため、対策講座の

内容強化や県・市教育委員会による説明会を実施し、

学生の意識向上を図ったことは評価できる。

【改善を要する点】

　特になし

【課　題】

　教職を目指す学生にとっての支援は行っているが、

保育士を目指す学生への支援策が弱いのではないか。

Ⅲ

【総合評価】

　教員採用試験の早期化に対応するため、対策講座の

内容強化や県・市教育委員会による説明会を実施し、

学生の意識向上を図っており、3年次の合格者も出てい

る。件・市教育委員会からの評価も高くなっており、

引き続き支援の充実をお願いしたい。

74 Ⅷ－２－２④ 黒髪乳児保育園における保育の充実

・付属保育園である黒髪乳児保育園と大学との密接な連携・協力体

制の下で、地域に根ざした保育を更に充実させる。

黒髪乳児保育園 ＜保育内容＞

①PDCAサイクルの確立を目指した保育活動の

充実、強化

＜大学連携＞

②大学、保育園との連携充実

③出前講座や遊びの出前サークル活動継続検

証

＜施設設備＞

④就学前までの乳幼児保育に適した安全衛生

な保育環境の充実

＜保育内容＞

　本年度は、０歳児から就学前の５歳児までが在園する完

成年度となり、４月より６クラス体制での保育を開始し

た。年長児は０歳児からの６年間を本園で過ごした園児で

あり、継続的な保育の成果を見る年度となった。

・４月の園児数は４８名でスタートし、秋以降は充足率９

割を超える状況で保育を行っている。基準は満たしている

ものの、保育室の狭さが課題である。

Ⅲ 【評価できる点】

①園児定員充足率が９割を超えている点

②インター小教員による英語遊びを継続して実施して

いる点

③大学との連携を目的とした大学体育館での「運動遊

び」を行っている点

【改善を要する点】

特になし

Ⅳ
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・昨年度に見直した保育カリキュラムを基に、日々の実践

と振り返りを重ねながら、０歳児から５歳児までの６年間

を見通した継続的な保育内容の再構築を進めている。本園

の特色を可視化し、体系的な保育の確立を目指す。

・未満児クラスでは緩やかな担当制保育を継続し、一人一

人の発達を丁寧に捉えて適切な支援を行うことで、子ども

のよりよい発達につながっている。また、愛着関係を基盤

に、園で過ごす子どもたちが落ち着いて生活できている。

【課　題】

　老朽化した園舎のため、都度改修は行っているが、

引く続き園児の安全・安心・快適な環境維持・創出の

ための計画的な整備・充実が課題

【総合評価】

　「保育内容」「大学連携」「施設設備」のそれぞれ

の項目でしっかとり毎年度の計画に沿って、実践して

いることは評価できる。将来構想を見据え更なる充実

が期待される。

・行事の見直しを行い、未満児･以上児それぞれの発達段階

に応じた行事へ移行しているところである。園内の空間を

有効に活用しながら、豊かな体験の機会を確保していく。

・３･４･５歳児クラスでは、体力向上を目的として４月か

ら毎週木曜日に大学体育館を利用した運動遊びを実施。保

育園から大学までの徒歩での往復を通して、交通ルールの

理解や地域の方への挨拶など、社会性の育成にもつながっ

ている。

・秋以降は、大学の運動玩具（マット、平均台、跳び箱、

フープ等）を活用し、園内では得られない多様な運動経験

に触れることで、全身の運動機能の向上を図っている。

・インターナショナル小学部教員による英語遊び（週１

回・３０分）を継続。今年度からは担当教員が作成したカ

リキュラムに基づき、活動時間の３０分すべてを英語で実

施している。特に５歳児が活動の中心となり、互いに刺激

し合いながら英語力を身に付けている。

・新たなチャプレンを迎え、キリスト教保育を開始して５

年目という節目に、これまでの取り組みを見直し、新たな

取り組みを保育に導入した。日々の保育の中で「キリエ」

や「主の祈り」などを唱えるようになった。今後、歴史あ

るこども園のキリスト教保育と少しずつ足並みを揃えてい

く方針である。

・黒髪小学校校区内の連携の一環として、子どもの成長を

円滑につなぐための「架け橋期プログラム」を作成した。

年長後半から、保育教育が小学校教育へとつながるよう、

カリキュラムに基づいた保育を実践していく。

＜大学連携＞

　本年度は、大学および地域との連携強化を目的として、

以下の取り組みを推進した。

・保育ソーシャルワーク研究所主催の研修会（月に１回）

の実施は４年目を迎え、保育者の意識向上とソーシャル

ワーク技術の習得につながっている。今後も継続して実施

していく。

・今年度より、毎週木曜日に大学体育館において「運動遊

び」を実施。毎回、学生ボランティア数名および大学の体

育担当教員の協力を得ており、園児の安全性の確保と活動

の質向上につながっている。

・子育て支援を目的とした「保護者フリートーク」は定着

し、参加者数も増加している。保護者間の交流が深まって

いるといえる。今後は卒園児や地域の未就園児も集える取

組も検討していく。

・大学の演習授業の一コマに園児が招かれ、リズム遊びに

参加した。附属園として大学生の学びや授業実践を引き続

き支えていく。

・県立大学学生による保育園見学を1月に予定しており、保

育現場への理解促進に資するものと見込まれる。
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・九州ルーテル学院大学と共同で大妻女子大学教授の石井

章仁氏を招いた職員向けの保育研修を2026年2月に実施予定

であり、職員の資質向上を図る。

・「七夕夏祭り」「伝承遊び」「お楽しみ会」を今年度も

実施。継続して校区の方々に足を運んでいただくことを大

切にしてきた。この継続的な交流により、園児は地域の

方々の顔を覚え、交流を楽しむ工夫をする姿が見られるな

ど、地域との相互的な関係性が一層深まっている。今後も

地域に守られ、また地域を支える関係性の構築に努めてい

く。

・出前保育については、今年度も実施。従来１回であった

「運動会ごっこ」の出前保育を、地域の未就園児とその保

護者への子育て支援強化を目的として、次年度より年２回

の実施を予定している。

＜施設整備＞

本年度は、乳幼児が安心して過ごせる保育環境の整備と、

安全・衛生面の向上を目的として、以下の取組を実施し

た。

・聖壇を新たに玄関に設置。キリスト教保育の理念の定着

と保護者への発信強化を図った。

・熊本市からの移管後未実施であった保育室の天井塗装お

よびクロス張替工事を実施し、園内すべての張替を完了し

た。

・業者による給食室内の清掃（換気扇、空調、コンロ周り

等）を実施。また、低く業務の負担となっていたシンクの

高さを調整し、職員の身体的負担軽減につながっている。

・ホールおよびつぼみ組のエアコン室外機故障について修

理を実施した。

・電子連絡帳として現在利用中の保育用ICシステム「Child

Care Web」において、登降園管理システムを年度末から仮

導入し、２０２６年度４月より全園児を対象に本格運用を

開始する予定である。

・未実施箇所の照明について、LEDへの交換を予定してい

る。

・１１月に園庭側の民家が解体されたことに伴い、防犯面

での不安が生じたため、簡易フェンス・防犯カメラ表示等

を設置し、安全確保に努めている。来年度にはブロック

塀・フェンスの設置を検討する。

・次年度に保育園開園から１０周年を迎えることから、学

院の１００周年記念とともに、保育園の記念行事について

も立案中。

＜くろかみ保育園の将来構想＞

本園の今後の在り方を見据え、以下の点について検討を進

める必要がある。

・施設の老朽化が顕著となっていることから、熊本市との

定期借地権契約期間が残り５年である状況を踏まえ、今後

の方向性について「将来構想検討ＷＧ」において協議を進

める必要がある。

・園児数は安定の傾向にあるが、社会全体の少子化の進行

を受け、本園の特色である「少人数保育の良さ」を一層充

実していくことが求められる。そのために、広報活動の工

夫や円の魅力発信の強化が求められる。

＜根拠資料＞

・園だより、行事予定表（合同礼拝）等

・保育ソーシャルワーク研究所主催研修会案内等

・保護者フリートーク案内等

・アンケート結果等

・くろかみ保育園運営委員会、理事会等の議事要録、検討

資料

財政基盤の安定化
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75 Ⅷ－３－１① 学院の中期財政計画の適切な運用

・人件費比率、教育研究経費比率、管理経費比率について、目標値

を「今日の私学財政」の１千人規模大学部門の平均値を参考にしな

がら、事業活動収支黒字を維持する。

学院連絡会 1)前期未達の場合の原因分析と予算目標達成

数値の提示

2)人件費総枠基準の見直し・検証、新給与規

定の見直し・検証

3)管理経費削減の見直し・検証

1. 財務状況の情報共有

・学院財務委員会、理事会・評議員会等において、2024年

度決算及び2025年度補正予算・当初予算方針を報告し、前

年同様に財務情報の透明化を継続した。

・学生生徒納付金、教育研究経費、管理経費など、中期計

画に関わる主要指標についても継続して説明を行い、財務

運営の現状と課題を共有した。

Ⅱ 【評価できる点】

①前年度に比して学院財務委員会の開催回数が増え、

理事会等でも情報共有がなされ、財務の健全化に向け

た今後の方針についての議論が開始された点

【改善を要する点】

①学院財務委員会での財務健全化への議論の深化

Ⅱ

2. 初任給及び給与制度に関する取り組み

・2024年度に実施した初任給引き上げについて、2025年度

は追加改定を行わなかったが、採用状況と財務影響を踏ま

え、現行水準の検証を継続した。

・2025年度は、国の最低賃金引き上げ動向を踏まえ、学院

としても 最低賃金へ確実に対応できるよう給与制度の見直

しを実施した。

これにより、最低賃金割れを確実に防止するとともに、雇

用の安定性と法令遵守の確保を図った。

【課　　題】

①認証評価における改善事項に対する改善報告（２０

２６年７月末提出締切り）のために、何よりも学院財

務委員会でのさらなる議論の深化（策定した改善計画

の進捗状況の管理を含む）が求められる。

また、中高教員については、2026年4月施行を目指して給与

規程の改正を行い、職種間のバランスと処遇改善に向けた

基盤整備を進めた。中高以外の部署についても、財務状況

を見極めながら、今後、給与改善が可能か検討を進めてい

く方針である。

継続的な財務管理と処遇改善のバランスを図りながら、全

体の待遇向上を段階的に検討する。

【総合評価】

　学院財務委員会の開催回数が増え、議論が進んだこ

とは評価できるが、証評評価における改善事項に対す

る改善報告（２０２６年７月末提出締切り）に向けた

議論には至っていない。提出を控え、さらなる議論の

深化（策定した改善計画の進捗状況の管理を含む）が

求められる。

3. 人件費総枠・管理経費削減に関する検証

・人件費総枠基準および新給与規程の効果検証は継続中で

あり、2024年度と同様に新たな総枠設定やルール化までは

至っていない。

・管理経費については、消耗品調達の見直しや業務の効率

化を引き続き推進し、教育研究費確保のための経費適正化

を検討する。

4. 課題及び今後の方向性

・2024年度からの継続課題である「人件費総枠の基準

化」「管理経費の更なる最適化」「給与体系の総合的見直

し」については、2025年度も大きな進捗は得られなかっ

た。

・ただし、中高教員給与の改定を先行して実施準備できた

ことは、中期計画における処遇改善の重要なステップと位

置付けられる。

・今後は、財務指標の分析に基づく人件費・教育研究費の

最適バランスの検討を進め、中長期的な財政健全化につな

げていく必要がある。

76 Ⅷ－３－１② 中長期視点からの特定資産の着実な積立

・引当特定資産として学院全体で、毎年度５００万円を積み立て

る。

学院連絡会 ・積立計画の継続実行

・資金収支状況を勘案しながら部門別の積立

の検証と実行

・100周年募金委員会での募金活動継続

１．積立計画の実施状況

　減価償却引当特定資産 500 万円、教育環境整備引当特定

資産 300 万円など、従来どおり計画的な積立を実施。年度

の資金収支状況を踏まえたうえで、無理のない範囲で引当

特定資産積立を継続。

Ⅱ 【評価できる点】

①引当特定資産の積み増し（減価償却５００万円・教

育環境整備３００万円）が継続的に行われている点

Ⅱ

２．部門別積立の検証

2024年度より継続して、部門別積立の可否について検証

を実施。

収支状況を見極めつつ慎重に判断しており、本年度も継続

検討とした。

【改善を要する点】

①１００周年記念事業募金の加速化

②部門別積み立ての実行についての検討状況が不明

【課　　題】

①１００周年を祝う機運の醸成

３．給与改定に関する取り組み

　2024年度に実施した初任給引上げは、財政面を考慮し

2025年度は実施を見送り。

　中高教員の給与引上げについては、2026年4月実施に向け

規程改正を完了。待遇改善への布石が打てた点は前進と評

価。中高以外の部署についても、財務状況を見極めなが

ら、今後給与改善が可能か検討を進めていく方針である。

【総合評価】

　昨年度の課題がそのまま継続している。部門別積み

立てについて、学院財務委員会では議論が行われてお

らず、学院内での財務委員会の立ち位置も不明であ

る。

４．100周年募金活動

　募金委員会による活動を継続実施。会議の定期開催、学

内外への周知、への組みを継続。

募金（予約）額は引き続き増加しており、100周年事業に向

けた財源確保が進展。在学生・卒業生・保護者等への働き

かけも継続し、組織的な募金体制を維持
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５．財務情報の共有・透明性確保

理事会・評議員会・学院財務委員会などで財務情報の説

明を継続し、財務運営の透明性を確保。

77 Ⅷ－３－１③ 外部資金獲得のための取組強化

・私立大学等経常費補助金、私立大学等改革総合支援事業補助金等

の獲得により、財政基盤の安定化を図る。

学長室会 １）教育研究活動を安定して遂行するため、

次の外部資金の獲得に向けた取組の推進

・文部科学省科学研究費補助　金応募への支

援（研究推進委員会）

２）私立大学等経常費補助金、私立大学等改

革総合支援事業補助金等の教職員への意識浸

透

１）科研費獲得に向けた機運を醸成し、科研費申請を促進

するため、今年度導入された学長裁量費（戦略経費）を活

用し、外部講師による「科研費セミナー（6/19開催）」及

び「科研費申請書添削サービス」を実施した。

　初めての取り組みであったが、本事業の利用者は９名

と、当初の目標（１０名）をほぼ達した。加えて、科研費

セミナーの効果もあり、教員の科研費申請への挑戦意欲が

高まり、最終的には、例年の２倍を超える１３人の教員が

2026年度科研費に申請した。

　採択結果はまだであるが、科研費申請書添削サービスを

利用することによって、申請書の質の向上が図られてお

り、採択数の増加が期待される。

Ⅱ 【評価できる点】

　科研費セミナーを実施し、科研費の申請促進に向け

た取り組みを行ったこと

【改善を要する点】

　「私立大学等改革総合支援事業」について、昨年実

施された私立学校共済事業団の実地調査により、タイ

プ１（特色ある教育の展開）は採択取り消しとされ

た。各項目において、取り組んではいるものの、エビ

デンスが弱かったり、要件を必ずしもクリアできてい

ない等補助金採択に向けた全学的な取組み体制が脆弱

と思われる。

２）2025/7/30に受検した私学事業団による実地検査におい

て、2024年度の経常機補助金一般補助（教育の質）及び

「私立大学等改革総合支援事業補助金」について、取り組

みの不備が指摘された。結果、一般補助については獲得点

数の減による加算率の変更（5％→0％）、改革総合事業の

認定取り消しにより、補助金の返還が発生した。

　学長室長を中心として、補助金獲得のための体制の強化

を図り、新たな体制で来年度以降の補助金獲得を目指す。

根拠資料

・研究推進委員会議事録

・定例教授会議事録

・科研費セミナー実施通知（2025/6/12）

・添削サービス支援対象者一覧

78 Ⅷ－３－２① 寄付金その他の自己収入の増加策の検討

・学院創設１００周年に向け、寄付金その他の自己収入の増加を図

る。

学院連絡会 1）大学基準協会の第4期認証評価方針を踏ま

えた見直し

2） 寄付事業の強化

１．寄付事業・自己収入増加策の進捗

　創立100周年に向けた募金活動を継続。2024年度からの流

れを引き継ぎ、学内外への周知・働きかけを実施。募金趣

意書リニューアルや寄付メニューの整理など、前年度まで

に構築した体制を維持・活用。

Ⅱ 【評価できる点】

　前年度同様、安定的に活動を行い、寄附事業や自己

収入増加に向けた活動を行っているほか、教職員をは

じめ各ステークホルダーに向けた働きかけを行ってい

ること。

Ⅱ

SNS や HP の活用など、寄付募集方法の改善点を継続検

討。

後援会組織については、2024年度の見直し結果を踏ま

え、役割や位置づけを再整理しながら引き続き検討を実

施。

古本募金や学院グッズ等による自己収入の多元化につい

ても、2024年度同様、検討を継続。

【改善を要する点】

　後援会について検討が進んでいないこと。

【課　題】

　１００周年記念事業にかかる寄付については、関係

者の努力により増加しているが目標額には達していな

い。また、当初想定していないような工事経費の増加

が見込まれており、さらなる自己収入の増加が必要で

ある。

２．100周年事業の推進

　募金委員会の活動を着実に継続し、教職員・卒業生・保

護者、そして地域への働きかけをさらに強化した。2024・

2025年度に制作したPR動画（短編・長編・カウントダウン

メッセージ版）を効果的に活用し、広報体制の充実を図っ

た。

　また、卒業生や地域団体との連携を深め、キーパーソン

のネットワーク整備も進展するなど、2024年度からの取り

組みを一層発展させる一年となった。

【総合評価】

　１００周年記念事業募金については、目標額にはま

だ程遠いと認識している。ほど遠いどころか、工事経

費の増額により周年事業にかかる全体経費が増加して

おり、計画全体の見直しの検討も必要となっている。

　「後援会組織の立ち上げ」については、本計画で取

り上げるべき達成目標か否かを含めて引き続き検討が

必要である。

３．財務情報の共有と組織内連携

　学院財務委員会等を通じて財務状況の共有を継続。寄付

金や募金活動の進捗についても関係部署と連携。

2024年度に引き続き、100周年募金委員会とも情報共有し、

事業全体の整合性を確保。

Ⅱ

【課　題】

　「私立大学等改革総合支援事業」について、全学で

採択を目指すという姿勢

【総合評価】

　私立大学等改革総合支援事業については、タイプ１

に関しては、採択取り消しという結果であったことを

反省し、要件を十分読み込んだうえでの申請が必要と

なる。また、不採択であったタイプ３（プラット

フォーム型）についても、採択は厳しいと思われるた

め、そのたの補助金への申請に向けた準備が必要と思

われる。

　科研費獲得のための取り組みについても研究推進委

員会において具体の方策が実施されており、今後の継

続的な取り組みに期待する。

寄付金その他の自己収入の増加
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

79 Ⅷ－３－２② 後援会の組織化・活性化

・後援会組織を整備し、保護者の本学の教育研究環境等への関心を

高め、外部資金の増収につなげる。

学生支援セン

ター

〇後援会設置に向けた具体策の検討

　・同窓会「結会」との協議

　・担当部署の明確化

１）同窓会「結会」との連携の状況

①2025/8/9（土）に第１回教職同窓会（＠KKRホテル熊本）

を実施し、卒業生31名、旧・現教職員20名の計51名の参加

を得た。同会において会長及び副会長を選出し、来年度も

継続開催するための体制を整えた。

　　ホームカミングイベントについては、大学4-7期生合同

同窓会が開催され、学長が出席した（2025/7/26実施）

Ⅱ

or

Ⅰ

【評価できる点】

特になし

【改善を要する点】

①保護者の参画を想定した組織作りの検討が進んでい

ない点

【課　題】

後援会の設置の必要性について、保護者及び学生への

趣旨の説明を含み、検討がなされていない

Ⅰ

②大学モニター会議を開催し、在学生及び同窓生（結会推

薦）たから大学運営（同窓会との連携強化、大学広報力の

強化等）に関する意見を聴取した（2025/12/4）

【総合評価】

　５年間棚上げの状態で推移しており、具体的な検討

を早急に進めていただきたい。

２）後援会設置に向けた検討状況

①大学総務課の業務分掌に同窓会担当を明示し、本計画

の担当とした。

②後援会設置に向けた具体的な検討には至っていない。

（他大学等の情報収集に留まっている）

根拠資料

・「結会」ホームページ

https://yuikai.com/eventReports.html#n-

20250819

・大学モニター会議資料

・大学総務課業務分担

80 Ⅷ－３－３①　 業務運営の改善と経費節減

・業務を分掌し、業務内容に応じた適正な人員配置を行う。また、

必要に応じて業務運営を見直す。

・各部門の人件費総額の目標を設定し、時間外労働の事前申請によ

る縮減を実現する。

法人事務局 過去２年の検証
１．業務運営・効率化に関する取組の継続

・2024年度までに進めてきた業務分掌の明確化、業務量の

把握、人員配置の検討などを継続し、過去2年間の状況を引

き続き検証した。部門ごとの業務量・人件費の推移を確認

し、業務負荷の偏りや改善点について、必要に応じて見直

し検討を継続。

・時間外労働削減のための事前申請ルールは前年度に引き

続き徹底され、業務効率化の意識は定着しつつある。 ま

た、時間外労働が多い職員に対し、法人総務課長が個別に

面談を行い、業務状況の丁寧な把握と改善に向けた課題整

理を進めた。今後は、面談内容を踏まえて負担の平準化や

業務の見直しを図り、無理のない働き方の実現に向けて改

善を進めていく。

Ⅱ 【評価できる点】

　特になし

【改善を要する点】

　業務分掌の明確化、業務量の把握、人員配置の検討

を継続して行ってはいるが、その後の改善に繋がって

いない。

【課　　題】

　業務効率化の意識は定着しつつあるとの事である

が、意識だけで目に見える効果があったかの報告もな

い。何を、どのように効率化するのか、また、どう効

率化できたのかか具体的な数値にて報告が必要ではな

いか。

Ⅰ

２．人事・組織運営に関する取組

・2024年度に引き続き、人員構成の適正化に向けたデータ

収集・検証を継続。必要に応じて配置や採用の検討を行っ

た。

・規程整備及び関連規程については、法改正への対応を踏

まえるとともに、次年度に予定されている大学組織改組に

合わせた内容の確認・整備を進める。

【総合評価】

　部門ごとの業務量・人件費の推移等見える化を図

り、全職員が業務効率化に向けた取組みを行うような

組織作りをお願いしたい。

本計画における目標達成（業務運営の改善・効率化に

よる経費の抑制）を図るための施策を中心に検討・実

施願いたい。

３．経費節減の取り組み

・当初予算の策定段階において各学校で大幅な支出超過が

見込まれたことから、まずは予算の妥当性と支出見込みの

再確認を重点的に実施した。理事会における補正予算審議

の際にも、財務状況を丁寧に共有し、年度内の資金繰りや

事業計画との整合性を確保することを優先した。また、財

務健全性の維持という観点から、以下のような基礎的な取

り組みは継続して実施した。

・支出計画と実績の定期的な見直しを行い、予算超過の抑

制に努めた。

・100周年関連経費については、想定外の支出が発生した際

にその影響度を精査し、他の運営経費とのバランスを踏ま

えた対応を行った。

これらの取り組みにより、大規模な削減施策こそ実施しな

かったものの、財務状況の的確な把握と管理に努め、必要

な事業遂行との両立を図った。

業務運営の改善・効率化による経費の抑制
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

４．業務改善の推進

業務量の偏りや負担状況を把握するため、業務分掌や手

続きの見直しを継続的に行った。特に、時間外労働が多い

職員には法人総務課長が個別面談を実施し、業務の棚卸し

や改善策を共に検討。今後は、面談で得られた課題を踏ま

え、業務のスリム化やプロセス改善を進め、働きやすい環

境づくりにつなげていく。

５．総合評価

　全体として、業務運営・効率化の取り組みは2024年度の

体制を維持しつつ、大きな制度改正や業務変更は限定的で

あったが、継続的な検証の取り組みが実施された点は評価

できる。

81 Ⅷ－４－１① 快適で学修しやすいキャンパスづくり

・大学キャンパスマスタープランを策定し、学生等の要望を踏まえ

た快適なキャンパスづくりを行う。

・バリアフリーの学修・生活環境を整備する。

・図書館・情報支援室等の学修環境を整え、施設面での充実を図

る。

学長室会
１）今年度の施設整備計画を学長室会において決定し、実

施した。（LED照明への改修（今年度で完了）、トイレ整備

等）

また、Student’Voice委員会が取りまとめた学生の要望へ

の対応として、ラーニング・コモンズへの軽食自動販売機

の設置、女子トイレへの生理用品自動提供装置の設置、学

院食堂への手指乾燥機（ハンドドライヤー）の設置を行っ

た。

空調設備については、来年度以降に計画的に更新していく

予定である。

Ⅲ 【評価できる点】

①トイレ改修、LED照明への交換等施設整備計画に沿っ

た環境整備を行ったことは評価できる。

②Student’Voice委員会の要望による軽食自動販売機

の設置、女子トイレへの生理用品自動提供装置の設置

等、学生の要望にも応えた整備を行ったことは評価で

きる。

【改善を要する点】

特になし

Ⅲ

２）学院創立100周年事業とタイアップした大学事業とし

て、バリアフリー工事及び大学中庭への交流スペースの整

備等を計画し、2026年度実施に向け検討を開始した。

根拠資料

・学長室会資料及び議事録

・学院連絡会、理事会・評議員会資料

【課　題】

継続的な予算の確保

【総合評価】

　限られた予算の中で、計画的に施設整備がなされ

（LED照明への改修、トイレ整備、手指乾燥機の設置

等）、学修環境の充実が着実に図られている点は評価

できる。

　施設整備に当たって、Student Voice委員会等の意見

や教職員の声に耳を傾けている点も高く評価できる

82 Ⅷ－５①　　 男女が共に活躍する職場環境の整備

・教職員がワークライフバランスの取れた生活を安心して送ること

ができるよう、就労環境を整える。

・教職員の採用、昇任、管理職への登用等の際、男女比が適正にな

るよう留意する。

学院連絡会 ・大学基準協会の第4期認証評価方針を踏ま

えた見直し

・年休取得状況、時間外勤務状況の把握

・必要に応じて人事異動

・毎月開催の安全衛生委員会及び課長会において時間外勤

務状況を継続して共有し、長時間労働が見られる教職員に

ついては上長からの指導を依頼するなど、前年までの取組

を継続し、さらに今年度は法人事務局総務課長による個別

面談も実施した。依然として時間外勤務が特定の教職員に

偏る傾向は続いているものの、課題を可視化しつつ改善に

向けた働きかけを継続し、より健全な勤務環境の実現を

図っていきたい。

Ⅱ 【評価できる点】

　男女比の適正性にも考慮した採用や管理職への昇格

人事が行われたこと。

【改善を要する点】

　就労環境について、特定に職員に偏る傾向が続いて

いるとの事であるので、組織ごとの業務の標準化に取

り組んでいただきたい。

【課　題】

　業務の標準化についての具体的検討

Ⅱ

・年次有給休暇取得推進については、これまでと同様に年

末時点で5日取得に満たない教職員へ個別に取得を促す連絡

を行い、全体としては概ね計画的な取得が進んだ。

・中高教員の働き方改革への対応では、継続審議中であ

る。

・2024年度に検討していた新規採用活動を継続し、人材確

保の課題に対して一定の成果を得た。一方で、学院全体の

人員構成のバランス（年齢構成等）については引き続き注

視する必要があり、今後も適切な人事配置を検討してい

く。

・出退勤システム刷新など一部の業務改善施策については

準備が遅れており、改善に向けた計画的な検討が課題とし

て残った。

【総合評価】

　男女比の適正性にも考慮した採用や管理職への昇格

人事が行われたことは評価できるが、特定の職員に業

務が偏る傾向があるということは、健全な職場環境に

あるとは言えないので、適正及び評価に基づいた再配

置をお願いしたい。

1）学修・就業環境改善のために計画的な施

設整備を行う（トイレ、空調設備、視聴覚設

備等）

２）学院創立百周年事業とタイアップした大

学事業（施設整備）の実施準備

施設・設備の整備・活用等

男女共同参画の推進
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

83 Ⅷ－６－１①　 学院リスクマネ

ジメント委員会

1）大学基準協会の第4期認証評価方針を踏ま

えた見直し

2）危機管理等研修の実施

・危機管理体制については、計画していた委員会開催や規

程類の整備が十分に進まなかった点があり、体制強化に向

けた取り組みは依然として課題を残した一年となった。

・BCP関連規程およびリスク別対応マニュアルについては、

整備の必要性を再認識しつつも、具体的な改訂作業や委員

会での協議には着手できなかった。100周年事業の準備や突

発的な対応業務が重なったこともあり、危機管理に関する

体制整備が後手に回ったことは否めない。

Ⅱ 【評価できる点】

　特になし

【改善を要する点】

①危機管理研修が実施されていない。

②学院リスクマネジメント委員会が開催されていない

【課　題】

①学院全体のリスクマネジメントに対する意識の醸成

②問題意識を持っていることは理解するが、検討の進

捗がみられない

Ⅰ

・情報セキュリティ面では、大学教員による研修で生成AI

活用に伴うリスクについて周知を行ったものの、体系的な

研修計画や具体的なセキュリティ対策の刷新には至らな

かった。さらに、年度内には中高において生徒の個人情報

がWEB上で公開される事案も発生し、情報管理体制の一層の

強化が急務であることが明らかとなった。これを受け、現

状の手順・体制の見直しについて、次年度に向けて改善方

針を整理する必要性を確認した。

・ハラスメント防止に関しては、既存規程に基づく相談体

制を維持し、教職員が安心して働ける環境づくりに努め

た。

【総合評価】

　昨年同様、問題意識を持っていることは確認できる

が、計画の進捗が全く見えない。複数年にわたり進捗

されないウというのであれば、どこにボトルネックが

あるのか、そこから洗い出して一刻もはやく実施に向

けた検討を開始願いたい。

・総じて本年度は、危機管理全体の強化に向けた基礎的な

課題が改めて浮き彫りとなり、現状の体制が十分とは言え

ないことを確認した一年であった。2026年度以降は、規程

整備、情報セキュリティ対策、研修体系の再構築など、優

先度の高い領域から計画的に取り組みを進め、安定的な学

院運営を支える危機管理体制の確立を図る必要がある。

84 Ⅷ－６－２①　 安全管理体制の整備

・防災・防火・防犯体制を整備し、学生・生徒・園児及び教職員の

安全と安心を確保する。

学院連絡会 ・例年どおり学院全体での避難訓練を計画し、6/23女子

寮、11/7大学、4/21中高、5/28インター小、こども園、保

育園は共に毎月での実施体制を維持した。引き続き、学院

全体が一体となった総合避難訓練の実現が課題であり、次

年度以降の具体的な実施方式の検討が必要である。

Ⅱ Ⅱ

・備蓄品については、大学での購入方法の確認や、新入

生・卒業生の入れ替えに伴う必要数量の追加購入を行うな

ど、最低限の備蓄体制の維持に努めた。一方で、備蓄品管

理者の明確化や体系的な在庫管理といった体制面の強化に

は十分に着手できておらず、改善すべき課題として認識し

ている。

・衛生管理者による職場巡視については、計画的な週1回の

巡視体制とまではいかなかったが、気づきに応じた随時の

巡視や安全確認を継続した。産業医による巡視は例年どお

り実施し、危険箇所が確認された際には担当部署による改

善対応を依頼するなど、基本的な安全衛生活動は維持され

た。

【総合評価】

　防火・防災・防犯マニュアルの整備に手がついてお

らず、危機管理体制が脆弱であると言わざるを得な

い。

・防火・防災管理者および衛生管理者の資格取得について

は、対象者を把握し、必要な講習受講を進めるなど、計画

的な体制強化を継続した。特に新規取得者の育成は、学院

全体の安全管理能力向上に寄与する重要な取組として進め

ている。

危機管理体制の整備と的確なリスク管理・労務管理の実施

・避難訓練計画立案

・委員会等の実施

・備蓄品等の管理

・職場巡視

・衛生管理者有資格者増員

・防火・防災管理者有資格者の資格取得・更

新計画

リスク管理・労務管理体制の万全な整備・周知

・危機管理（大規模災害時の対策、減災・防災対策、ハラスメント

防止対策等）の体制及びマニュアルの整備に取り組み、全教職員に

周知する。

・情報セキュリィティ対策として、学院全体のセキュリティ・ポリ

シーを策定する。

・働き方改革関連法に基づき、就業規程、ハラスメント規程等を見

直し、生き生きと働くことのできる

環境を整える。

安全管理

【評価できる点】

特になし

【改善を要する点】

　各組織（こども園、インター小、中・高、大学、

寮）において避難訓練は実施されているが、昨年度も

指摘されている合同訓練が実施されていない。

　実際に災害が発生した場合、キャンパス全体での活

動となるので、早期の実施をお願いするとともに、BCP

を早期に策定するとともに、全教職員がそれに沿った

避難訓練をおこなうようお願いする。

【課　題】

　課題として認識しているだけでは、実際に災害が発

生した場合、どう避難誘導するのか、混乱は生じない

のか心配は尽きないので、早急に全体の避難訓練とBCP

を策定する必要がある。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

・防災・防火・防犯マニュアルについては、現行体制に即

した改訂の必要性を再度確認したものの、未整備部分の洗

い出しや体系的な見直しには着手できなかった。学院全体

として早急に改善すべき課題として認識しており、次年度

に向けて準備を進める必要がある。
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一次評価 評点 二次評価 評点

自己点検・総合評価委委員会
№ 計画番号 主担当目標・計画

取り纏め部署における自己評価
2025年度の取組計画

・救急法講習会、AED操作研修などは、昨年度に続き実施の

必要性を確認したが、実施には至らず、次年度以降の再調

整が求められる。

・2024年度につづき、インター小学部・中高等学校での防

犯カメラ設置計画の検討を継続し、学院全体の安全確保に

資する設備強化の方向性を維持した。

・総じて、例年継続している活動は一定の水準で実施でき

たものの、備蓄体制の明確化、マニュアルの再整備、統合

的避難訓練の具体化など、改善を要する課題が改めて明確

になった一年であった。2026年度以降は、これらの課題に

優先順位を付け、計画的な危機管理体制の強化を進めてい

くことが求められる。

85 Ⅷ－６－３① 学院連絡会 ・救急法講習会計画・実施 ・法令遵守に関わる学内規程の点検を例年どおり実施し、

規程の整備状況及び運用状況について関係者と連携しなが

ら確認を行った。2024年度からの課題であった規程類の再

編に向け、必要箇所の整理を継続した。

Ⅱ 【評価できる点】

　研究倫理研修について、全教職員を対象に、オンラ

インを中心に実施し受講率の維持に努めたこと。

Ⅱ

・ 研究倫理研修については、全教職員を対象にオンライン

形式を中心に実施し、受講率の維持に努めた。

・研究費に関する不正防止の取り組みとして、研究不正・

研究費不正防止委員会にて研究費の運用状況を継続して点

検し、出納・データ保管の内部監査も前年同様に実施し

た。研究データ保管ハンドブックの運用状況についても確

認し、適切な管理が行われていることを確認した。

・各委員会における法令遵守の自己点検については、人文

学科・研究推進委員会・研究不正防止委員会などが引き続

き取り組み、教育・研究活動における適正なガバナンス確

保に努めた。特に学生支援に関するハラスメント対応な

ど、前年度に引き続きリスク軽減策の検討を行った。

【総合評価】

　学内規程の点検を開始し、規程類の再編に向けた整

理を継続したとあるが、学院内の規程で齟齬があるも

のや、更新されていないものが散見される。法令順守

を進めていくためには、期限を決めて作業をお願いし

たい。

・2024年度に示されたコンプライアンス上の課題（財務コ

ンプライアンス、ハラスメント防止、危機管理、労働時間

管理）については、関係部署と連携しながら改善方向の検

討を継続した。特に財務報告の透明性確保のため、学院財

務委員会での情報共有の精度向上を進めた。

・総じて、2024年度と同様の取組を維持しつつ課題の整理

を進め、法令遵守に関わる組織的な取り組みを安定的に継

続した一年であった。

【改善を要する点】

　学内規程の点検を開始し、規程類の再編に向けた整

理を継続したとあるが、いつまでに終わるのか、合わ

せて、いつまでに終えるかの言及されていない。期限

を決めて作業をお願いしたい。

【課　題】

　学内規程点検について担当者決定と具体的な計画実

施

法令遵守の徹底

・教育研究活動等に関する業務遂行の際、法令、学内規程等を遵守

するよう組織的に取り組む。

・研究不正、公的研究費不正使用の対策として、マニュアルを整備

し、周知する。

法令遵守
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